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終わりに

GDP平価理論成立の要旨

　変動相場制は，価値尺度の不明確な貨幣（以下，貨幣を通貨と云う）と

為替の本質に反する理論であり，制度である。“相場”が，通貨の価値「基

準値」を不在にし，為替を不安定にし，実体経済を撹乱する制度にしてい

る。本論の GDP平価制は，実体経済の経済行為の結果を表す GDPによっ

て算定した平価の「基準値」が，世界経済を安定成長に導くことを次によ

り検証する。

　1）変動相場制：変動相場制は需要供給理論で決まっている。一方で，為

替相場には「価値尺度」が必要である。現状では，価値尺度を購買力平価

などに求め，GDPや物価等の指標を使用している。しかし，その価値尺度

は秒単位で変動する為替レートであるため，価値尺度が適切とは言えない。
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つまり，通貨の価値尺度としての理論値が不在である。

　2）変動平価制：実体経済を表す数値を名目 GDPに置き，定義 ₁および

定義 ₂により算定した平価（GDPpp）の価値「基準値」で「等価交換」が

可能となる平価理論である（Ⅱ項参照）。なお，金利差や商取引慣習等の相

違などは，実体経済の経済行為の中で消化・還元され，その結果が名目

GDPに集約されている。また，GDP平価の変動は，IMFの名目GDP予測

値の範囲内で変動する。

　3）通貨の本質：変動相場制は，通貨を商品として扱い，相場で通貨の

「基準値」を決めることは，通貨の本質に反する（Ⅰ項参照）。通貨の本質

は，財の計算単位（単位通貨）であり，財の媒介手段であるので，通貨に

価値があると錯覚してはならない。現金のままでは価値が生まれず，現金

通貨を預金して初めて金利という付加価値が生ずると同時にリスクが伴う。

通貨は，預金して初めて価値を生む金融商品になる。従って，預金を「準

通貨」扱いとして定義することは理論的に誤りである。

　4）タイムラグに矛盾する相場理論：為替の変動と実体経済との間に存在

する“タイムラグ”を無視している相場理論は誤りである。相場から生じ

るタイムラグは，実体経済の安定成長を阻害し歪曲するので，IMFの設立

趣旨である≪為替の安定による世界経済の安定成長を図る≫ことができな

い理論であり制度である。実体経済が為替レートを消化し還元するまでに

は，少なくとも数カ月から ₁年以上の時間が必要であるが，相場理論はそ

れを無視した理論である。

　5）デリバティブの問題点：変動相場制は，通貨を金融商品と見なし，

“デリバティブ”（金融派生商品）として正当化し，レバレッジをかけるこ

とは誤りである。通貨の本質は，経常収支が示す通り，「実需原則」が基本

条件であり，実需原則の裏付けのない資本の先物取引，オプション取引，

スワップ取引等は，為替の本質に反する。通貨は，財を媒介する単位通貨

に過ぎないからである。

　6）相場理論の問題点：「資本の自己増殖」 ₂％の限界水準或いは金利や
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配当率などの水準を超えてオーバーシュートする相場理論は，実体経済の

安定成長を撹乱し阻害し，資本主義を破壊する原因になる理論である。ま

た，経済成長を遂げた先進国の経済成長率は【名目成長率 ₃％＝実質成長

率 ₁％＋インフレ率 ₂％】が基準と想定されており，大企業の利益水準も

また ₃％程度の水準であるので， ₃％を超える為替の変動は，企業の経営

を不安定にし，グローバル経済における不当競争を助長し，経済の安定成

長を妨げる原因になる理論である。

　7）為替の本質：為替は，金本位制終焉後，財の象徴である金の価値尺度

から離脱した。変動相場制による通貨の価値尺度は，財の象徴である金か

ら実体経済力（GDP）を象徴する価値尺度に変っている。その通貨の価値

を需要供給理論による相場で決めているために，為替レートは秒単位に不

安定に変動している。通貨の価値尺度を相場で決める理論は，通貨の理論

的「基準値」で「等価交換」することが不可能であるので，為替の本質に

反する理論であり制度である。経済社会のコアに通貨と為替が位置を占め

ているので，変動相場制理論から為替が安定する理論と制度に改めること

が重要課題である。

　本論は，変動相場制に代わる GDP平価理論を次の各項で論述する。

　Ⅰ項：通貨と為替の本質の原点に立って，相場理論の非論理性が為替を

不安定にする実態と平価理論により，通貨の「基準値」が算定できる理論

的根拠を論ずる。

　Ⅱ項：GDP平価理論を定義し，GDP平価の「基準値」を理論的に算定

し，公正な「等価交換」を可能にすることを論ずる。

　Ⅲ項：ドル円をモデルに相場理論による為替レート（以下，fxrという）

が GDP平価（GDPpp）に収斂・連動の実態を検証し，アベノミックスの

行方を分析する。

　Ⅳ項：fxrが，“相場”により非論理的に変動するので，「基準値」“不在”

となる原因を次により検証する。

① 各国の一人当たりのGDP（以下，GDPphとする）は fxrでドル換算せ
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ず，原値のままで使用することが正しいこと，

② GDPphを fxrでドル換算して経済力の国際比較をすることは誤りであ

り，原値のGDPphで算定したGDPppで比較することが正しいことを

検証する。

③ 変動相場制を支える購買力平価説の正否を各種物価指数の比較により

論証する。

④ 対ドル円，ユーロ，ポンドの fxrおよびGDPppの変動率並びに乖離率

が収斂・連動する実態を検証し，相場理論の非論理性が fxrを不安定

にする事実，および平価理論の GDPppの安定性が世界経済の安定成

長を支えることを論ずる。

　Ⅴ項：IMFの SDRを利用して，① GDPppから「SDR平価」SDRppを

算定し，SDRppによる「国際通貨」の「基準値」を定義する。さらに，②

SDRppが決まれば，「国際通貨」SDRの「基準値」で，各国通貨の SDRpp

が決まるので，理論的で公正な「等価交換」が可能となる。その結果とし

て，国際統一通貨や「基軸通貨」の概念が必要でなくなり，グローバル経

済の安定成長が可能となる。

　Ⅵ項：各国の実体経済の安定成長対策として，国際通貨による金融緩和

など異次元の過剰流動性を規制管理する「国際ルール」の制定が，重要課

題であること論ずる。

　結論：グローバル経済のコアに“通貨”と“為替”が位置を占めている。

　相場理論が平価理論に代わるとき，理論的で公正な通貨の「基準値」

GDPppが決まり，通貨の「等価交換」が可能となるので，為替レートが

GDPppで安定する。その結果，貿易・経済による「国益」概念の必要性が

なくなり，国家間の金融・経済戦争が収まる素地が確立するであろう。

　本論が，GDPppの安定によって経済が安定成長し，地球上の経済格差や

所得格差が是正され，人類が平和な経済・社会を築く経済的素地が確立す

る一里塚になることを願っている。
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『GDP平価理論の用語解説』

　GDP平価理論の各種用語を次の通り定義して使用する。

　相場理論：変動相場制の通貨の「交換レート」は，「基準値」を相場で決

める。そのために理論的な「基準値」が算定できず，理論値が「不明確」

となる。即ち，為替レートは不安定に変動するので，理論値が「不在」と

なる。

　平価理論：通貨の「基準値」は，定義で算定した平価で決まる。

　そのために為替レートは平価の「基準値」で通貨の交換レートが安定す

る。ただし，本論では名目 GDPで平価の基準値を算定している（Ⅱ項の

定義参照）。

　貨幣：財（モノやサービスをいう）と交換する媒介物で，経済学上の価

値尺度，流通手段，価値貯蔵の ₃機能を有する「本位貨幣」をいう。本位

貨幣は金・銀などの一定量の価値に裏付けされ，兌換できる価値尺度を有

する。なお，補助貨幣を通貨という。

　通貨：変動相場制下の貨幣は，法律により強制通用力を認められ，財と

交換する計算単位，流通手段の機能を有するが，兌換性がない「信用本位」

貨幣であるので，通貨を貨幣の同義語として使用する。また，通貨は預貯

金すると金利を生む金融商品となり，価値貯蔵手段の機能をもつ。

注： 変動相場制下の通貨は，『金本位』など共通に認められた貨幣の価値尺度
となる「基準値」が不在であり，信用本位の流通通貨に変容しているの
で，貨幣の同義語として通貨を使用する。

　準通貨：変動相場制では，預金通貨はすぐに現金通貨となるので準通貨

と定義している。平価理論では，現金通貨を預金すると金利並びにリスク

が生じるので，「準通貨」として扱うのではなく「金融資産」として扱う。

　単位通貨：法律で財と交換を認めた計算単位の通貨であり，流通手段と

して認められている現金通貨である。現金通貨，法定通貨と同義語。

　法定通貨：法定通貨の発行者は，国家や中央銀行など，法律で定めら
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れ，強制力のある通貨である。現金通貨および単位通貨と同義語である。
注： 法定通貨は，法律で使用を強制するので，金本位のように財の価値尺度が
なく，国民の信認に支えられた「信用本位」通貨である。

　国際通貨：IMFの SDRのバスケットに入る₄通貨（$，€，£，¥）とする。

　なお，通貨と為替が規制管理されている人民元は，国際通貨の資格に欠

けるので，SDRに採用されても自由化されるまでは，本論による SDR平

価の対象通貨から除く（Ⅵ項参照）。

　仮想通貨：ビットコインに代表される法定通貨以外の通貨をいう。

　従って，仮想通貨は通貨の本質に反する。

　通貨の本質：財（モノやサービスをいう）を媒介する計算単位（単位通

貨），流通手段，価値貯蔵手段の ₃機能を有する。通貨は，付加価値もリス

クもない財の計算単位，流通手段としての機能があるにすぎない。ただ

し，現金通貨は，財と交換できるので「価値」があると錯覚するが，法律

に定められた財の計算単位に過ぎない。現金を預金すると金利や配当など

が付く「金融資産」に代わり，付加価値とリスクが伴うので，通貨の本質

は金融資産に代えない限り，法に基ずく計算単位に過ぎない。
注： 変動相場制下では，通貨は現金通貨に対し，預金通貨を準通貨として区別
しているが，金利を生む預金通貨は法定通貨としての本質に反する。

　為替の本質：為替は，各国通貨を理論的「基準値」で「等価交換」する

ことにあるので，通貨の理論的基準値のない為替制度は為替の本質に反す

る。
注： 変動相場制は，相場で秒単位に通貨の「基準値」が変動するので通貨の基

準値「不在」でり，為替の本質に反する理論である。

　なお，通貨と為替が規制管理されている人民元は，国際通貨としての資

格に欠けるので，SDRに採用されても自由化されるまでは SDR平価から

除く必要がある（Ⅵ項参照）。

　為替市場：本論では外国為替市場と同義語として扱う。

　等価交換：通貨を理論的方式で算定した「基準値」で交換すること。
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　GDPph：一人当たりのGDP（GDP par headの略）と同義語（Ⅳ項－ ₁

参照）。

　GDPpp：平価理論の GDP平価（GDP power parityの略）（Ⅱ項の定義

参照）。

　fxr：相場理論による外国為替レート（foreign exchange rateの略）。

　ppp：購買力平価（purchasing power parityの略）をいう（Ⅳ項参照）。

　SDR：IMFの特別引き出し権ではなく，バスケットに入っている ₄通貨

の GDPphの比重で算定した IMFの SDR₁ の「基準値」をいう。

　SDRpp：SDR平価（SDR power parityの略）。平価理論による国際通貨

の ₄通貨を GDPphの比重で算定した SDRppの「基準値」をいう。

　国際統一通貨：SDR平価SDRppと同義語であり，仮称 ICU（International 

Currency Unit）と同じ機能がある（Ⅵ項参照）。

　実需原則：実需に基づいた財の取引を原則とすること。

　空儒取引：財の実需取引を伴わない担保や保証金等による通貨の空儒取

引をいう。

　フアンダメンタルズ：経済指標等を「基礎条件」とすること。

　デリバティブ：金融派生商品。通貨は金融商品ではないので，実需の裏

付けのない取引或いはレバレッジをかけた通貨の先物取引，オプション取

引，スワップ取引等のデリバティブは通貨と為替の本質に反する。

　財と通貨の絶対価値 1の原理：「財と通貨の絶対価値」の概念は ₁を基軸

に変動することをいう（Ⅱ項参照）。

　GDPppによる等価交換の原則：基準国通貨 ₁を基軸に，対象国通貨の

「基準値」が変動することをいう（Ⅱ項参照）。

Ⅰ．　為替相場の問題点と GDP平価の理論的根拠

1 ．　貨幣の理論的価値尺度の変遷と変革

　「金本位制」は，財の象徴である金を貨幣の「価値尺度」として貨幣を

「等価交換」または金と兌換できる貨幣制度であった。「金本位制」の終焉
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は，世界大戦により国の信用に支えられた貨幣の信用が失墜したとき金本

位制は終焉した。

　固定相場制は，世界大戦後の貨幣の価値尺度を【金 1オンス＝$35】に

固定した「金ドル本位制」の貨幣制度であり，同時にドルから金に兌換で

きる為替制度に変革してスタートした。そのため，ドルの価値が低下する

とドルから金に兌換が始まり，固定相場制は崩壊した。

　変動相場制は，金兌換制を離脱し，貨幣の発行者が法で通貨を発行する

「信用本位」の『法定通貨制』に変わった。そのため，世界各国の法定通貨

の価値尺度を算定する理論が不在となったので，実体経済のフアンダメン

タルズを参考にして，“相場”で通貨の「基準値」を決めるようになった。

相場による為替レートは，通貨の価値尺度を理論値として示すことができ

ないので理論的「基準値」不在の為替制度になっている。その結果，「自由

の原則」「市場原理」によって相場理論を正当化すると通貨と為替の本質を

見失ってしまい，通貨をデリバティブと化し，為替のオーバーシュートを

是認することになったので，グローバル経済の安定成長を撹乱し阻害する

要因を排除できなくなっている。この為替を不安定にする原因は，通貨の

理論的「基準値」が不在にあるので，正しい通貨の価値尺度を示して反論

することができない。

　短期間に ₃％，中期で ₅％前後，長期で₁₀～₃₀％を超える非論理的為替

の変動は，貿易取引の対応が困難であり，実体経済とのタイムラグを無視

することになる。通貨に対する企業の採算および金融経済政策は，国益を

左右する。そして，国家間の不公正競争を公認することになり，資金力に

よる「強者の論理」が市場を支配する。

　相場理論に内在するこれらの問題点を正当化するために，短期的視点で

は，フアンダメンタルズ（実体経済の基礎条件）を参考にして通貨の「基

準値」を決める“相場”理論を正当化し，長期的視点では購買力平価理論

で中長期の通貨の基準値を理論化している。しかし，通貨と為替の本質に

反する理論的問題（Ⅳ項参照）が未解決のままである。



修道商学　第 57 巻　第 1号

─　　─134

　為替相場による通貨安（インフレ現象）は輸出企業の見かけの利益とな

るが国民の資産を減少させ，一方，通貨高（デフレ現象）は輸入企業の見

かけの利益となるが国民の資産を増加させる現象が現れる（Ⅱ項の『財と

通貨の絶対値 1の原理』参照）。

　この理論的欠陥のある変動相場制は，何れの日か欠陥が原因となって崩

壊し，必然的にそれに代わる正しい理論に裏打ちされた制度に変革するこ

とになろう。

　変動相場制が終焉するとき，次世代の為替理論と制度は平価理論であ

り，GDPに通貨の価値尺度を置く，GDP平価に通貨の「基準値」を置く

為替制度に代わることになろう。

2．　通貨と為替の本質

1）　通貨の本質

　通貨の本質は，①財（商品およびサービス等）を媒介する手段としての

「計算単位」であるので，現金通貨は単位通貨（以下，単位通貨は現金通貨

と同意語とする）である。

　財は，需要と供給によって価値が増減するが，現金通貨である ₁円硬貨

から ₁万円札などの単位通貨は，財を媒介する計算単位に過ぎない。財に

価値があるのであって通貨に価値があると錯覚してはならない。

　②現金通貨は，銀行等に“預金”すると金利が付き，金融不安が起こる

と取り付け騒ぎなどのリスクが生じるので，“預金”という「金融資産」に

なる。一方，現金通貨は金利等の付加価値が付かない単位通貨に過ぎない。

　③現金通貨（以下，キャッシュカード等を含む）は，流通市場における

財の取引を媒介する単位通貨であるので「実需原則」が基本である。

　④預金された通貨は，「金融資産」に変わり，「価値貯蔵手段」の機能を

果たすので，預金は「準通貨」ではなく「金融資産」である。

　⑤財と通貨の関係は，均衡理論並びに「実需原則」により GDPの総額

と財を媒介した通貨の総額が均衡する。従って，「実体経済」の原点に位置
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を占める通貨は，財の流通を媒介し，市場経済を活性化させる流通手段の

機能を果たしているに過ぎない。

2）　通貨の発行者と信認の根拠

　通貨は，法律並びに発行者の信認に支えられている「信用本位」の“法

定通貨”であり，単位通貨である。また，「信用本位」の通貨の「基準値」

は，国の信用を表す「基準値」が基本条件となる。

　本論は，GDP以外に国の信用を表す理論的で公正な「基準値」が見当た

らないので，国内総生産【GDP】を表す経済指標を国の経済力を表す「基

準値」としている。そのため，GDPの変動によって，通貨の「基準値」が

変動する。従って，デフォルトなどにより経済が破綻するとき，国の信任

が失墜すると同時に通貨の信認も失墜する。

　日本では，財務省が硬貨を，日本銀行が紙幣を発行しているが，中央銀

行以外の機関が発行している国や地域もある。

3）　為替の本質

　為替の本質は，時間的，空間的に通貨を移動させるリスクをカバーし，

「実需原則」により通貨を「等価交換」し，決済を実行する手段である。

　国際金融システムは，リスクをカバーするために相互に信用できる銀行

間でコルレス契約を結び，貸借勘定を持ち合い，現金を輸送することなく

決済を行うシステムが構築されている。さらに，貸借勘定がプラスの場合

は，プラスの取引通貨の金利を受け取り，マイナスの場合は金利を支払う

システムになっている。

　為替市場は，このシステムに従って異種通貨を「等価交換」する市場で

ある。従って，理論的に公正な通貨の「基準値」が算定できない変動相場

制は，理論的に正しい為替制度と言い難い。

　単位通貨は「実需原則」が基本原則であるので，通貨と為替にデリバ

ティブ或いはレバレッジを掛ける為替制度は通貨と為替の本質に反する制

度である。

　変動相場制の相場理論は，上記の通り，通貨と為替の本質に反する為替
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理論であり，制度である。

4）　通貨の「基準値」不在の影響

　変動相場制の通貨の「基準値」は，相場で決めるようになった。そのた

めに理論的「基準値」が不在となり，通貨と為替の本質に関する理論上の

問題が残されている。理論的欠陥のある制度は，何れの日か欠陥が原因と

なり，必然的に正しい制度に変革することになろう。

　平価理論では，一国の通貨の「基準値」は，実体経済力を表す GDP（国

内総生産）から算定される総体値が，通貨の「等価交換」の「基準値」と

なる。即ち，GDPから算定される総体値は，実体経済のフアンダメンタル

ズであり，財である GDPの総体値と通貨の「基準値」が均衡するので，

Ⅱ項の GDP平価理論による「基準値」の定義が成立する。

　為替市場は，各国金融機関の信用に支えられた国際金融機関（SWIFT）

に参加している信認のある金融機関とコルレス契約を結び，為替取引が成

立している。換言すると国の信用力（通貨の信用力）並びに国際金融機関

の信認により国際金融システムが構築されている。即ち，為替制度は，国

際金融ルールと契約概念を順守する国の金融機関に支えられて為替市場が

成立している。

3．　“相場”理論に内在する非論理性 

　為替に対する相場理論の非論理性は“相場”にある。次の“相場”に内

在する不安定要因により，為替市場は，経営と経済の安定成長を阻害する

市場となる。その結果，変動相場制は，以下の理由により，IMFの設立主

旨である為替の安定により世界経済の安定成長を図ることが不可能になる

為替制度である。

　₁）Fxrが需要供給理論により決まる変動相場制は，理論的な通貨の「基

準値」で公正な「等価交換」ができない為替制度である。その原因は，相

場により fxrが，秒単位で変動し，さらに，アフタリオンの投機的心理要

因が相場を増幅させるので，fxrが想定外にオーバーシュートし，商取引の
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採算を撹乱させる。そのため，為替の安定による経営の安定および経済の

安定成長を阻害する原因になっている。

　₂）“相場”理論には，自由の原則を拡大解釈し，デリバティブを容認す

る理論が内在している。デリバティブは，通貨を金融商品として扱うた

め，FX先物取引などレバレッジをかける理論が成立するので，通貨量は無

限に増幅する。従って，通貨と為替の本質並びに「実需原則」に反する為

替市場に変貌している。

　₃）実体経済が，fxrの変動を完全に消化し，生産・販売物に転嫁するに

は，タイムラグが必要である。fxrは“相場”により秒単に不安定に変動す

るので，実体経済とのタイムラグを調整できず，相場によって採算が左右

され，実体経済の安定成長を歪曲する原因になっている。

　このような変動相場制は正しい為替制度であろうか。為替の本質に反す

る制度と云えよう。

　上記の“相場”理論に内在する非論理性などの影響は，変動相場制を終

焉に導く原因になろう。

4．　変動相場制に内在する為替レートの不安定問題

1）　経常収支と資本収支への影響

　国際収支は「等価交換」の概念で計上されている。しかしながら，変動

相場制では通貨の基準値が論理的に算定できないので，等価交換が行われ

ていると言い難い。

　経常収支の決済通貨の流れは，「実需原則」により買い手から売り手へ

「一方向」に移動するので，経常収支勘定は，外貨保有高の増減になる。

　一方，資本収支の資金の流れは長期間安定した投資資金となる長期資本

収支と瞬時に移動できる短期資本収支がある。巨額の投資資金は何れの日

か自国に戻る「双方向」の性質を有するゼロサム資金である。また，資本

収支で享受した利益は所得収支として経常収支に計上される。

　短期資本は為替の変動によって瞬時に流出入するので，為替の安定を阻
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害する原因になっている。特に，金融緩和等による過剰流動性は，短期資

金となって，利益を求めて国家間を移動するので，移動国に定着し難く，

その上，デリバティブによって増幅し，「双方向」に移動する資金である。

　この金融緩和やデリバティブによって異常に増幅した短期資金は，金利

差や為替差益或いは金融資産の利息や配当を求めて瞬時に移動する可能性

のある資金である。従って，短期資金は，投資対象国経済がリスクオンに

なると瞬時に利益を求めて流入し，実体経済がリスクオフになると瞬時に

流出するので，為替を不安定にする。自国の金融緩和政策は相手国の金融

政策による対応を困難にし，実体経済の安定成長を阻害する要因となり，

当該国の金融・経済政策に想定外の影響を及ぼす原因になる。

2）　国際金融システムのネットワークと連鎖反応

　為替市場に参加する銀行等国際金融機関は，「信用」をベースに「コルレ

ス契約」を結び，相互に「勘定」を持ち合って現金を移動させることなく

送金・決済をする「国際金融システム」を形成している。従って，国際金

融機関とコルレス契約を結べない金融機関は，コルレス契約のある金融機

関を通じて為替送金を行うので，BIS規制により，連鎖反応を防止するシ

ステムが形成されている。

　また，相場やデリバティブが原因で，国際金融機関にデフオルトが起き

ると瞬時に国際金融システムに連鎖反応が起こり，システムが崩壊する可

能性を秘めている。特に，短期資本取引は相場による双方向の取引である

ので，資金の移動は，想定外の為替変動リスクによる金融ショックをもた

らす。

3）　実需原則とデリバティブの影響

　変動相場制は，₁₉₈₄年「実需原則」を廃して相場理論を正当化したの

で，通貨と為替の本質に反するデリバティブの概念（金融商品を除く）を

為替市場に取り入れる理論的根拠を与えた。その結果，FX先物取引や第 ₃

通貨にヘッジ或いはレバレッジをかけて取引ができる為替市場に変貌した。

そのため，“相場”による“デリバティブ”の導入は，通貨と為替の本質を
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逸脱させる原因になっている。

4）　仮想通貨

　法治国家の経済・社会においては，法的許認可のない金融機関等が発行

する仮想通貨（ビットコイン等に代表される通貨）は，一種のデリバティ

ブ通貨（法定に基づくキャッシュカード等は除く）である。仮想通貨は，

法定通貨制度下では通貨の信任に欠けるので，通貨と為替の本質に反する

通貨である。従って，「国内法」および「国際ルール」等によって許認可ま

たは禁止措置を講じる必要があろう。

5．　過剰流動性と短期資本移動の問題

　SDRのバスケットに採用されている通貨は，IMFにより国際通貨として

の信認を得ているので，為替金融政策の実施効果が大きいが，新興国は資

金力に乏しく通貨の信認に欠けるため，外貨資金の流出入が金融経済政策

に大きな影響を与えている。

　本項は，国際通貨が，新興国に対する資本移動が与える影響と問題点を

指摘する。

1） 国際通貨による金融緩和政策：自国の経済正常化を理由に金融緩和

政策やマイナス金利の導入による巨額の「過剰流動性」が移動する

とき，対象国通貨の fxrがオーバーシュートし，巨額の外貨量の増

減が金融・経済政策を混乱させる原因になる。

2） 短期資本移動とデリバティブの影響：為替市場は，デリバティブの

導入によって第 ₃国通貨にヘッジやレバレッジをかけることができ

るので，レバレッジを掛けられた通貨の取引量が巨額の資本取引に

変貌する。その結果，為替市場は通貨と為替の本質に反する為替市

場になる。

3） ゼロサム市場の実態：FX先物取引等は，証拠金を積めば無制限（₅₀

倍から現在₂₅倍に制限）に「空需取引」が可能となった。その結

果，fxrは，増幅した通貨量によって“相場”が不安定にオーバー
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シュートするようになった。日経新聞₂₀₁₄年 ₂ 月₁₀日号は，「FX国

内売買高最高に」のテーマで，輸出入貿易額（₁₅₁兆円）の₂₈年分

₄,₂₇₀兆円に達すると報じている。リーマンショックのように巨額の

デフオルトが生じると瞬時に金融・為替市場に連鎖反応が起こり，

国際金融システムを破壊する威力を秘めている。

4） BISによる国際金融機関の自己資金留保比率：金融危機に対応する

ための BIS比率が ₄％の水準を超え，リーマンショックやソブリン

ショックにより ₈％留保となり，さらに₁₆～₂₀％に引き上げること

が検討されているが，これらの比率は，資本の原理を犯す水準であ

り，資本主義の存立に赤信号が点滅することを示している。BIS比

率引き上げは，デフオルトや過剰流動性のリスク対策として，相場

による“為替市場”の保全並びにリスク対策である。これらの事実

は，リスク規制管理の「国際ルール」の必要性を示唆している。

5） 国債発行残高の影響と金融政策：先進国の景気対策は，金利政策や

金融緩和による政策が行き過ぎると過剰流動性問題が生じ，財政負

担や国債残高の増加となる。

 統一ユーロに参加する条件は，GDPの₆₀％を条件にしたが，財政健

全化のためには₁₀₀％を超えることは危機水準に入ると考えて金融政

策を行うべきであろう。

 日本はすでに GDP比₂₄₀％，世界 ₁の国債発行残高であり，米国の

₂倍，ドイツの ₃倍であり，将来に巨額の借金を残す遠因となって

いる。

 これらの財政金融の実態は，国際通貨としての円の地位を危うくす

るだけでなく，円ショックが起きたとき資本主義を危機にさらし崩

壊に導く原因となりかねない。

6）　過剰流動性問題：先進国通貨は，信任が高い通貨であるので金融政

策により景気対策が容易である。ただし，金融緩和などの金融政策

が行き過ぎると過剰流動性が生じ，短期資金となって利益を求めて
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先進国をはじめ新興国に移動する。

 米国は，リーマンショック対策として金融緩和を ₃次にわたり実施

したが，経済が安定し，財政正常化のために金利を引き上げ，資金

回収を始めると，資金流入国から外貨が急激に流出するので金利の

上昇や為替の変動が問題化している。

 ユーロ経済圏は，ギリシャ問題などソブリンショックを抑えるため

に金融緩和政策並びにマイナス金利政策を実施している。

 日本は，アベノミックスによるデフレ脱却を目的として金融緩和お

よびマイナス金利政策を実施している。

 これらの金融政策は過剰流動性を生みやすく，短期資金となって利

益を求めて移動し，流入国の金融・経済政策を撹乱させるので，ス

イスは，マイナス金利を掛けて対応，ブラジル経済はリスクオフに

よる外貨流出を防ぐために金利を ₇％から段階的に₁₄.₂₅％に引き上

げて対応している。

 これらの短期資金は，流入国に想定外の影響を及ぼしている。新興

国においては，経済成長のために長期資金の投資は歓迎されるが，

短期資金は歓迎されないので短期資金の規制管理に関する「国際

ルール」が重要課題である。

6．　実体経済に矛盾する変動相場制

1）　為替相場と実体経済の乖離

　IT技術の進化に伴って，通貨の「基準値」が“相場”によってナノ単位

に変動するなかで，投機的心理要因が fxrに加わって想定外にオーバー

シュートするようになった。本来，通貨の「基準値」である fxrが，フア

ンダメンタルズを基準にして相場で決まるとすれば，実体経済によるGDP

平価の「基準値」GDPppに連動すべきである。この事実は，Ⅲ～Ⅳ項で検

証の通り，理論的に正しい。プラザ合意以降 fxr/GDPppの乖離率は±₁₅％

程度の乖離があるがこの乖離率は相場が原因で生じていると見なすことが



修道商学　第 57 巻　第 1号

─　　─142

できる（表Ⅰ－ ₅参照）。

2）　為替相場と実体経済とのタイムラグの影響

　実体経済における商行為の決済期間が ₃～ ₆ヶ月，技術開発や海外進出

等企業の構造改革には ₁～ ₃年またはそれ以上のタイムラグが必要である。

しかしながら，fxrは秒単位に変動するので，実体経済のタイムラグがそれ

に対応できず，相場の変動が，企業経営および実体経済を攪乱し歪曲する

原因となっている。

　さらに，グローバル経済においては，自国の経済の影響が貿易や投資の

資金移動を通じて他国に及ぶのに，数ヵ月から数年の期間が必要である。

経済の安定成長のためには，この時間差（タイムラグ）が，実体経済に重

大な影響を与える。為替安定のためには，通貨は，理論的な「基準値」で

「等価交換」ができる為替制度に改革する必要がある。

　しかしながら，新自由主義理論者は，先進国経済の低成長を補うために

相場理論を利用して「自由の原則」を拡大解釈し，デリバティブの手法を

為替市場に導入した。そのために，為替が不安定になり，通貨と為替の本

質に反する市場に変貌した。

　これらの事実は，“相場理論”が実体経済を無視した理論であり，企業お

よび経済の安定成長を歪曲し阻害する原因になり，資本主義を崩壊に導く

要因となる。為替を安定させる新しい為替理論および制度が必要であるが，

その制度は，平価理論以外に見当たらない。

3）　為替の変動と企業利益の影響

　₁₉₈₆年，プラザ合意後の総合商社等，各種商品卸売業の粗利益が ₃％前

後，同営業余剰率が₁.₈％程度，また，中小零細企業を含む全卸売業の同営

業余剰₃.₄％であるので，₃％を上回る為替相場の変動は，市場原理を超え

て国際企業の公正な競争原理を犯し，経営の安定と経済の安定成長を阻害

する原因になる。

4）　為替市場における「実需原則」と「等価交換」の重要性

　為替市場は，「実需原則」と公正な平価による「等価交換」の為替市場に
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戻らない場合，相場理論による市場原理がデリバティブを正当化するので，

為替の変動が安定しない。その結果，デリバティブおよび“相場”理論

が，金融危機の引き金の原因になり，変動相場制が国際金融システムを崩

壊させ，資本主義経済の安定成長を破壊する原因になる。換言すれば，こ

れらの破壊要因は，変動相場制による“相場”理論に内在しているので，

平価理論に代えない限り，これらの破壊要因は，是正されない。

　通貨と為替の本質に反する為替理論および制度を放置して良いものだろ

うか。

7．　実体経済を歪曲する相場理論

　アダム スミス以来，政治が市場に関与するよりも“見えざる手”（市場

の自由に委ねる）「市場原理」によって，商品の需給や価格などが決まる

「自由原則」が資本主義経済理論の支柱となった。しかしながら，経済の発

展成長に伴って先進諸国の経済が成熟し，名目経済成長率 ₃％前後の低成

長時代に入ると資本の自己増殖が困難になる。経済成長の不足を金融資本

で補うために，安易にデリバティブ等を為替市場に取り入れたのかもしれ

ない。その結果，資金力による強者の論理が相場を動かし，fxrの想定外の

変動が実体経済を歪曲し，経営の安定と実体経済の安定成長を阻害する原

因を創出している。

　先進国が，経済安定成長を維持するためには【名目 GDP ₃ ％＝実質

GDP ₁ ％＋インフレ率 ₂％】前後を成長に必要な「基準値」と見なしてい

る。また，「資本の自己増殖」による投資利益が ₂％を下回るとき，金利や

配当に対する投資意欲が減少しはじめ，資本主義による経済成長が徐々に

困難になり，資本主義に黄信号が点灯する。名目 GDP成長率がマイナス

になり，マイナス金利が定着すると実体経済に赤信号が点灯し，資本主義

が崩壊に直面する。

　≪通貨高で資産が増加するデフレ経済が悪となり，通貨安競争で資産が

減少するインフレ現象が善となる≫この逆転した経済現象は，相場による
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実体経済を無視した輸出競争並びに為替制度に起因している。

　平価理論は，実体経済を象徴する通貨の価値尺度が平価で安定する。

「IMFは為替の安定により世界経済の安定成長を図る」ことを目的として

設立している。グローバル経済下における為替の安定は，経営を安定さ

せ，実体経済の安定成長を確立する基礎条件であり，また，所得が安定し

た豊かな暮らしができる経済構造に改革できる素地が確立する。換言すれ

ば，経済のコアにある通貨の価値尺度を安定させ，公正な国際競争が発揮

できる為替市場を GDP平価理論で確立する必要がある。

　上記の通り，変動相場制の弊害をカバーできる為替理論は，GDP平価理

論以外に見当たらない。人間の叡智で相場理論から平価理論に改革する必

要があるが，変動相場制が自然崩壊するまで改革できないのであろうか。

基軸通貨ドルが信認を失うか，或いは国際通貨が相場によるデフオルトで

世界の金融機関の連鎖倒産が起きるときであろう。または，予測外の紛争

やテロや戦争或いはサイバー攻撃によって国際金融システムが危機に直面

するなど，国家および通貨が信認を失い，実体経済が不況に陥り，そして

変動相場制が崩壊するまで改革できないのかもしれない。

　國際通貨の信認が失われる日が，突然，訪れるかもしれないが，₁₀年，

或いはもっと先かもしれない。国際通貨の信任が崩壊するとき，世界大不

況となり，関係国金融機関およびその預金者が想定外の金融資産を失うこ

とになる。国家が，金融機関を救済するとき，その負担は国民が背負うこ

とになる。その時，為替市場は，理論的な「基準値」で通貨が「等価交換」

される市場が必要になる。変動相場制が崩壊するその前に，人類の英知に

よって，平価理論が為替安定の一里塚として役立つことを願っている。

Ⅱ．　平価理論の定義

　“名目 GDP”を使用する理由は，グローバル経済における生産活動や物

価の変動並びに商取引等の成果が，“実質 GDP”ではなく“名目 GDP”に

集約される。従って，平価理論はマクロ理論に立脚し，“名目 GDP”を用
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いて GDP平価理論を論じる。

1．　GDP平価理論の理論的根拠

　GDP平価理論は，国の実体経済力を基準にして，マクロ的，グローバル

的視点から理論的根拠を次の通り提示する。

1）　GDP平価理論と均衡理論：

　各国の付加価値総生産性の総額は，均衡理論により実体経済活動の総額

に均衡する。即ち，“実体経済規模を表す GDPの総額”は，経済活動で支

払われた“通貨の総額”に均衡する。従って，GDPはフアンダメンタルズ

である当該国の実体経済力を表す数値である。

2）　GDP平価理論と一物一価の法則

　国家或いは通貨が異なっても，「同一商品＝同一価格」の原則が成立す

る。その理由は，国によって財の価格と単位通貨が異なっても平価理論の

定義 ₁～ ₂により算定した通貨の「基準値」は“等価”である。従って，

GDP平価は，後述の「GDPppによる等価交換の原則」が成立する。

3）　GDP平価理論の基本条件

　国は，人種，政治形態，経済・社会構造，法律・科学・文化・宗教ある

いは自然環境が異なり，各国の経済・社会構造にそれぞれ異なった慣習や

利害関係があっても，“経済の主体は人”であるので，人間の経済・社会生

活を支える“経済行為”の結果は総需要となる。また，総需要は，総人口

の増減で変動するので，各国の総需要は“名目 GDP”に集約される。

4）　国民経済計算との正誤性

　国連により開発された国民経済計算₉₃SNA（改訂版）は，会計手法によ

り【国民所得勘定（GDP），産業連関表（産業連関分析），資金循環表（マ

ネーフロー分析），国際収支勘定，国民貸借対照表】の ₅項目の統計を統合

したもので，各数値はその国の実体経済構造と経済循環システムを包括的

に示している数値である。

　GDP国内総生産は，国民経済計算による原数値【国内総生産（GDP），
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国内総支出（GDE），国内総所得分配（GNI）】のマトリックスによる【三

面等価の原則】により，三者の数値が原値のままで等価である。従って，

各国の GDPphは定義 ₁により実体経済の総体値を表している。

　国際収支は，₉₃SNAとの連携により GDPとの整合性が図られ，連携関

係が成立しているので，国際比較が可能となっている。また，国際収支

は，経常収支，資本収支，外貨準備の ₃項目から構成され，全世界の国際

収支尻の総計は，± ₀に均衡する。

　なお，本論は，経済統計並びに国民経済計算統計が正しいことを前提に

して平価理論を論ずる。

5）　フアンダメンタルズの正誤性

　相場理論は，GDPおよび各種経済指標をフアンダメンタルズ（基礎条

件）として，相場で通貨の交換レートを決めるよりどころにしている。

　平価理論は，実体経済力を表す GDPをフアンダメンタルズとして平価

の「基準値」を決めて「等価交換」を行う理論である。

2．　GDP平価理論の定義

　GDP平価理論は，定義 ₁．財の総体であるGDPの「総体値」GDPphを

決め，定義 ₂．基準国のGDPphと対象国のGDPphの比で算定された通貨

の「基準値」で「等価交換」する平価が決まる理論である。

　IMFの設立主旨は，為替を安定させることにある。財と通貨の基本原理

は，国や通貨が変わっても財の価値は変わらないので，一物一価の法則を

応用すると『財と通貨の絶対値 1の原理』が成立する。即ち，均衡論によ

り【名目 GDP「実体経済の総額」÷「通貨の総額」＝ ₁】で「絶対値 1」で

あるので，財と通貨の絶対値の概念は『 ₁』である。従って，基準国に対

する対象国の GDPphの比が平価となる。

≪『財と通貨の絶対値 1の原理』の解説≫

　財と通貨の絶対値の概念は，『財と通貨の絶対値 ₁の原理』を基準に纏め
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ると次のようになる。

　単位通貨の数量と財の価格の変動は正比例するが，単位通貨に価値があ

ると見なすときの見なし価値と財の価格の関係は，財の価格が ₁～∞或い

は ₁～ ₀に変動するとき，単位通貨の見なし価値は，逆数関係で変動する

ので，財と通貨に関する基本原理を次の通り定義した。なお，平価理論で

は，『財と通貨の絶対値 ₁ の原理』により，『GDPppによる等価交換の原

則』（定義 ₂の解説参照）が成立する。

　原理Ａ：【名目 GDPの総額（実体経済の総額）÷「通貨の総額」＝ 1】

　名目 GDPの総額と通貨の総額の関係は ₁を基準に変動するので，『財と

通貨の絶対値』は“ ₁”である。

　原理Ｂ： 「財の価格と通貨の総額」の関係は，原理Ａの 1を基軸に「正比

例」する。

　「財の価格が ₂倍」になれば，「通貨の支払い金額が ₂倍」になり，「財の

価格が ₁/₂」になると「通貨の支払金額は ₁/₂」になるので，「財の価格と

通貨の支払い金額」の関係は原理 Aを基軸に『正比例』し，【財の価格＞

₁】が「インフレの原理」，【財の価格＜ ₁】が「デフレの原理」を表わす。

　原理Ｃ： 「財の価格と通貨の価値」の関係は，原理Ａの 1を基軸に「反比

例」する。

　「財の価格が ₂倍」になると「通貨の価値は ₁/₂」，「財の価格が ₁/₂」に

なると「通貨の価値は ₂ 倍」になり，「財の価格と通貨の価値」の関係は

『反比例』する。

　GDP平価の定義により，各通貨の「基準値」が理論的で公正に算定され

た平価で「等価交換」が可能となる。一方，変動相場制は，通貨の「基準

値」が非論理的な“相場”で決まるので，通貨の「基準値」が不明確であ

り「不公正」な為替レートとなる。

ⅰ）GDP平価の総体値 GDPph算定式

　定義 1．【一人当たりの GDP（GDPph）＝（GDP÷総人口）÷100】
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注： ①基準国通貨の単位と合わせるために，日本円を ₁/₁₀₀ にデノミ計算し
て，小数点の単位を合わせている。従って，₁₀₀倍すれば円単価に戻る。
②GDPphは，各国の GDPの原値を総人口で除して実体経済の総体的価値
を数値化している。

　各国の一人当たりの GDPの「総体値」GDPphは，通貨の名称や単位が

異なり，実体経済に格差があっても，先進国間の実体経済は，GDPphの総

体値にそのまま表れている。即ち，GDPを構成する総需要または総供給

は，最終的に総人口の総消費になり，GDPの総体値 GDPphに集約される

ので，マクロの経済活動および社会活動の実態を表している。

ⅱ－ 1） 定義 2．GDPpp算定式【GDP平価＝対象国 GDPph÷基準国

GDPph＝GDPpp】

注： 基準国とは，IMFの SDRのバスケットに入っている国際通貨国を基準国
とする。

　定義 ₁の各国の実体経済（GDP）の総体値 GDPph（原値の GDPph）の

比較により，定義 ₂の GDP平価「GDPpp」が成立する。

　相場理論による通貨の「基準値」fxrは相場で決まるので，論理的な計算

式が不在であるが，平価理論による GDPppは，定義 ₂の算定式により公

正に決まる。

ⅱ－ 2）  定義 2－ 2．【GDPpp＝（対象国 GDP／総人口）×（総人口／基

準国 GDP）】

注： 定義 ₂－ ₂は，定義 ₁の算定式を定義 ₂．挿入したので，定義 ₂．GDPpp

算定式と等式である。

　Big Mac rateは，「一物一価の法則」により，日本のハンバーガ ₁個₃₀₀

円，米国で ₃ドルとすると「 ₁ドル＝₁₀₀円」となる。

　Big Mac rateは，ハンバーグ ₁個の価格の国際比較で通貨の交換レート

が決まる理論であるが，平価理論は，各国の実体経済の総体値の比較で，
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通貨の「基準値」である「交換レート」GDPppが決まる理論である。GDP

平価理論により『GDPppによる等価交換の原則』が成立する。

　≪「GDPppによる等価交換の原則」の解説≫

　財の総額（実体経済を表す名目 GDPの総額）と通貨の総額【名目 GDP

の総額＝通貨の総額】が，国境を越えて通貨の名称並びに計算単位が異

なっても GDPの「総体値」（総体的価値）が均衡する。

　両国の実体経済の総体値GDPphは，定義₁により算定され，そのGDPph

の相対的比率 GDPppが定義 ₂により算定される。GDPppは両国の実体経

済の「総体値」から理論的に算定された平価の「基準値」であるので，

GDPppにより「等価交換」が成立する。即ち，基準国の通貨「 ₁」に均衡

する対象国通貨の「基準値」が平価となるので「GDPppによる等価交換の

原則」と定義した。

　実体経済では，金融・経済政策が実施されるとその成果が全て名目GDP

に集約され，平価理論による定義 ₁および定義 ₂により，基準国通貨「 ₁」

に対する対象国通貨の「等価交換」の「基準値」である平価 GDPppXは，

「GDPppによる等価交換の原則」により，次の原則が成立する。

　『GDPpp＝1』：対象国の GDPpp₁ は，実体経済の総体値である GDP平

価と基準国通貨が ₁で均衡しているので，基準国通貨と“等価”であるこ

とを表している。即ち，両国の実体経済力が“対等”であることを示して

いる。

　『GDPpp＞1』：基準国通貨 ₁に対して対象国の通貨の価値「基準値」が

低下（実体経済力が弱い）した比率を表している。この比率は，“インフレ

化”（通貨の価値が減少）した比率である。

　『GDPpp＜1』：基準国通貨 ₁に対して対象国の通貨の価値「基準値」が

上昇（実体経済力が強い）した比率を表している。この比率は，“デフレ

化”（通貨の価値が増加）した比率である。

　なお，GDP平価理論が認知されれば，IMFが公表する GDPの確定値
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を基軸に≪IMFの GDP予測値の範囲内で変動≫する『変動平価制』の為

替市場が実現することになろう。

ⅲ）定義 3．新興国経済格差算定式：

　　　【新興国 GDPph÷先進国の基準国 GDPph＝GDPgap】

　定義 ₂と同じ式であるが，先進国との経済格差 GDPgap【GDPgap＜₁】

が算定される。

　先進国を基準にした場合，新興国或いは発展途上国の実体経済（GDP）

は“経済格差”GDPgapを表しており，【GDPgap＜₁】 ₁より小さいので，

新興国の通貨の「基準値」は定義 ₄により GDPppを算定する必要がある。

ⅳ）定義 4．新興国 GDPpp計算式：【1÷GDPgap＝新興国 GDPpp】

　新興国のGDP平価GDPppは，経済格差GDPgapの逆数が新興国の通貨

の「基準値」GDPppとなる。

ⅴ）定義 5．【GDPgap＝GDPpp＝1】の原理

　新興国 GDPgap＝₁ は，先進国の基準通貨 GDPpp＝₁ と均衡値である。

GDPgapが ₁にクロス（ ₁がボーダーライン）した時点で，新興国通貨が定

義 ₂の先進国通貨に昇格したことを立証している。新興国通貨【GDPgap＝

₁】にクロス後は，先進国平価【GDPpp＝₁】と読み替えて使用する。

Ⅲ．　ドル円相場の fxrと GDPppの変動およびその乖離率の実態

1．　ドル円をモデルにした fxrの変動の検証

　1952年，日本は，固定相場制下で fxr₃.₆₀₀₀，GDPgap₀.₃₂₈₅，GDPpp 

₃.₀₄₄₁，fxr/GDPpp乖離₁.₁₈₂₆，（₁₈.₂₆％）円安ドル高で固定相場制がス

タートした。ただし，これらの数値は，日本経済が，定義 ₃および定義 ₄

の新興国並の実体経済格差GDPgapおよび平価GDPppであることを表Ⅰ－
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₃ が示している。

　1967年，fxr₃.₆₀₀₀，GDPgap₁.₀₂₃₇，GDPpp₀.₉₇₆₈，fxrr/GDPpp乖離

₃.₆₈₅₅（₂₆₈.₅₅％）円安ドル高である。その原因は，fxrが₃.₆₀₀₀に固定さ

れている固定相場制のため，GDPppとのタイムラグが原因で同乖離率

₂₆₈.₅₅％となり，円安・ドル高に支えられて，日本の実体経済は成長を遂

げ，定義 ₅の【GDPgap＝₁】にクロスした事実を検証している。このこと

は，日本の実体経済は，₆₄年オリンピック，₇₀年万博が開催できる実体経

済力を備え，先進国に成長を果たした事実をGDP平価が実証している（表

₁－ ₃参照）。換言すると，実体経済は，定義₅により，定義₂の先進国経済

の仲間入りを果たしたことを表している。同時に，この乖離拡大（₂₆₈.₅₅％）

の事実は，固定相場制を崩壊させる原因になることを立証している。

　1970年，fxr₃.₆₀₀₀，GDPpp₁.₄₇₉₂，同乖離₂.₄₄₃₃₈，（₁₄₄％）円安ドル

高である。fxrの固定が，実体経済を歪め，fxr/GDPppの₁₀₀％を超える乖

離（表Ⅰ－ ₄ポンド及びユーロの乖離は日本を超えている）が，固定相場

制を崩壊させる理論的原因であることを物語っている。このため，ドルか

ら金への兌換が起こり，スミソニアン体制でも対応できず，固定相場制は

崩壊した。

　1973年，変動相場制移行，fxr₂.₇₁₇₀，GDPpp₁.₅₇₁₇，同乖離₁.₇₂₈₇，

（₇₂.₈₇％）円安ドル高でスタートした。また，₈₅年プラザ合意まで，固定

相場制の後遺症および第 ₁次－ ₂次オイルショック並びにレーガノミック

スによるドル高政策の影響が重なるなか，fxrは急速に GDPppに収斂して

いる。

　1985年，fxr₂.₃₈₅₄，GDPpp₁.₅₂₆₂，同乖離₁.₅₆₃₀（₅₆.₃％）円安ドル

高，世界経済安定成長のためにG₅ によるプラザ合意で fxrのドル高調整が

行われ，₁₉₈₅年₁₂月の fxrは₂₄₀円から₂₀₀円ぎりぎりの水準で越年し本格

的に fxrは GDPppに連動トレンドに入ってる。

　1986年，fxr₁.₆₈₅₂，GDPpp₁.₅₁₆₉，同乖離率₁.₁₁₁₀，（₁₁.₁％）円安ド

ル高に調整され，本格的に変動相場制が機能する時代に入った。
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　1986－1991年，円安が調整されバブル現象が進み，₁₉₉₁年バブル崩壊，

日米の構造協議が始まり，デフレ経済に入る。米国のピアソン経済研究所

所長は，日本の構造改革を実施させるには“円高にすれば解決する”と提

言した。₁₉₉₅年史上最高値 ₁ドル₇₉.₇₅円を記録するに至り，ついに日本は

構造改革の実施に踏み切った。この提言は，相場理論の神髄を捉えた提言

であり，また，相場理論の非論理性を立証した提言である。さらに，相場

理論は，需要供給により，為替操作が可能な理論であることを立証したこ

とになる。

　変動相場制は，巨額の資金量によって『市場操作』が可能な為替市場で

あって良いのだろうか。相場理論には思惑（心理的投機要因）で誘導でき

る可能性が秘められているとすれば，通貨と為替の本質に反する理論であ

ると言えるのではないか。

　1995年，fxr₀.₉₄₀₆，GDPpp₁.₄₄₇₁，同乖離₀.₆₅₀₀，₃₅％円高ドル安，同

年，史上最高値₇₉.₇₅円を記録した。日本は経済構造改革ビッグバンを実施

した結果，日本的商慣習や年功序列賃金体制等が崩壊し，欧米並みの経済

構造に変革した。

　1999年，ユーロ統一通貨発足年，fxr₁.₁₃₉₁，GDPpp₁.₁₅₃₄，同乖離率

₀.₉₈₇₆，₁.₂₄％円高ドル安に見事に収斂し調整した。

注：表Ⅰ－ ₃参照
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　2006年，fxr₁.₁₆₃₀，GDPpp₀.₈₉₄₄，同乖離₁.₃₀₀₃，₃₀.₀₃％円安ドル高

にオーバーシュートする。

　2008年，fxr₁.₀₃₃₆，GDPpp₀.₈₄₄₉，同乖離率₁.₂₂₃₄，₂₂.₃₄％円安ドル

高になる。米国発によるリーマンショックが起こり，米国の大投資銀行が

倒産し，連鎖反応により世界経済が大不況となる。基軸国発の金融危機は

資本主義の存続に赤信号を点灯した。

　2012年，fxr₀.₇₉₇₉，GDPpp₀.₇₃₁₄，同乖離率₁.₀₉₀₉，₉.₀₉％円安ドル高

に収斂した。上記図 ₁が示す通り，fxrが GDPppを基軸に連動し，乖離率

が ₉％に収斂してきた事実は，GDP平価理論の正しさを立証している。

　₂₀₁₂年₁₂月，デフレ経済脱却を目指すアベノミックスがスタートした。

　2013年，fxr₀.₉₇₆₀，GDPpp₀.₇₁₈₁，同乖離₁.₃₅₉₁，₃₅.₉₁％，日銀のデ

フレ脱却政策による「異次元の金融緩和」が行われた結果，歴史的円安ド

ル高を記録しはじめた。

　2015年，fxrは，₁₂₀円台を推移しており，₁₂年の₈₀円前後と比較して

₅₀％の円安で推移している。

2．　ドル円の fxr/GDPpp乖離の実態

　米ドルを基準にした fxr/GDPpp乖離率が示す特性を検証すると表Ⅰ－

₄，図 ₂の通りである。

注：表Ⅰ－ ₃参照
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　①相場理論では，fxrがフアンダメンタルズで決まるとすれば，図 ₁ の

fxrと図 ₂のGDPppからの乖離は，理論的には【fxr＝GDPpp】に均衡すべ

きであるが，相場のために fxrが GDPppに均衡できず乖離する。

　②平価理論では，図 ₂の fxr/GDPppの乖離率は，“相場”による投機的

心理要因によりオーバーシュートして変動した年平均乖離率を表している。

　③GDPppに対する fxrの乖離率は，“相場”による変動率を表している

と同時に fxrによる実体経済の不安定度を表している。

　④この fxr/GDPppの乖離率が，資本の増殖率 ₃％を超える水準は，世界

経済の安定成長を撹乱し始め，₁₀％を超えると危険水準を表す。

　₁₉₉₉～₂₀₁₂年，ユーロ統一通貨発足からアベノミックスまでの間の年平

均乖離は，円＋₁₄.₉₁％，ポンド₂₀.₇₄％に収斂してきたが，統一通貨ユー

ロ発足の不安定の中で，リーマンショックやギリシャショックなどの影響

を受けたユーロは₃₇.₉₄％の乖離を示している。

　前項で検証したとおり，GDPppは，理論的に公正な平価の「基準値」を

表しているので，ドル円相場が原因で年平均約₁₅％，実体経済との乖離が

相場理論による乖離であり，為替不安定要因が実体経済の撹乱要因である

ことを示している。

　変動相場制下の為替の変動を図 ₂の通り ₄期に分けることができる。

　第 ₁ 期は，₇₄－₈₅年間の第 ₁ 次・ ₂ 次オイルショック並びにレーガノ

ミックス時代の fxrのドル高調整が，₈₅年プラザ合意によって行われた。

この間，固定相場制の影響やオイルショック，レーガノミックスの影響に

より，年平均乖離率が，＋₅₁.₁₀％円安であった。

　第 ₂期は，₁₉₈₅年プラザ合意後の₈₆～₉₈年間の年平均乖離率が－₁₄.₃₂％

はバブル崩壊後のデフレ経済下における円高時代である。₉₅年日本版ビッ

グバンの実施を決定して以降₉₈年に同乖離率₁.₀₀₀₀に調整され，円高の調

整が終了した。

　第 ₃期は，₁₉₉₉～₂₀₁₂年間の年平均乖離率が＋₁₂.₉₀％円安で推移するな

かで，ユーロ統一による影響，₂₁世紀のに入って，先進国発の米国リーマ
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ンショック並びにユーロのソブリンショックの発生は，変動相場制の末期

的現象が国際通貨国に現れている。

　第 ₄期は，₂₀₁₃年以後，アベノミックスによるデフレ脱却政策の実行年

に入るが，平価理論で検証すると≪アベノミックス異次元の金融緩和の行

方≫の通り，ゼロ金利政策の中で，デフレ脱却が困難と予測される。アベ

ノミックスが失敗に終わるとき，対策を誤ると日本発の金融ショックが懸

念される。

3．　アベノミックス異次元の金融緩和の行方

ⅰ）統計格差の環境整備とアベノミックス

　₂₀₁₁年の IFS統計による統計指標で実体経済を分析すると表Ⅰ－ ₅－ ₁

の通り，₂₀₀₆年より日本の人口減少が始まっている。一方，₂₀₁₄年の IFS

統計では，表Ⅰ－ ₅－ ₂の通り，₂₀₁₀年より日本の人口減少が始まってお

り，₂₀₁₁年と₂₀₁₄年の統計値に誤差がある。本論は，公表された統計は正

しいものとして分析している。しかしながら，表Ⅰ－ ₆－ ₁および表Ⅰ－

₆－ ₂の通り，₂₀₀₂～₁₀年，日本の GDPの年平均統計の誤差が－₀.₇₃％，

日本の人口の年平均統計誤差が₀.₂₂％，米国は同－₂.₈₆％，＋₁.₅₄％で

あった。

　この統計の誤差は，第 ₄次産業革命と言われる IT時代にふさわしくない

事実を示しており，国際ルールによる統計の環境整備が重要課題である事

実を示している。

　次に，統計の誤差があってもプラザ合意以降，fxrが GDPppに収斂・連

動トレンドにあり，Ⅲ項で相場理論の問題点を分析している通り，GDP平

価理論が成立しているので，正しい理論であることを立証している。

　また，金融・経済政策のコアにある fxrの変動の根拠は，経済統計値を

フアンダメンタルズとして採用し，政策や予測の根拠としているので，相

場理論並びに平価理論ともに経済分析には“統計の環境整備が重要課題”

であることを表している。
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ⅱ）アベノミックスと人口減少下の金融緩和の影響

　アベノミックスによる金融緩和は，年₈₀兆円規模，年率 ₂％のインフレ

目標を目指している。金融緩和が続く間は，円安トレンドが進み，株高等

が続く可能性が高いと考えているが，果たしてそうなるであろうか。

　₂₁世紀に入り，表Ⅰ－ ₃ の2002年，年平均 fxrが₁₂₅.₃₉円，GDPppは

₁₀₇.₈₄円，乖離率₁₆.₂₈％であり，2012年 fxrが₇₉.₇₉円，GDPppは₇₃.₃₄

円，同乖離率₈.₇₉％である。

　2013年，アベノミックスは，巨額の金融緩和によって fxrが₉₇.₆₀円の円

安をつけたが，GDPppは₇₂.₀₈円の円高を示しており，同乖離率₃₅.₄₁％に

拡大している。相場理論では金融緩和によって，罫線から判断すると₂₀₀₀

年以降の年平均 fxr最高値₁₂₅.₃₉円を目指すかもしれない。しかしながら，

平価理論による実体経済は同年の GDPppが₇₂.₀₈円の円高を示唆してい

る。この実体経済とのタイムラグをどう埋めることができるのであろうか。

　相場理論で判断しても₁₀₀円が相場であり，貨幣数量説の通り貨幣数量を

増加し，金融緩和を続けても無限に円安が進むとは考え難い。総需要に限

界のある金融緩和は，実体経済を名目的に成長させることにも限界があろ

う。金融緩和が終わると実体経済との乖離が調整に向かい，元の平価であ

る ₁ドル₈₀円を目指すことになろう。

　マクロの視点における国内総需要は，定義 ₁により，人口の増減が総需

要を決めるので，総人口減少トレンドの中では総需要が減少する。従っ

て，人口増加の米国と人口減少の日本の GDPppは，定義 ₂により円高に

なるので，数年のタイムラグが過ぎれば円高トレンドに入り，“名目

GDP ₃ ％成長目標”は，困難を極めるであろう。

　相場理論では，金融緩和と実体経済における総需要の増加は，タイムラ

グがあるので，技術開発や付加価値生産による需要増は半年から数年の時

間を要する。そのため，総需要の増加は容易ではない。また，金融緩和が

終了するとき，日米の GDPと総人口の増減トレンドから為替平価は想定外

（異次元）の円高となり，デフレ現象が起こることが懸念される。その根拠
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は，表Ⅰ－ ₅－ ₁ ～表 ₁－ ₅－ ₂ の通りである。従って，定義 ₁～ ₂ によ

り，₂₀₁₄年 IFS統計では，総人口減少によって，₀₆～₁₀年，前年平均変動率

は，【日本GDPph₀.₉₉₀₉ ×米国GDPph₁.₀₁₈₀＝GDPpp₀.₉₇₃₄（－₂.₆₆％）】，

日本の GDPppが年平均－₂.₆₆％の比率で円高になると予測される。

　₂₀₁₄年の予測値は，₁₃年実績【GDPpp₀.₇₂₀₈×₀.₉₉₇₃₄（－₂.₆₆％）＝

GDPpp₀.₇₁₈₉）（₇₁.₈₉円）】と予測さる。ただし，アベノミックスは異次元

の金融緩和に入っているので，₁₄年の fxrは₁.₀₂₁₄（年平均値₁₀₂.₁₄円），

fxr/GDPpp乖離₄₂.₀₈％に拡大し，実体経済との乖離が生じると予測する。

従って，アベノミックスの名目GDP ₃ ％【実質成長₁％＋インフレ率₂％】

の目標達成には時間が必要である。時間を掛けても目標が達成できない場

合，金融緩和政策を止めれば，異次元の円高に戻り想定外のデフレ現象が

起こることになろう。

　アベノミックスは，デフレ脱却を掲げて，企業の成長を目的に金融緩和

に踏み切ったが，世界 ₁の国債発行残高，GDPに₂₅₀％（米国の ₂倍以上）

ある日本は，財政上の限界がある。しかも，総人口減少のなかで消費税引

き上げを実施せざるを得ない事情を前提にするとき，人口減少による総需

要の減少が名目成長率 ₃％達成を困難にする。従って，平価理論で判断す

ると異次元の金融緩和が終了するとき，“異次元のデフレ”の再現が想定さ

れる。それを恐れて金融緩和を続ければ財政が破たんし，ハイパーインフ

レが待ち構えている。

ⅲ）アベノミックスと実体経済の関係

　先進国の所得は，国内総需要量が，実体経済における総人口と所得配分

によって決まるため有限である。一方，総供給量は，金融・経済政策に

よって無限に増加できる。金融緩和が終了すると物価が下がりデフレ現象

が生じることになる。従って，人口増加と所得の拡大および技術開発と付

加価値付与が，総需要拡大の主たる要因になる。

　海外需要は，相場による通貨の「基準値」が需要を左右するので，GDP

平価による為替の安定により，公正な「競争原理」が機能することが基本
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条件となる。そのためには，為替が安定する制度に改革しない限り，世界

の需要の安定・拡大が図れない。

　マクロ的に総需要の可能性を予測すると， ₁次 ₂次 ₃次産業による国内

総生産は内需外需を問わず，直接・間接的に人間の需要を満たすために稼

働しているので，総人口の増減によって総需要が増減する。国内的には，

人口の増加以外に，所得格差の是正および技術開発や品質・デザインなど

による付加価値生産性向上，或いは医療や福祉などの新分野の需要開拓に

より，新しい総需要の増加が考えられる。

　これらの中で総需要拡大の主たる要因は，総人口の増加によって実体経

済の GDPを増加させることである。また OECDが指摘している通り，所

得格差の拡大が総需要を縮小させるので，所得格差の是正政策が総需要拡

大の重要な課題となる。国内における地域格差を減らすには，公平・平等

の原則を侵さない範囲に収める経済政策，および所得格差是正政策が重要

課題である。

　国際的には，為替の安定がキーワードであり，公正な経済競争による世

界経済の安定成長が課題である。そのためには，国家間の経済格差是正が

重要課題となろう。中国のように地域格差が ₄倍もある国は，公平・平等

の原則に反しており，政治・経済の安定を維持できなくなる可能性を秘め

ている。

Ⅳ．　四通貨の fxrと GDPppの変動並びにその乖離の検証

　ドル円，ドルポンド，ドルユーロの fxrの推移は図 ₃，GDPppの推移は

図 ₄並びに fxr/GDPpp乖離率の推移は図 ₅の通りである。

1．　米ドルを基準にした三通貨の fxrの変動の実態

　図 ₃の相場による各通貨の fxrの推移は，固定相場時代の fxrが固定され

ているが，変動相場制に入ると fxrが体経済成長を反映し，急速に調整を

図り，特にプラザ合意以降本格的に $fxr₁.₀₀₀₀に収斂している。換言する
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と固定相場制下の fxrは固定されていたが，変動相場制下の ₃通貨はドル

に収斂連動トレンドに入っている。特に，プラザ合意以降，¥fxrがドルに

連動し，€fxrは統一後 £fxrに連動トレンドにある。

2．　米ドルを基準にした三通貨の GDPppの変動の実態

　GDP平価による GDPppの推移は，図 ₄の通り固定相場制であっても各

通貨国の実体経済による平価の変動は，実体経済の実態を表している。

$GDPppを基準に ₁より上は通貨安，下は通貨高を示しており，各通貨は

実体経済を反映した GDPppの推移を示している。

　円は，表Ⅰ－ ₂の通り，固定相場に支えられて経済成長を果たし₁₉₆₇年

から先進国として，米国を凌ぐ経済成長を続けてきた。実体経済を「基準

値」とした GDPppは₇₃年以降円高に推移している。特に，₂₁世紀に入っ

て GDP平価は米国の経済力を凌ぐ円高トレンドである。

　マルクは，₁₉₅₀年，表Ⅲ－ ₂の通り，既に実体経済（GDPpp₁.₀₄₆₀）で

あり，米国と均衡していた。ただし，通貨マルクは固定相場で固定されて

いたため実体経済がその影響を受けている（表Ⅲ－ ₂～ ₃参照）。変動相場

制移行とともに実体経済を GDPppは反映できるようになり，経済成長と

共に$GDPpp₁に収斂・連動トレンドに入っている。また，ユーロ統一によ

りユーロ経済圏は米国の人口を超え，GDPは巨大化し，実体経済における

GDPppは通貨高に推移している。

図 3．$fxr1 に対する，¥fxr，MR・€fxr，£fxrの推移
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　ポンドは，表Ⅱ－ ₂の通り，基軸通貨時代に高度の経済社会構造を構築

していたので，固定相場制および変動相場制下において基軸通貨ドルとの

調整が進み，インフレ病に悩む結果を表している。

　その実態の背景には，表Ⅱ－ ₂の通り，₁₉₇₃年対ドル GDPpp₀.₂₀₁₀ か

ら₂₀₁₂年同₀.₅₁₈₀に₂.₅倍，fxrが同₀.₄₀₇₈から同₀.₆₃₀₈，₁.₅倍にインフレ

化し，fxr/GDPppの乖離率が同₂.₀₂₉₁（₁₀₂.₉₁％）から同₁,₂₁₇₈（₂₁.₇₈％）

に縮小してきた。この事実は，図 ₃～ ₅の通り，グローバル経済における

ポンドとドルの実体経済構造が為替の影響によって変革してきたことを検

証している。

　₂₁世紀に入って，実体経済は，ドル円経済圏並びにユーロ・ポンドによ

る EU経済圏の ₂極化現象が現れている。

　図 ₃～ ₄のドルに収斂・連動トレンドを表すグラフは，GDP平価理論が

成立することを立証している。

3．　米ドルを基準にした三通貨の fxr/GDP乖離の実態

　各通貨の fxr/GDPpp乖離率の推移は，表Ⅳ－ ₂，図 ₅の通り，$GDPpp₁

を基軸に，固定相場制時代は fxrが固定されているためGDPppとの乖離が

大きい。変動相場制移行後，特にプラザ合意以降，各通貨の乖離率が縮小

し，さらにユーロ統一通貨以降，₂₁世紀に入って四大通貨が本格的に収

図 4．$GDPpp1 に対する ¥/$GDPpp，£/$GDPpp，€/$GDPppの推移
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斂・連動トレンドを表している。

　ドルを基準にした日本円，英国ポンド並びに統一通貨ユーロの fxr/

GDPpp乖離率は，図 ₅の通り，世界大戦後の固定相場制下の経済格差は大

きいが，₇₃年変動相場制に入り乖離率が急速に調整に入っている。特にプ

ラザ合意以降の乖離率は本格的調整に入っている。

　₂₁世紀に入り，リーマンショック後，₂₀₁₂年アベノミックスが登場する

まで， ₄通貨がほぼ連動トレンドに入っている。

　固定相場制時代の fxr/GDPppの異常な乖離率は，為替レートが実体経済

を反映できない固定相場制度の理論的矛盾を表している。

　変動相場制に入って対ドル各通貨の乖離が急速に調整されているが，

₁₉₈₅年プラザ合意以降，本格的に調整され，₂₁世紀に入って ₃ 大通貨が

$GDPpp₁ に収斂・連動トレンドに入っているので，この連動トレンドは各

国の実体経済の総体値を表す平価理論の正しさを立証している。

　米ドル ₁を基準にした各国通貨の fxr/GDPppの乖離率が示す特性を検証

すると前項で検証した円ドルの①～④の検証事例の通りである。

　その他の要因として，統計環境による誤差並びに fxrとGDPppの乖離率

は相場の変動に原因があることを示している。ただし，本論は IMFの IFS

統計は正しい値であるとみなして検証している。

注： （mr・€/$）fxr/GDPppは，₁₉₅₀～₁₉₉₈年間はドイツマルク，₁₉₉₉年以降はユーロ
の歩みを表している。

0
0.5

1
1.5

2
2.5

3
3.5

4
4.5

19
50

19
52

19
54

19
56

19
58

19
60

19
62

19
64

19
66

19
68

19
70

19
72

19
74

19
76

19
78

19
80

19
82

19
84

19
86

19
88

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

20
08

20
10

20
12

¥fxr/$GDPpp $GDPpp （mr・€/$）fxr/GDPpp (£/$）fxr/GDPpp

図 5．対ドルの ¥，£，€の fxr/GDPpp乖離率の推移



修道商学　第 57 巻　第 1号

─　　─162

　これらの収斂・連動トレンドを表すグラフは，GDP平価理論が成立して

いることを立証している。

4．　fxr/GDPpp乖離率からみた実体経済への影響

　相場理論の fxrと平価理論による GDPppが均衡【fxr＝GDPpp】するこ

とが期待されるが，通貨の「基準値」を相場で決める為替制度が均衡を不

可能にしている。

　ⅰ）通貨の「基準値」の前年比 fxrが ₃％を超えると輸入採算は悪化し，

理論上実体経済がインフレの状況に入ることを示している。また，fxrが

₃％を下回ると輸出採算が悪化し，デフレに入ることを表している。さら

に，fxrが上下に ₅％変動すると資本主義経済に黄信号を点灯することにな

り，実体経済の攪乱要因が始まる。

　ⅱ）大企業の純利益並びに経済成長率 ₃％を超える fxrの変動は，ⅰ）の

通り資本主義の危険信号であり，その乖離が拡大すると資本主義の原理が

破壊する原因となる。

　また，GDPppを基準にした fxrとの乖離率は，相場と実体経済とのタイ

ムラグから生じる「振れ」と見なすことができる。

　ⅲ）fxrの変動は，企業経営の純利益率を超える変動があり，加えて，ナ

ノ単位に投機的心理要因が介入してオーバーシュートするので，為替の安

定を図らない限り，対応の限界を超える事態を招くことになる。

　ⅳ）fxrの変動が₁₀％を超えると通貨と為替の本質を否定する変動である。

5．　fxrと GDPppの変動が実体経済に与える影響

　変動相場制下の fxrの前年比変動率は，表Ⅰ－ ₄，₁₉₇₃～₂₀₁₂年の年平

均変動率は前年比－₂.₈₁％円高，これに対して GDPppの同年間の年平均

変動率は－₁.₆₂％の円高トレンドであり，fxrとGDPppの同乖離率「fxr乖

離率／GDPpp乖離率＝年平均乖離率差₁₇.₁₈％」で推移している。

　変動相場制移行後，fxrが「資本の自己増殖」の限界率 ₃％を超える対前
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年比変動は，₄₀年間のうち₃₁回，その内₁₀％を超える変動が₁₂回， ₅ ～

₁₀％の変動が₁₅回， ₅％～ ₃％の変動は ₄回，従って， ₃％以下の変動は

₄₀回のうち ₉回（₂₂.₅％）に過ぎないのである。この事実は，特に，変動

相場制が貿易比率の高い国際企業の経営を困難にする原因である。

　また，₄₀年間のうち ₃％を超える異常な変動が₇₇.₅％を占め，そのうち

₅％を超える異常な変動は₂₇回₆₇.₅％に及んでおり，変動相場制が実体経

済を歪曲する事実を表している。

　これに対し，GDPppの同期間の変動は，₁₀％を超える変動が₇₄年第 ₁次

オイルショック時の₁₀.₄₆％の ₁回のみであり，₅％以上の変動が₇₃年変動

相場制移行年₈.₂₉％，₉₁年バブル崩壊時の₅.₉₉％，ユーロ統一通貨発足時

期の₉₈年－₇.₀₇％，₉₉年－₉.₇₅％，IT革命の₂₀₀₃年₆.₉₇％および₀₅年

₅.₅₃％の ₆回のみである。

　また， ₃％以下の変動は₂₁回₅₂.₅％と全体の半分強を占め， ₃～ ₅％以

内の変動が₃₅％を占めている。これらの実体経済を象徴する GDPppの変

動は安定している。それでもなお，相場理論の影響により，変動相場制が

実体経済を必要以上に変動させた状況を表Ⅰ－ ₇－ ₁ ～ ₃ が表している。

　表Ⅰ－ ₇－ ₁ GDPppの ₅％以上の ₇ 回の変動は，fxrの ₅％以上オー

バーシュートによる影響が原因している。為替市場が GDP平価で通貨の

「等価交換」が行われるようになれば，為替レートが GDPppに均衡し完全

に安定することを立証している。

　次に，表Ⅰ－ ₄の前年比GDPppおよび fxrの変動率並びに同 fxr/GDPpp

図 6．fxrおよび GDPppの前年比変動率の推移
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表Ⅰ－ 7－ 2．経済危機下の異常な変動をした中期的為替変動率の事例

SDR 高値～安値の変動幅 変動率

₁₉₇₃年変動相場制移行直後の変動 ₂ 月 ₂₈₀.₀₀

₁₉₈₅年プラザ合意の変動 ₉月～Ⅳ期 ₂₂₉.₈₉ ₂₃₆.₉₅～₂₀₂.₈₂ ₁₄.₄₀₄％円高

₁₉₈₆年 ₃ 月～ ₄月の変動 Ⅰ期 ₂₁₃.₁₂ ₂₀₀.₀₇～₁₇₈.₉₃ ₁₀.₅₆₇％円高

₁₉₉₅年Ⅰ期の円安への変動 Ⅰ期 ₁₄₅.₅₃ ₉₉.₇₅～₉₀.₇₉  ₈.₉₈₂％円高

₁₉₉₅年Ⅲ期の円安への変動 Ⅲ期 ₁₃₇.₉₁  ₈₇.₂₂～₁₁₀.₄₉ ₂₆.₆₈₀％円安

₁₉₉₈年 ₈ ～₁₀月の円高への変動 ₈～₁₀月 ₁₈₉.₈₇ ₁₄₄.₆₅～₁₂₁.₃₀ ₁₆.₁₄₂％円高

₂₀₀₈年₁₀～₁₂月の変動 Ⅳ期 ₁₃₉.₇₈ ₁₀₀.₃₃～₉₁.₃₂　  ₈.₉₈₀％円高

₂₀₁₂年アベノミックス発足時の変動 Ⅳ期 ₁₃₃.₀₂ ₇₈.₉₇～₈₀.₇₉  ₂.₃₀₅％円安

₁₃年アベノミックスによる変動 Ⅳ期 ₁₅₁.₅₈  ₉₇.₈₂～₁₀₃.₄₁  ₅.₇₁₅％円安

表Ⅰ－ 7－ 3．2016年上半期の異常な変動をした短期的為替変動率の事例

マイナス金利決定直後の ₂月の変動 ₁₂₁.₄₉～₁₁₁.₆₄　₉.₈₅円安　変動率₈.₁₀₈％円安

ゴールデンウイークを挟む ₄月₁₉日～ ₅月₁₈日の変動
　　　　　　　　₁₀₅.₅₂～₁₁₁.₉₂～₁₀₇.₀₂，₆.₄₀％円安₄.₉₀円高　～　変動率－₄.₃₇₈％円高

ゴールデンウイーク直前の ₄月₂₈日の変動
　　　　　　　　安値₁₁₁.₉₂，高値₁₀₇.₈₄，変動幅₄.₀₈円，変動率₃.₀₁％円高

英国 EU離脱選挙 ₆月₂₄日の変動
　　　　　　　　₁₀₆.₇₅～₉₉.₃₂，₇.₄₃円安　変動率₆.₉₆％円安

表Ⅰ－ 7－ 1．変革期の長期為替変動実例（当年と翌年の平均為替変動率）

SDR 平均値 次年の
平均値 変動幅 変動率

変動相場制移行の₇₃年 ₃₃₇.₇₈ ₂₇₁.₇₀ ₂₉₂.₀₈ ＋₂₀.₃₈  ＋₇.₅₀％

プラザ合意の₈₅年 ₂₂₀.₂₃ ₂₃₈.₅₄ ₁₆₈.₅₂ －₇₀.₀₂ －₂₉.₃₅％

₁₉₈₆年の年間の変動 ₁₉₄.₆₁ ₁₆₈.₅₂ ₁₄₄.₆₄ －₂₃.₈₈ －₁₄.₁₇％

ビッグバン実施の₉₅年 ₁₅₂.₈₆  ₉₄.₀₆ ₁₀₈.₇₈ ＋₁₄.₇₂ ＋₁₅.₆₅％

ユーロ発足の₉₉年 ₁₄₀.₂₇ ₁₁₃.₉₁ ₁₀₇.₇₇  －₆.₁₄  －₅.₃₉％

リーマンの₀₈年 ₁₃₉.₇₈ ₁₀₃.₃₆  ₉₃.₅₇  －₉.₇₉  －₉.₄₇％

ノミックス発足の₁₃年 ₁₆₂.₁₆  ₇₉.₇₉  ₉₇.₆₀ ＋₁₇.₈₁ ＋₂₂.₃₂％
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の乖離率は，実体経済を基準値とした通貨の価値尺度或いは相場による

「通貨の価値尺度」の矛盾を検証している。

　また，変動相場制下における表Ⅰ－ ₇－ ₁長期的，表Ⅰ－ ₇－ ₂中期的，

表Ⅰ－ ₇－ ₃短期的に異常な為替変動が生じている状況は次の通りである。

　表Ⅰ－ ₇－ ₁～ ₃は，金利政策の変更や企業の取引が急減する祝祭日や

週末の休日に投機筋の思惑により長期的，中期的，短期的に通貨の「基準

値」が不当に動いた事例である。この異常な変動の事実は，為替制度とし

て誤った理論であり制度に原因がある。通貨は金融商品ではないので，相

場で通貨の「基準値」を決めることやシカゴ先物商品市場に通貨を上場或

いはデリバティブとして FX先物取引を取り入れたことは世界経済の安定

成長を混乱させ，破壊に導き，資本主義の存立を危機に晒している。

　上記の検証結果の通り，通貨の「基準値」が相場で決まる変動相場制は

実体経済の安定成長を阻害し撹乱することを立証しており，通貨の理論的

「基準値」で「等価交換」を不可能にしている事実を立証している。

　本論で検証している通り，為替市場が GDP平価制に変革すれば，通貨

の「等価交換」の「基準値」が GDP平価で変動するので，各通貨の為替

レートは GDP平価で安定することを示している。

　為替の安定による経済の安定成長を図るためには，変動相場制はすでに

赤信号を点灯しており，早い時期に人類の叡智により平価理論に改革する

ことが望まれる。

Ⅴ．　相場理論の理論的問題と平価理論の検証

1．　GDPphのドル換算による fxr歪曲の立証

　相場理論で各国の実体経済力を比較する場合，一人当たりの GDP

（GDPph）を fxrでドル換算して比較しているが，平価理論ではGDPpp（対

象国GDPph÷基準国GDPph）でドル換算すると【対象国GDPph＝対象国

GDPph÷（対象国 GDPph÷基準国 GDPph）＝基準国 GDPph】となるため，

【対象国 GDPph＝基準国 GDPph】が均衡する。従って，原値のままの
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GDPphで換算した各国通貨のGDPpp（各国通貨の「基準値」）で国際比較

することが正しい解となる。

　相場理論では，fxrでドル換算した（¥/fxr）GDPph（表Ⅳ参照）が，“相

場”の変動により，₁₉₉₁年の（¥/fxr）GDPph ₂₈₀₉₈が，₁₉₉₅年₄₂₁₇₅と

＋₂₄₀₇₇高になり，さらに₁₉₉₈年₃₀₅₄₀，－₁₂₆₃₅安になるので，非論理的で

実体経済の説明が不可能な数値になる。こうした事実は，相場で通貨の

「基準値」fxrを決めることが正しくないことを立証している。

　一人当たりの GDPの数値 GDPphを fxrでドル換算したために，非現実

的に（¥/fxr）GDPphが₂₈₀万円台から₄₂₁万円台に上昇したり，₃₀₅万円台

に下落したことを表している。即ち，ドル換算した（¥/fxr）GDPphは，“相

場”でなければ起こり得ない非現実的変動であり，“相場”が実体経済を歪

曲した決定的な事実を立証している。

　平価理論では，日本の実体経済成長を表す ¥GDPphが，₉₁年₃₇₈₅₀

（₃₇₈.₅万円）から₉₅年₃₉₆₇₀（₃₉₆.₇万円），＋₁₈₂₀（₁₈₂,₀₀₀円）となり，₉₈

年₃₉₉₈₀（₃₉₉.₈万円），＋₃₁₀（₃₁,₀₀₀円），この間₂₁₃₀ポイント（₂₁₃,₀₀₀

円）の安定した変動は，実体経済の総体値 ¥GDPphが経済理論の通りの変

注： ① ¥GDPphと$GDPphは原値のままの GDPphの推移。② GDPphを GDPppで
換算した（¥/GDPpp）GDPphは【$GDPph＝（¥/GDPpp）GDPph】に完全に均衡
して推移。③（¥/$）GDPphは，fxrで ¥GDPphを換算した値であり，実体経済を
歪曲した説明不可能な数値で推移している。④表Ⅰ－ ₂よりグラフ作成。
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動であることを検証している。

　この事実は，各国経済の総体値であるGDPphを fxrでドル換算して各国

の経済を国際比較するのは，正常な実体経済を歪曲して判断することにな

る。また，通貨の「基準値」を決定する変動相場制度が為替理論として間

違った理論であることを立証している。

2．　購買力平価理論の問題点

　購買力平価 pppは，基準年の fxrによって複数の異なる pppが存在する。

複数の解がある為替平価 pppは，為替制度を支える理論として正しい理論

ではない。pppの算定式で，消費者物価指数 cpi，卸売物価指数 wpi，輸出

物価指数 expi，輸入物価指数 impiおよび fxr並びに GDPppをグラフ化す

ると表Ⅰ－ ₁～表Ⅰ－ ₂により，図Ⅳ－ ₃および図Ⅳ－ ₄の通りである。

　①cpi pppは，fxrに連動すべきであるが，最も物価高で乖離しているの

で cpi ppp理論は正しくないことを検証している。

　②expi pppは，貿易理論上最も fxrに近い筈であるが，輸出物価指数は

最も安い数値で乖離して推移しており，この乖離は異常である。日本人の

精神構造は買い手の思いを尊重し過ぎるために（輸出競争の結果として）

輸出価格指数が低下したものと想定できる。

　③impi pppは，予想に反してプラザ合意以降 fxrに最も収斂し連動トレ

ンドにある。

図 8．基準年による pppおよび fxrと GDPpppの2010年までの推移
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注： 表Ⅳ－ ₃よりグラフ作成。
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　輸入物価指数は，相手国にとって輸出物価指数であるので，輸入国が異

なっても総合的結果として fxrと連動すると見なすことができる。しかし

ながら，impi pppを購買力平価の解とすることは為替理論に欠ける。欧米

諸国の精神構造が売り手が強い力学として働くので，外国の輸出価格指数

に連動する結果になったと想定できる。

　④impi pppは，expi pppと連動すべきであるが，大幅に乖離し，連動

トレンドが見当たらない。また，₂₀₀₀年前後から IT革命が本格化する中

で，流通構造が改革され，wpi pppは cpi pppに連動トレンドに入っている。

　⑤GDPppは，実体経済の総体値を最も反映し，安定して推移しており，

特に，プラザ合意以降，fxrが GDPppを基軸に連動トレンドがみられる。

また，日本版ビッグバンの実施を決意して以降は，fxrおよび expi ppp，

impi pppが GDPppを実体経済のフアンダメンタルズ（基礎条件）として

連動トレンドに入ったことが認められる。

　上記の通り，平価理論では，定義 ₁～ ₂により実体経済の総体値で決ま

る GDPppで安定する。なお，GDPの変動は ₄半期ごとの暫定値や予測値

が公表され，年に ₁度年平均確定値が発表されるので，為替市場は，確定

値をベースに予測値の範囲内で変動する変動平価制度に変革すべきである。

また，平価理論は，定義 ₁ ～ ₂ により公正な理論値で平価が確定するの

注： 表Ⅳ－ ₃の統計で図 ₉作成。
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で，上記理論が算定できるが，相場理論では理論的な fxrの算定は不可能

である。変動相場制は，購買力平価理論が理論的根拠となっていると言わ

れているが，図Ⅳ－ ₃および ₄の通り理論的問題がある。以上の事実によ

り，pppが fxrの理論的根拠とならない事実を立証した。

　本論で検証してきた ₁～ ₄の fxrおよび ppp或いはGDPppとの乖離率の

変動は，年間平均値を基準にした変動であり，月，日或いは秒単位の最高

値と最低値の変動（Ⅳ項－ ₁参照）はそれを遥かに超える変動と云える。

よって，fxrや pppがGDPppに収斂連動するという事実は，「GDPpp₁の原

則」『GDPの絶対価値 ₁の原理』が機能している事を示しており，GDP平

価理論が正しい理論であることを立証している。

Ⅵ．　SDR平価理論による「国際通貨」の「基準値」の定義

1．　GDPppを基準にした SDR平価理論の定義

　国際統一通貨（ICU: International Currency Unit）の算定根拠を，IMF

の SDR算定方式を応用して，資料Ⅰ－ ₂の四大通貨（$，€，£，¥）を基準

に SDR平価 SDRpp（以下，ICUと SDRppを同義語として扱う）を算定

資料Ⅰ－ 2．GDP平価理論による SDR平価（SDRpp＝ICU）の基準価値
₂₀₁₃年 ₁ 月 ₁ 日時点

通貨 ①各国の
の GDPph

②四通貨
の GDPph

③四通貨
GDP平価

④四通貨
GDPppの

⑤四通貨
CRSrの

⑥四通貨の
対ドル

⑦ SDRpp₁.₀₀₀
に対する

比重 GDPpp CRSr 比重 SDRpp 各通貨の SDRpp

①÷₁₄₃₀₇₆ ₁ ÷③ ②×④ ②÷⑤ ⑥×₁.₄₂ ₃₂

米国 $  ₅₀₉₀₆ ₀.₃₅₅₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀₀ ₀.₃₅₅₈ ₁.₀₀₀₀ 　　₁.₄₂₃₂

ユーロ €  ₂₈₄₆₅ ₀.₁₉₉₀ ₀.₅₅₉₂ ₁.₇₈₈₂₇ ₀.₃₅₅₈ ₀.₅₅₉₃ 　　₀.₇₉₆₀

英国 £  ₂₆₃₆₈ ₀.₁₈₄₃ ₀.₅₁₈₀ ₁.₉₃₀₅₀ ₀.₃₅₅₈ ₀.₅₁₈₀ 　　₀.₇₃₇₂ 

日本 ¥  ₃₇₃₃₇ ₀.₂₆₁₀ ₀.₇₃₃₄ ₁.₃₆₃₅₁ ₀.₃₅₅₈ ₀.₇₃₃₄ 　　₁.₀₄₃₈

計 ₁₄₃₀₇₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₂₃₂

US $₁＝SDRpp₁ .₄₂ ₃₂　　　　　　　　　SDR₁.₀₀₀₀＝SDRpp₁.₄₂ ₃₂（SDR平価）

注：①各国GDP／総人口＝各国GDPph（実体経済の総体価値）（注：日本円は ₁/₁₀₀ にデノミ計算している）
　　②ドル建て SDRpp＝ドル建て GDPppに均衡する。
　　③ 【国際統一通貨 ICU＝ドル建て SDRpp】が均衡。SDRppが ICUと均衡するので，国際通貨の基準値と

なる。
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し，国際通貨の SDR平価理論を論述する。

　なお，IMFの SDRに採用予定の中国人民元は，通貨および為替取引に

規制管理がある。自由化されていない通貨を SDRに採用することは，通貨

と為替取引の公正を欠くと同時に，将来にわたり禍根を残す恐れがある。

国際通貨の本質に反する通貨は除外して SDR平価を論じる。

　SDRppの「基準値」は，IMFのバスケットに入っている四大国際通貨に

より SDR平価 SDRppを算定する。また，IMF₈条国通貨は，資料Ⅰ－ ₂の

③ GDPppと⑥の SDRpp【SDRpp＝GDPpp】が均衡する。

　なお，IMF₁₄条国に対しては，各国の経済格差 GDPgapを考慮すべきで

ある。IMFが実体経済に対する経済格差を配慮して，₁₄条国通貨に一定の

アローアンスを与えることを前提条件として GDPppを決定し，共存共栄

による世界経済の安定成長を図る。

　従って，平価理論による SDRppは，プレトンウッズ協定のホアイト案，

IMFの基金方式による加盟国の外貨資金不足に対応する SDR（引き出し

権）でもなく，また，ケインズ案の基軸通貨「バンコール」を発行し流通

させるものでもない。GDP平価理論は，各国の実体経済の総体価値をベー

スに SDRppを国際通貨の「基準値」として算定し，その「基準値」で各通

貨の「等価交換」を行う。従って，国際統一通貨の SDRppが算定できれ

ば，国際統一通貨 ICUの必要性がなくなる。また，GDPppをベースに算

定した各通貨の SDRppで「等価交換」が可能になることで為替が安定し，

世界経済を安定成長をはかることが可能となる。

≪GDPを基準にした SDR平価算定の解説≫

　IMFの SDRを利用した国際統一通貨の「基準値」となる対ドル SDR平

価の算定は，【GDPpp＝SDRpp】が均衡するので，対ドルGDPppが国際統

一通貨の対ドル SDR平価 SDRppとなる。

　ⅰ）GDP平価の比重：①各国別 GDPphの総計（₁₄₃₀₇₆）により②各通

貨の GDPphの比重を算定する。
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　ⅱ）GDPppと CRSr：③GDPppの④クロスレートは【₁÷③】（GDPpp

の逆数）がら④各通貨のクロスレート（CRSr）を算定する。

　ⅲ）CRSrの比重算定式：④対ドル各国通貨の CRSrの比重は，【②の

GDPphの比重×④の CRSr＝₀.₃₅₅₈】が⑤各通貨の比重₀.₃₅₅₈に均衡する。

その総計が SDR₁.₀₀₀₀＝SDRpp₁.₄₂₃₂（SDR平価）となる。また，各通貨

の CRSrの比重が₀.₃₅₅₈で同じ比重であることは等値であることを立証し

ている。

　ⅳ）⑥四通貨の対ドル SDRppを②÷⑤で算定すると対ドル SDRpp＝

GDPppが均衡値であることを検証している。

　ⅴ）⑦の SDR₁.₀₀₀₀に対する各通貨は，SDR通貨の価値尺度並びに当該

国の実体経済の価値尺度を表している。

　ⅵ）IMFの SDR₁に対する四通貨の SDRppは，【⑥の各国通貨 SDRpp×

⑤の₁.₄₂₃₂＝各通貨の SDRpp】で算定する。なお，日本の SDRpp算定は

【日本の SDRpp=SDR₀.₇₃₃₄×₁.₄₂₃₂＝SDRpp₁.₀₄₃₈】。

　ⅶ）通貨並びに為替に規制管理のある先進国通貨および新興国通貨は国

際ルールを順守できない通貨であるので，SDRのバスケットに入る資格が

ない。

　この SDRppは，国際統一通貨（ICU）の機能と役割を次項の通り果たし

ている。

2．　国際統一通貨 ICUに代わる SDR平価の役割 

　GDP平価理論により，先進国通貨の $GDPppから理論的に公正に

$SDRppが決定する。それと同時に，先進国のCRSrと等価の比重₁.₄₁₃₂の

積により IMFの SDR₁に対する各国の SDRppを決定する。また，新興国

は先進国と経済格差がある。新興国を支援するために，一定のアローアン

スを与えて GDPppを決めてから SDRppを算定する。

　SDR₁に対する各国の SDRppは，国際統一通貨の「基準値」と等価

「SDRpp＝ICU」と見なすことができるので，国際統一通貨 ICUを発行しな
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くても SDRppが ICUとしての機能と役割を果たすことが可能となる。

　SDRppによる国際統一通貨の機能は，通貨の「基準値」を論理的に算定

し，公正に「等価交換」ができる為替制度である。

Ⅶ．　過剰流動性と金利問題の影響

1 ．　過剰流動性の影響

　信用のある国際通貨は，金融緩和政策により比較的容易に景気回復を遂

げ，グローバル経済の成長に貢献してきた。しかし，金融緩和政策は過剰

流動性が生じる結果，過剰資金が利益を求めて国外に移動する。資金流入

国の外貨資金が増減し，当該国の金融・経済構造に影響を与え，想定外に

実体経済を左右する。

　自国の景気調整の目的として金融緩和を行うが，グローバル経済下では

過剰流動性が生じて関係各国の金融経済に影響を与える。特に，強い通貨

である国際通貨（以下，SDRのバスケットに入っている通貨を言う）が，

自国の景気対策として量的金融緩和を行うと巨額の余剰資金が生じ，過剰

流動性となって利益を求めて国家間を移動する。強い通貨の過剰流動資金

は，為替市場で fxrをオーバーシュートさせ，流入国の金融政策に直接的

に予想外の影響を与え，金融政策および経済政策を攪乱する。ただし，信

用がない弱い通貨は，リスクが大きいので為替市場では買われ難い。

　景気刺激策としての金融緩和や為替介入の実施は，他国に対しては過剰

流動性資金移動をもたらし，その影響が関係国の実体経済を想定外に混乱

させる。言い換えれば，通貨の力の影響が為替市場を経由し，関係国の金

融政策を通じて実体経済を変革する。

　資本主義は，資本の移動が自由であることを原理・原則としており，国

際金融・経済理論上過剰流動性問題に対する規制管理が存在しない。しか

しながら，グローバル経済の進展に伴って，先進国発のデフオルトによる

金融ショックが起こるようになり，その結果，国際金融機関が連鎖反応が

起きている。特に，₂₁世紀に入って，国際通貨国による金融ショックやソ
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ブリンショックの発生によって，BIS規制の強化（内部留保比率₁₆％）が

検討されている。

　過剰流動資金は為替差益や金利差或いは金融商品による高い利益を求め

て相対的にリスクの少ない先進国（スイスやオーストラリア等），或いは新

興国（ブラジルや南ア等）に流出入する。その結果，流入国の外貨資金並

びに実体経済の通貨量が増減するので，当該国の金融・経済政策の調整や

金利の変動などに想定外の影響を与える。その上，相場理論では為替に

ヘッジやレバレッジを掛けるので，通貨の取引量が増減する。ヘッジを掛

けられた通貨は過剰流動性の流出入によってさらに膨張または収縮する。

そのたびに fxrが上下にオーバーシュートするので，過剰流動性資金の移

動は，当該国の金融・経済政策に想定外の影響を与えている。

　以上の通り過剰流動性問題は，相場理論では，為替市場で fxrを瞬時の

オーバーシュートさせ，為替・金融市場を通じて当該国の実体経済に急激

に影響を与えるので，その対応に困難を極めることになる。

　平価理論では，平価で為替が安定し，実需原則で「等価交換」が行われ

るため，為替の本質に反するデリバティブおよびヘッジやレバレッジを禁

止することになるので為替は安定する。

　過剰流動性に対する「国際ルール」が BIS規制以外にない。そのため金

融・経済に及ぼす様々な影響に対応し難く，金融・経済政策が阻害される

など，不公正の原因になっている。

2．　マイナス金利等の影響

　短期資金の移動は，移動国の金利に影響を与える。

　ブラジルでは，₂₀₁₂年頃，外貨資金がリスクオンの経済状況下で政策金

利が ₇％前後で安定していたが，資源価格の低下など実体経済が悪化する

とリスクオフとなり，段階的に政策金利を₁₄.₂₅％に引き上げざるを得ない

事態になり，外貨流出の対応に困難を極めている。

　スイスでは，ユーロに対する上限レート₁₂₀フランで為替介入をしてきた
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が，上限を外した瞬間₃₀％スイスフランがオーバーシュートする異常事態

が生じ，流入資金にマイナス金利を課して応対するなど「招かざる客」と

なっている。

　日本では，日銀による金融緩和は，国債購入や新発債の発行で過剰流動

性が生じるが，資金は貸出に回らず，大量の資金が中央銀行の当座預金に

戻るかまたは海外への資金移動となっている。

　貸し出しを促すために日銀の当座勘定にマイナス金利を導入したが，総

需要がない経済下でのマイナス金利の影響は，市中銀行の預金金利を史上

最低に引き下げ，預金も金利引き下げと各種の手数料を含めえるとマイナ

ス金利となっている。

　保険会社は，金利低下により資金運用の採算が取れず，一括払い保険契

約が採算割れとなり契約中止の事態となっている。

　金融緩和およびマイナス金利は，為替の円安効果およびインフレが期待

されるが限界がある。総需要がない実体経済下においては投資意欲が沸か

ず，投資効果が達成し難いので，実体経済ではデフレ現象が創出される。

　金融緩和等を続ければ，過剰流動性の増加により金融資産の値上がりを

創出する可能性があるが，インフレ現象が生じて相殺され，金融資産の値

上がりに限界がくるとバブル崩壊の原因となる。

　各国中央銀行の金融政策は，通貨の信用と安定および経済安定成長が重

要であり，想定外の過剰流動性や金融政策などに忌避反応が生じると金

融・経済政策を混乱させ，崩壊させる火種になる。

　これらの政策は，資本主義に赤信号を点灯させる。

　金利や過剰流動性を規制管理することが「自由原則」や「市場原理」を

犯すことになるのか，或いは過剰流動性を規制しないことが対象国経済の

混乱を拡大し国益を害してもそれ等の原理・原則を守る必要があるのか，

重大な疑問が生じる。マネーによる強者の論理を放置すれば，金融・経済

戦争になる。世界経済の安定成長のために過剰流動性の規制管理に対する

公正な国際ルールを制定しなければならない時期にきているようである。
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　為替市場で通貨を金融商品として扱うことや，金融商品のリスクを通貨

で“レバレッジ”をかけることを認めてはならない。為替市場で「実需原

則」を無視してレバレッジを掛けることは，過剰流動性を増幅することに

なり，為替と通貨の本質に反する行為である。「実需原則」に回帰する「国

際ルール」を制定し，通貨と為替の本質の基本原則に戻る時期にきている。

結　　　　　論

　人間の社会は，経済が主体であり，経済社会安定のルールを金融・経済

政策によって管理し，経済の果実で生活を豊かにして文化の華を咲かせて

きた。その経済活動の要に通貨と為替が位置を占めているので，世界経済

の安定成長のためには，本論でその本質をただす必要があった。

　IMFの設立目的は，為替の安定により世界経済の安定成長を図ることに

ある。本論は，変動相場制に内在する“相場”の理論が，為替を不安定に

し，変動相場制を終焉に導くことを以下の通り論じてきた。

1．　通貨と為替の本質問題

　その ₁，現金通貨の本質は，財を媒介する計算単位の機能をもつ単位通

貨であり，法律で定められた法定通貨である。現金通貨は，「実需原則」に

よる単位通貨であるので，「金融資産」である預貯金と区別しなければなら

ない。従って，預貯金は「準通貨」として定義するのではなく，マイナス

金利や銀行倒産などのリスクを負う「金融商品」として定義すべきであ

る。預金を現金通貨と錯覚してはならない。

　その 2，為替市場の本質は，理論的な「基準値」によって通貨を「等価

交換」する市場である。相場理論は，需要供給理論によって通貨の「基準

値」が秒単位に代わり，アフタリオンの投機的心理要因によってオーバー

シュートして変動する。従って，為替の本質に反する理論であるので，平

価理論に変革しなければならない。

　その 3．変動相場制は，“相場”で通貨の「交換レート」を決めることを
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正統化するので，通貨を金融商品化してシカゴ商品先物市場に上場するな

ど，「実需原則」を廃し，「デリバティブ」を導入できた。その結果，実需

取引の無限倍（現在，₂₅倍に制限）の「空需取引」が可能となり，為替の

変動をオーバーシュートさせ，実体経済を歪曲している。通貨の「交換

レート」を相場で決めることは為替の本質に反する。

　為替市場は，通貨と為替の本質に戻り，理論的に公正に通貨の「基準値」

を算定できる平価理論に代えない限り為替を安定できない。

　“相場”に潜在する不安定要因が，実体経済の安定成長を歪曲し，国際金

融システムと資本主義を脅かす原因となる。

2．　為替と実体経済のタイムラグ問題

　貿易契約から決済までの ₃～ ₆か月，海外進出や合弁事業などが軌道に

乗るまでに数年のタイムラグが必要であり，為替で対応することが時間的，

空間的に困難であるため，企業の採算が経営の安定を阻害し，資本主義を

破壊に導く原因になる。通貨の基準値を論理的に決める為替制度が重要課

題である。

3．　資本主義を破壊するデリバティブ問題

　その ₁．先進国の経済成長率 ₃％を超える為替の変動は，実体経済を歪

曲し阻害する理論となるので，fxrを ₃％以内に安定させる為替理論と制度

が必要である。fxrが前年比 ₃％を超える変動並びに fxr/GDPppの異常な

乖離率は，経済の安定成長を阻害する要因である。平価理論に改革しない

限り，相場理論で決まる fxrでは実体経済が安定しない。

　その ₂．変動相場制下で「資本の自己増殖」の水準 ₂％を下回る金利や

配当は，投資意欲を阻害し，資本主義経済体制を維持することが困難にな

る。正常な政策金利水準を維持することが必須条件である。

　これらの事実が侵されることは，資本主義の原理に黄信号を点灯する政

策であり，マイナス金利は「資本の自己増殖」を否定する政策であるの
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で，赤信号を点灯したことになる。

4．　「強者の論理」を利する相場理論問題

　通貨と為替がグローバル経済のコアに位置を占める。

　相場理論は，資金力を有する「強者の論理」を利する機能がある。変動

相場制は，需要供給理論によって，買いが優勢であれば価格が上がり，売

りが優勢であれば下がる理論であるので，過剰流動性を規制管理する国際

ルール・倫理が必要である。さらに，専門的知識と巨額の資金力を兼ね備

えるヘッジフアンド等の投資家は，資金力で相場を誘導することが可能と

なる強者の論理を利する要因がある。ただし，為替市場はゼロサム市場で

あるので，強者がデフオルトに陥るとき変動相場制崩壊の危機がくる。

　株や債券などの金融商品は，財の一種であり，金融市場で需要供給理論

（相場理論）による【市場原理】で価格が変動する理論は正しい。しかしな

がら，「強者の論理」で通貨の「等価交換」の「基準値」が相場で左右され

る為替市場は，通貨と為替の本質に反する市場である。通貨は，論理的に

算定された「基準値」で「等価交換」が実現しない限り，正常な為替市場

が実現しない。

5．　相場理論による経済格差拡大と総需要縮小問題

　巨額の資金力で相場を誘導する相場理論には，「強者の論理」が機能し，

国家間の経済格差を拡大する要因となる。その結果，貧富の格差が拡大す

るので，総体的に総需要が縮小し，経済の安定成長を阻害する要因になる。

　相場理論による貧富の格差拡大は，人の生命本能に致命傷を与える水準

に達すると，犯罪や紛争が増加し，テロや戦争に発展する可能性を秘めて

いるので，為替を安定させることが最重要課題であることを認識すべきで

あろう。

　平価理論により通貨の「基準値」が算定できれば，理論的で公正な通貨

の「基準値」で，「等価交換」ができる為替市場が実現する。その結果，公
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正な「国際競争原理」が機能し，世界経済の安定成長に寄与することが可

能となろう。理論的で公正な通貨の「基準値」で，「等価交換」ができる為

替理論は，平価理論しか見当たらない。

6．　過剰流動性に対する国際ルールと規制管理の対応策

　変動相場制下では，先進国の金融緩和政策などの結果として過剰流動性

が生じている。過剰流動性は「強者の論理」を助長する。また，デリバテ

イブはそれに拍車をかける。さらに，実体経済が，リスクオン或いはリス

クオフとなると過剰流動性資金が瞬時に移動するので，当該国の金融・経

済政策を歪曲し撹乱する。

　“相場”或いはデリバティブなどによるデフオルトから国際金融機関を守

るため，BISによる自己資金留保比率が ₄％の水準を超え， ₈％留保とな

り，さらに，“₁₆～₂₀％”に引き上げを検討されている。しかしこれらの比

率は，「資本の自己増殖」の限界と“資本の論理”を無視することであり，

資本主義の存立に赤信号が点滅していることを示している。

　このような短期に移動する過剰流動性を放置してよいものであろうか。

招かざる客が，突然やってきて家庭の財政を混乱させるに等しい。実体経

済を安定成長させるためには，過剰流動性対策は必要であり，IMF或いは

BISなどの国際機関によって，「国際ルール」を検討課題とすべきである。

7．　平価理論成立と国際統一通貨の対応策

1）　平価理論成立：

　fxrが GDPppを基軸に収斂・連動する事実が平価理論の有効性を立証し

ている。

　fxr並びに GDPppが ₁に収斂・連動するトレンド並びに各種物価指数に

よる pppが GDPppに収斂・連動する事実は，平価理論の有効性を検証し

ている。

　変動平価制の為替市場は，GDPppを基軸に IMFによるGDPの予測値の
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範囲内で変動することになれば，為替市場が安定し世界経済が安定成長す

る基礎条件が確立するであろう。

2）　SDR平価による国際通貨の資格条件

　IMFは，₈条国に対し，為替安定のために国際通貨の資格条件を明確に

し，先進国通貨を SDRに入れる条件を『国際ルール』で定める必要があ

る。国際通貨の資格条件を誤ると国際金融システムが行き詰まり，民主主

義と資本主義体制が崩壊する原因になろう。ただし，₁₄条国に対しては，

平価理論によりGDPppに一定の通貨安のアローアンスを与える「国際ルー

ル」を設定して，当該国経済の安定成長を支援し，共存共栄を図る必要が

ある。

　SDRのバスケットに入る「国際通貨」としての資格条件は，次のような

選定条件を設定し，SDRに組み入れる通貨を厳選することが，国際金融シ

ステムを守り，世界経済の安定成長に資する基本条件になろう。

　① 経済規模および国際通貨国との経済格差【GDPgap≧₁】が ₁を超え，

先進国に成長すること，

　② 国と通貨の格付は，公的国際格付機関を設立し，その格付けが A格以

上であること，

　③ 世界経済成長率に見合う政策金利水準を ₃％前後の水準で維持できる

こと，

　④ 自国通貨が，世界の為替市場における取引シエア ₅％以上を維持でき

ること，

　⑤ 通貨と為替に規制管理がなく，世界に開かれた自由な為替市場が存在

すること，

　⑥ 国債発行残高の GDPに占める外国依存度の比重が，外貨準備高或い

は国内貯蓄残高を差し引き，金融政策安定のために₃₀％以内が望まし

いこと，

　⑦ 人種差別，言論の自由など「自由・平等原則」を遵守する民主主義国

家であること，
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　以上の条件を満たさない国家及びその通貨を国際通貨に入れると国際金

融システムの崩壊および資本主義経済終焉の要因となる可能性がある。た

だし，平価理論による SDR平価が創成されるとき，理論的で公正な通貨の

「基準値」により為替の変動が安定するので，実体経済が安定し，「国際

ルール」の順守が容易になる。その結果，基軸通貨の概念は必要でなくな

り，為替が GDPおよび SDR平価で安定し，世界経済の安定成長が確立す

る。実態経済の安定成長は「実需原則」に基づき，「等価交換」される安定

した為替市場代わるとき，達成されるであろう。

8．　統計の環境整備対策

　本論では，IMFの IFS統計の精度が正確であることを前提にして，相場

理論と平価理論を検証した結果，平価理論の GDPppを基軸にして相場理

論の fxrが収斂・連動している事実を立証した。しかしながら，Ⅲ項のア

ベノミックスで分析している通り，₂₀₁₁年と₂₀₁₄年の IMF統計に誤差があ

る。IoTで集めたビックデーターを AI（人工知能）で分析し，新たな価値

を創り出す第 ₄次産業革命時代に入っている。IMF等国際機関により実体

経済の統計の精度を高めるために，IT時代に相応しい「統計環境整備」と

IMFによる「統計の国際ルール」を制定し，統計収集管理の方法を国際的

に統一することが，為替安定の重要課題であることを付言する。

終　わ　り　に

　変動相場制には上記の理論的問題がある。特に，相場理論に内在してい

る問題点は，通貨の「基準値」を“相場”で決めることに原因があり，“相

場”が変動相場制を崩壊させる要因を秘めている。その要因を除去するた

めには，「等価交換」の「基準値」を理論的に算定できる GDP平価理論に

改革することが，為替の本質に適う制度である。

　人間は，お金に対する欲望を理性で制御できない限り，崩壊するまで為

替安定の道は拓かない。残念ながら，国際金融システムが崩壊するまで欲
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望を制御できないのであろうか。資本主義が育成してきた国際金融システ

ムが地球奥深く根を張っているので，為替制度の改革は容易ではないが，

放置して良いのであろうか。

　筆者には，「資本の原理」と「競争原理」が機能し，平和で豊かな生活が

保証される資本主義に代わる新しい経済制度が見当たらない。共産主義に

よる経済理論は，資本の原理および競争原理に欠けていたので崩壊した。

　強者の論理は弱者を造る。相場理論には，「強者の論理」が機能し所得格

差が拡大する要因があるので，貧富の格差拡大は総需要を縮小させ，経済

の安定成長を阻害する。

　貧富の格差拡大が生命本能に致命傷を与えると社会不安が高まる。治安

が悪くなり，紛争が戦争に発展したり，テロやサイバー攻撃が横行するよ

うになると経済・社会構造が崩壊する。

　民主主義や社会主義或いは共産主義は，人間の「社会構造の原理」を示

す主義であるが，「経済理論」に欠けている。それを補うために，人間の能

力を開発し，生活を豊かにする，「資本の原理」が機能する為替市場が期待

される。そのためには，理論的で，通貨の「基準値」が算定され，公正な

「等価交換」が行われる為替市場が必要な時代がきている。

　人類の叡智によって経済が成長し，社会，科学，文化を発展させてきた

ように，その叡智で資本主義と民主主義が車の両輪となって経済が発展成

長するために，専門家の手によって，新しい為替制度に代えることを期待

したい。通貨と為替の本質を無視し続ければ，国際金融システムは無論の

こと資本主義さえも崩壊することになりかねないであろう。

　『実践なき理論は空虚であるが，理論なき実践は危険である』──読み人

知らず―─。

　理論なき変動相場制は危険であることを論じてきたが，為替を動かす地

位にある政治家や専門家に期待したい。

　変動相場制が崩壊する前に，IMF等の国際機関或いは各国中央銀行の首

脳によって，理論的な平価の「基準値」で，公正な通貨の「等価交換」が
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できる為替制度に変革できないものであろうか。

　人間の叡智によって，通貨が公正に「等価交換」できれば，為替が安定

し，実体経済が安定成長する経済社会に変革することができる。為替の安

定は，実体経済を安定させるので，経済格差，所得格差が是正され，平和

で豊かな経済社会が出現する。

　本論は，世界経済の安定成長のために，為替を安定させる一里塚とし

て，「GDP平価」の「基準値」で「等価交換」が可能となる為替制度へ，

改革が進むことを期待して提示する。
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日本GDP 日本人口 米国GDP 米国人口

前年比率 前年比率 前年比率 前年比率

₁₉₅₀ ₀.₈₃₅₉ ₂₈₄₈ ₁.₅₂₂₇

₁₉₅₁ ₀.₈₄₉₆ ₃₂₈₇ ₁.₅₄₈₈

1952 62170 1.0000 0.8625 1.0000 3457 1.0000 1.5755 1.0000

₁₉₅₃ ₇₀₁₆₀ ₀.₁₂₈₅ ₀.₈₇₄₅ ₀.₀₁₃₉ ₃₆₄₆ ₀.₀₅₄₇ ₁.₆₀₁₈ ₀.₀₁₆₇

₁₉₅₄ ₇₇₉₇₀ ₀.₁₁₁₃ ₀.₈₈₇₆ ₀.₀₁₅₀ ₃₆₄₅ ⊖₀.₀₀₀₃ ₁.₆₃₀₃ ₀.₀₁₇₈

₁₉₅₅ ₈₅₉₆₀ ₀.₁₀₂₅ ₀.₈₉₈₂ ₀.₀₁₁₉ ₃₉₇₃ ₀.₀₉₀₀ ₁.₆₅₉₃ ₀.₀₁₇₈

₁₉₅₆ ₈₇₀₆₀ ₀.₀₁₂₈ ₀.₉₀₇₆ ₀.₀₁₀₅ ₄₁₈₅ ₀.₀₅₃₄ ₁.₆₈₉　 ₀.₀₁₇₉

₁₉₅₇ ₁₁₀₇₄₀ ₀.₂₇₂₀ ₀.₉₁₅₆ ₀.₀₀₈₈ ₄₄₀₅ ₀.₀₅₂₆ ₁.₇₁₉₈ ₀.₀₁₈₂

₁₉₅₈ ₁₁₅₈₁₀ ₀.₀₄₅₈ ₀.₉₂₃₆ ₀.₀₀₈₇ ₄₄₆₆ ₀.₀₁₃₈ ₁.₇₄₈₈ ₀.₀₁₆₉

₁₉₅₉ ₁₂₉₃₃₀ ₀.₁₁₆₇ ₀.₉₃₂₉ ₀.₀₁₀₁ ₄₈₄₀ ₀.₀₈₃₇ ₁.₇₇₈₃ ₀.₀₁₆₉

₁₉₆₀ ₁₅₅₀₄₀ ₀.₁₉₈₈ ₀.₉₄₁₀ ₀.₀₀₈₇ ₅₀₃₅ ₀.₀₄₀₃ ₁.₈₀₆₈ ₀.₀₁₆₀

₁₉₆₁ ₁₉₁₆₁₀ ₀.₂₃₅₉ ₀.₉₄₉₅ ₀.₀₀₉₀ ₅₂₀₂ ₀.₀₃₃₂ ₁.₈₃₆₉ ₀.₀₁₆₇

₁₉₆₂ ₂₁₂₅₂₀ ₀.₁₀₉₁ ₀.₉₅₈₃ ₀.₀₀₉₃ ₅₆₀₂ ₀.₀₇₆₉ ₁.₈₆₅₄ ₀.₀₁₅₅

₁₉₆₃ ₂₄₅₄₁₀ ₀.₁₅₄₈ ₀.₉₆₈₁ ₀.₀₁₀₂ ₅₉₁₁ ₀.₀₅₅₂ ₁.₈₉₂₄ ₀.₀₁₄₅

₁₉₆₄ ₂₉₀₁₄₀ ₀.₁₈₂₃ ₀.₉₇₈₃ ₀.₀₁₀₅ ₆₃₁₄ ₀.₀₆₈₂ ₁.₉₁₈₉ ₀.₀₁₄₀

₁₉₆₅ ₃₂₁₆₃₀ ₀.₁₀₈₅ ₀.₉₈₈₈ ₀.₀₁₀₇ ₆₈₃₄ ₀.₀₈₂₄ ₁.₉₄₃　 ₀.₀₁₂₆

₁₉₆₆ ₃₇₄₆₃₀ ₀.₁₆₄₈ ₀.₉₉₇₉ ₀.₀₀₉₂ ₇₄₈₈ ₀.₀₉₅₇ ₁.₉₆₅₆ ₀.₀₁₁₆

₁₉₆₇ ₄₄₁₇₉₀ ₀.₁₇₉₃ ₁.₀₈₃₀ ₀.₀₈₅₃ ₇₉₁₈ ₀.₀₅₇₄ ₁.₉₈₇₁ ₀.₀₁₀₉

₁₉₆₈ ₅₂₇₅₃₀ ₀.₁₉₄₁ ₁.₀₁₉₆ ⊖₀.₀₅₈₅ ₈₆₃₇ ₀.₀₉₀₈ ₂.₀₀₇₁ ₀.₀₁₀₁

₁₉₆₉ ₆₁₇₇₉₀ ₀.₁₇₁₁ ₁.₀₃₁₇ ₀.₀₁₁₉ ₉₃₁₁ ₀.₀₇₈₀ ₂.₀₂₆₈ ₀.₀₀₉₈

₁₉₇₀ ₇₃₆₅₉₀ ₀.₁₉₂₃ ₁.₀₄₃₄ ₀.₀₁₁₃ ₉₇₇₈ ₀.₀₅₀₂ ₂.₀₄₈₈ ₀.₀₁₀₉

₁₉₇₁ ₈₁₀₂₄₀ ₀.₁₀₀₀ ₁.₀₅₆₉ ₀.₀₁₂₉ ₁₁₂₈₆ ₀.₁₅₄₂ ₂.₀₇₀₅ ₀.₀₁₀₆

₁₉₇₂ ₉₂₃₉₄₀ ₀.₁₄₀₃ ₁.₀₇₁₈ ₀.₀₁₄₁ ₁₂₄₀₄ ₀.₀₉₉₁ ₂.₀₈₈₅ ₀.₀₀₈₇

1973 1124980 0.2176 1.0870 0.0142 13855 0.1170 2.1041 0.0075

₁₉₇₄ ₁₃₄₂₄₄₀ ₀.₁₉₃₃ ₁.₁₀₁₆ ₀.₀₁₃₄ ₁₅₀₁₀ ₀.₀₈₃₄ ₂.₁₃₈₅ ₀.₀₁₆₃

₁₉₇₅ ₁₄₈₃₂₇₀ ₀.₁₀₄₉ ₁.₁₁₅₇ ₀.₀₁₂₈ ₁₆₃₅₂ ₀.₀₈₉₄ ₂.₁₅₉₇ ₀.₀₀₉₉

₁₉₇₆ ₁₆₆₇₅₃₀ ₀.₁₂₄₂ ₁.₁₂₇₇ ₀.₀₁₀₈ ₁₈₂₃₉ ₀.₁₁₅₄ ₂.₁₈₀₄ ₀.₀₀₉₆

₁₉₇₇ ₁₈₅₆₂₂₀ ₀.₁₁₃₂ ₁.₁₃₈₆ ₀.₀₀₉₇ ₂₀₃₁₄ ₀.₁₁₃₈ ₂.₂₀₂₄ ₀.₀₁₀₁

₁₉₇₈ ₂₀₄₄₀₄₀ ₀.₁₀₁₂ ₁.₁₄₉₀ ₀.₀₀₉₁ ₂₂₉₅₉ ₀.₁₃₀₂ ₂.₂₂₅₉ ₀.₀₁₀₇

₁₉₇₉ ₂₂₁₅₄₇₀ ₀.₀₈₃₉ ₁.₁₅₈₇ ₀.₀₀₈₄ ₂₅₆₆₄ ₀.₁₁₇₈ ₂.₂₅₀₆ ₀.₀₁₁₁

₁₉₈₀ ₂₄₃₂₃₅₀ ₀.₀₉₇₉ ₁.₁₆₈₁ ₀.₀₀₈₁ ₂₇₉₅₆ ₀.₀₈₉₃ ₂.₂₇₇₆ ₀.₀₁₂₀

₁₉₈₁ ₂₆₁₀₂₈₀ ₀.₀₇₃₂ ₁.₁₇₆₆ ₀.₀₀₇₃ ₃₁₃₁₃ ₀.₁₂₀₁ ₂.₂₉₉₄ ₀.₀₀₉₆

₁₉₈₂ ₂₇₄₀₅₀₀ ₀.₀₄₉₉ ₁.₁₈₄₈ ₀.₀₀₇₀ ₃₂₅₉₂ ₀.₀₄₀₈ ₂.₃₂₁₇ ₀.₀₀₉₇

表Ⅰｰ1．日米の GDP，人口の推移
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₁₉₈₃ ₂₈₅₅₇₉₀ ₀.₀₄₂₁ ₁.₁₉₃₁ ₀.₀₀₇₀ ₃₅₃₄₉ ₀.₀₈₄₆ ₂.₃₄₃ ₀.₀₀₉₂

₁₉₈₄ ₃₀₄₈₅₉₀ ₀.₀₆₇₅ ₁.₂₀₀₈ ₀.₀₀₆₅ ₃₉₃₂₇ ₀.₁₁₂₅ ₂.₃₆₃₇ ₀.₀₀₈₈

1985 3257920 0.0687 1.2084 0.0063 42130 0.0713 2.3849 0.0090

₁₉₈₆ ₃₄₀₉₄₈₀ ₀.₀₄₆₅ ₁.₂₁₄₉ ₀.₀₀₅₄ ₄₄₅₂₉ ₀.₀₅₆₉ ₂.₄₀₆₈ ₀.₀₀₉₂

₁₉₈₇ ₃₅₅₈₃₇₀ ₀.₀₄₃₇ ₁.₂₂₀₉ ₀.₀₀₄₉ ₄₇₄₂₅ ₀.₀₆₅₀ ₂.₄₂₈₄ ₀.₀₀₉₀

₁₉₈₈ ₃₈₁₅₇₉₀ ₀.₀₇₂₃ ₁.₂₂₅₈ ₀.₀₀₄₀ ₅₁₀₈₃ ₀.₀₇₇₁ ₂.₄₅₀₆ ₀.₀₀₉₁

₁₉₈₉ ₄₀₉₆₀₂₀ ₀.₀₇₃₄ ₁.₂₃₀₇ ₀.₀₀₄₀ ₅₄₈₉₁ ₀.₀₇₄₅ ₂.₄₇₃₄ ₀.₀₀₉₃

₁₉₉₀ ₄₄₁₉₁₅₀ ₀.₀₇₈₉ ₁.₂₃₄₈ ₀.₀₀₃₃ ₅₈₀₃₂ ₀.₀₅₇₂ ₂.₄₉₉₅ ₀.₀₁₀₆

₁₉₉₁ ₄₆₉₂₃₀₀ ₀.₀₆₁₈ ₁.₂₃₉₇ ₀.₀₀₄₀ ₅₉₈₆₂ ₀.₀₃₁₅ ₂.₅₈₄ ₀.₀₃₃₈

₁₉₉₂ ₄₈₁₅₈₂₀ ₀.₀₂₆₃ ₁.₂₄₃₇ ₀.₀₀₃₂ ₆₃₁₈₉ ₀.₀₅₅₆ ₂.₆₁₁₉ ₀.₀₁₀₈

₁₉₉₃ ₄₈₆₅₁₉₀ ₀.₀₁₀₃ ₁.₂₄₇₅ ₀.₀₀₃₁ ₆₆₄₂₃ ₀.₀₅₁₂ ₂.₆₄₀₇ ₀.₀₁₁₀

₁₉₉₄ ₄₉₁₈₃₅₀ ₀.₀₁₀₉ ₁.₂₅₁₂ ₀.₀₀₃₀ ₇₀₅₄₃ ₀.₀₆₂₀ ₂.₆₆₉₉ ₀.₀₁₁₁

1995 4977390 0.0120 1.2547 0.0028 74005 0.0491 2.6995 0.0111

₁₉₉₆ ₅₁₀₈₀₂₀ ₀.₀₂₆₂ ₁.₂₅₈₂ ₀.₀₀₂₈ ₇₈₁₃₂ ₀.₀₅₅₈ ₂.₇₂₉₂ ₀.₀₁₁₀

₁₉₉₇ ₅₂₁₈₆₂₀ ₀.₀₂₁₇ ₁.₂₆₁₅ ₀.₀₀₂₆ ₈₃₀₀₈ ₀.₀₆₂₄ ₂.₇₅₉₃ ₀.₀₁₁₀

₁₉₉₈ ₅₀₄₉₀₅₀ ⊖₀.₀₃₂₅ ₁.₂₆₂₉ ₀.₀₀₁₁ ₈₇₉₃₅ ₀.₀₅₉₄ ₂.₈₁₀₈ ₀.₀₁₈₇

1999 4796290 −0.0501 1.2650 0.0017 93535 0.0637 2.8453 0.0123

2000 5098600 0.0630 1.2572 ⊖₀.₀₀₆₂ 99515 0.0639 2.825 （0.0071）

2001 5055430 −0.0085 1.2589 ₀.₀₀₁₄ 102862 0.0336 2.8753 0.0178

2002 4991470 −0.0127 1.2625 ₀.₀₀₂₉ 106423 0.0346 2.9027 0.0095

2003 4988550 −0.0006 1.2652 ₀.₀₀₂₁ 115107 0.0816 2.9288 0.0090

2004 5037250 0.0098 1.2677 ₀.₀₀₂₀ 122749 0.0664 2.9549 0.0089

2005 5039030 0.0004 1.2698 ₀.₀₀₁₇ 130937 0.0667 2.9817 0.0091

2006 5066870 0.0055 1.2714 0.0013 138559 0.0582 3.0094 0.0093

2007 5129750 0.0124 1.2725 ₀.₀₀₀₉ 144776 0.0449 3.0879 0.0261

2008 5012090 −0.0229 1.2732 ₀.₀₀₀₆ 147186 0.0166 3.0666 （0.0069）

2009 4711390 −0.0600 1.2735 ₀.₀₀₀₂ 144187 −0.0204 3.0949 0.0092

2010 4823840 0.0239 1.2735 0.0000 149644 0.0378 3.1225 0.0089

2011 4713110 −0.0230 1.2732 −0.0002 155179 0.0370 3.1491 0.0085

2012 4751100 0.0081 1.2725 −0.0005 161632 0.0416 3.1751 0.0083

2013 4801280 0.0106 1.2714 ⊖₀.₀₀₀₉ 167681 0.0374 3.2005 0.0080

2014 － － 1.2700 ⊖₀.₀₀₁₁ 174189 0.0388 3.2258 0.0079

出所：①IFS統計 yearbook ₁₉₇₉年版より₁₉₅₀－₁₉₇₁年までの統計を採用
　　　②IFS統計 yearbook ₂₀₀₁版より₁₉₇₁－₁₉₉₈年までの統計を採用
　　　③IFS統計₂₀₁₁年 yeabookより₁₉₉₉－₂₀₀₃ 年までの統計を採用
　　　④IFS統計₂₀₁₅ yeabuukより₂₀₀₃－₂₀₁₄までの統計を採用
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₁₉₈₁ ₁₃₆₁₈ ₂₂₁₈₅ ₁.₁₀₉₅ ₁.₀₆₅₄
₁₉₈₂ ₁₄₀₃₈ ₂₃₁₃₀ ₁.₀₃₀₈ ₁.₀₄₂₆
₁₉₈₃ ₁₅₀₈₇ ₂₃₉₃₆ ₁.₀₇₄₇ ₁.₀₃₄₈
₁₉₈₄ ₁₆₆₃₈ ₂₅₃₈₈ ₁.₁₀₂₈ ₁.₀₆₀₇
1985 17665 26961 1.0618 ₁.₀₆₁₉
₁₉₈₆ ₁₈₅₀₁ ₂₈₀₆₄ ₁.₀₄₇₃ ₁.₀₄₀₉
₁₉₈₇ ₁₉₅₂₉ ₂₉₁₄₅ ₁.₀₅₅₆ ₁.₀₃₈₅
₁₉₈₈ ₂₀₈₄₅ ₃₁₁₂₉ ₁.₀₆₇₄ ₁.₀₆₈₁
₁₉₈₉ ₂₂₁₉₃ ₃₃₂₈₂ ₁.₀₆₄₆ ₁.₀₆₉₂
₁₉₉₀ ₂₃₂₁₇ ₃₅₇₈₈ ₁.₀₄₆₂ ₁.₀₇₅₃
₁₉₉₁ ₂₃₁₆₆ ₃₇₈₅₀ ₀.₉₉₇₈ ₁.₀₅₇₆
₁₉₉₂ ₂₄₁₉₃ ₃₈₇₂₂ ₁.₀₄₄₃ ₁.₀₂₃₀
₁₉₉₃ ₂₅₁₅₄ ₃₉₀₀₀ ₁.₀₃₉₇ ₁.₀₀₇₂
₁₉₉₄ ₂₆₄₂₂ ₃₉₃₀₉ ₁.₀₅₀₄ ₁.₀₀₇₉
1995 27414 39670 1.0376 1.0092
₁₉₉₆ ₂₈₆₂₈ ₄₀₅₉₈ ₁.₀₄₄₃ ₁.₀₂₃₄
₁₉₉₇ ₃₀₀₈₃ ₄₁₃₆₈ ₁.₀₅₀₈ ₁.₀₁₉₀
₁₉₉₈ ₃₁₂₈₅ ₃₉₉₈₀ ₁.₀₃₉₉ ₀.₉₆₆₄
1999 32874 37915 1.0508 0.9484
2000 35227 40555 ₁.₀₇₁₆ ₁.₀₆₉₆
2001 35774 40158 ₁.₀₁₅₆ ₀.₉₉₀₂
2002 36663 39536 ₁.₀₂₄₉ ₀.₉₈₄₅
2003 39302 39429 ₁.₀₇₂₀ ₀.₉₉₇₃
2004 41541 39735 ₁.₀₅₇₀ ₁.₀₀₇₈
2005 43914 39684 ₁.₀₅₇₁ ₀.₉₉₈₇
2006 46042 39853 1.0485 1.0043
2007 46885 40312 ₁.₀₁₈₃ ₁.₀₁₁₅
2008 47996 39366 ₁.₀₂₃₇ ₀.₉₇₆₅
2009 46589 36996 ₀.₉₇₀₇ ₀.₉₃₉₈
2010 47924 37879 1.0287 1.0239
2011 49277 37018 ₁.₀₂₈₂ ₀.₉₇₇₃
2012 50906 37337 1.0331 1.0086
2013 52392 37764 ₁.₀₂₉₂ ₁.₀₁₁₄
2014 53999 －

表Ⅰｰ2．日米の ¥GDPph，$GDPphおよびその前年比の推移

$GDPph ¥GDPph
前年比
$GDPph

前年比
¥GDPph

₁₉₅₀ 1870 ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₁ 2122 ₁.₁₃₄₇
1952 2194 721 1.0339 1.0000
₁₉₅₃ ₂₂₇₆ ₈₀₂ ₁.₀₃₇₄ ₁.₁₁₃₀
₁₉₅₄ ₂₂₃₆ ₈₇₈ ₀.₉₈₂₂ ₁.₀₉₄₉
₁₉₅₅ ₂₃₉₄ ₉₅₇ ₁.₀₇₀₉ ₁.₀₈₉₅
₁₉₅₆ ₂₄₇₈ ₉₅₉ ₁.₀₃₄₈ ₁.₀₀₂₃
₁₉₅₇ ₂₅₆₁ ₁₂₀₉ ₁.₀₃₃₇ ₁.₂₆₀₉
₁₉₅₈ ₂₅₅₄ ₁₂₅₄ ₀.₉₉₇₀ ₁.₀₃₆₇
₁₉₅₉ ₂₇₂₂ ₁₃₈₆ ₁.₀₆₅₈ ₁.₁₀₅₆
₁₉₆₀ ₂₇₈₇ ₁₆₄₈ ₁.₀₂₃₉ ₁.₁₈₈₅
₁₉₆₁ ₂₈₃₂ ₂₀₁₈ ₁.₀₁₆₂ ₁.₂₂₄₈
₁₉₆₂ ₃₀₀₃ ₂₂₁₈ ₁.₀₆₀₄ ₁.₀₉₈₉
₁₉₆₃ ₃₁₂₄ ₂₅₃₅ ₁.₀₄₀₁ ₁.₁₄₃₁
₁₉₆₄ ₃₂₉₀ ₂₉₆₆ ₁.₀₅₃₄ ₁.₁₆₉₉
₁₉₆₅ ₃₅₁₇ ₃₂₅₃ ₁.₀₆₈₉ ₁.₀₉₆₈
₁₉₆₆ ₃₈₁₀ ₃₇₅₄ ₁.₀₆₈₉ ₁.₁₅₄₂
₁₉₆₇ 3985 ₄₀₇₉ ₁.₀₈₃₁ ₁.₀₈₆₆
₁₉₆₈ ₄₃₀₃ ₅₁₇₄ ₁.₀₄₆₀ ₁.₂₆₈₃
₁₉₆₉ ₄₅₉₄ ₅₉₈₈ ₁.₀₇₉₉ ₁.₁₅₇₄
₁₉₇₀ ₄₇₇₃ ₇₀₆₀ ₁.₀₃₈₉ ₁.₁₇₈₉
₁₉₇₁ ₅₄₅₁ ₇₆₆₆ ₁.₁₄₂₁ ₁.₀₈₅₉
₁₉₇₂ ₅₉₃₉ ₈₆₂₀ ₁.₀₈₉₆ ₁.₁₂₄₅
1973 6585 10349 1.1087 1.2006
₁₉₇₄ ₇₀₁₉ ₁₂₁₈₆ ₁.₀₆₅₉ ₁.₁₇₇₅
₁₉₇₅ ₇₅₇₁ ₁₃₂₉₅ ₁.₀₇₈₇ ₁.₀₉₀₉
₁₉₇₆ ₈₃₆₅ ₁₄₇₈₇ ₁.₁₀₄₈ ₁.₁₁₂₃
₁₉₇₇ ₉₂₂₄ ₁₆₃₀₃ ₁.₁₀₂₆ ₁.₁₀₂₅
₁₉₇₈ ₁₀₃₁₄ ₁₇₇₉₀ ₁.₁₁₈₃ ₁.₀₉₁₂
₁₉₇₉ ₁₁₄₀₃ ₁₉₁₂₀ ₁.₁₀₅₆ ₁.₀₇₄₈
₁₉₈₀ ₁₂₂₇₄ ₂₀₈₂₃ ₁.₀₇₆₄ ₁.₀₈₉₁
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¥fxr
¥GDPgap
（¥CRSr）

¥GDPpp
¥fxr/
¥GDPpp

$GDPpp

1952 3.6110 0.3285 3.0441  0.1862 1.0000

₁₉₅₃ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₂₅ ₂.₈₃₇₁  ₀.₂₆₈₉ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₄ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₉₂₉ ₂.₅₄₅₂  ₀.₄₁₄₄ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₅ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₉₉₇ ₂.₅₀₁₉  ₀.₄₃₈₉ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₆ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₈₇₁ ₂.₅₈₃₁  ₀.₃₉₃₇ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₇ ₃.₆₀₀₀ ₀.₄₇₂₂ ₂.₁₁₇₇  ₀.₆₉₉₉ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₈ ₃.₆₀₀₀ ₀.₄₉₁₀ ₂.₀₃₆₇  ₀.₇₆₇₆ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₉ ₃.₆₀₀₀ ₀.₅₀₉₄ ₁.₉₆₃₃  ₀.₈₃₃₇ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₀ ₃.₆₀₀₀ ₀.₅₉₁₂ ₁.₆₉₁₄  ₁.₁₂₈₅ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₁ ₃.₆₀₀₀ ₀.₇₁₂₆ ₁.₄₀₃₃  ₁.₅₆₅₃ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₂ ₃.₆₀₀₀ ₀.₇₃₈₅ ₁.₃₅₄₂  ₁.₆₅₈₅ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₃ ₃.₆₀₀₀ ₀.₈₁₁₆ ₁.₂₃₂₂  ₁.₉₂₁₆ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₄ ₃.₆₀₀₀ ₀.₉₀₁₃ ₁.₁₀₉₅  ₂.₂₄₄₈ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₅ ₃.₆₀₀₀ ₀.₉₂₄₈ ₁.₀₈₁₃  ₂.₃₂₉₃ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₆ ₃.₆₀₀₀ ₀.₉₈₅₅ 1.0147  2.5477 ₁.₀₀₀₀

1967 ₃.₆₀₀₀ 1.0237 0.9768  ₂.₅₁₆₅ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₈ ₃.₆₀₀₀ 1.2023 ₀.₈₃₁₇  ₁.₉₉₄₂ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₉ ₃.₆₀₀₀ 1.3035 ₀.₇₆₇₂  ₁.₇₆₁₉ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₀ ₃.₆₀₀₀ 1.4792 ₀.₆₇₆₀  ₁.₄₃₃₈ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₁ ₃.₄₉₈₃ 1.4064 ₀.₇₁₁₀  ₁.₄₈₇₄ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₂ ₃.₀₃₁₁ 1.4515 ₀.₆₈₉₀  ₁.₀₈₈₃ ₁.₀₀₀₀

1973 ₂.₇₁₇₀ 1.5717 0.6362  0.7287 1.0000

₁₉₇₄ ₂.₉₂₀₈ 1.7362 ₀.₅₇₆₀  ₀.₆₈₂₃ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₅ ₂.₉₆₇₉ 1.7559 ₀.₅₆₉₅  ₀.₆₉₀₃ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₆ ₂.₉₆₅₅ 1.7677 ₀.₅₆₅₇  ₀.₆₇₇₆ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₇ ₂.₆₈₅₁ 1.7675 ₀.₅₆₅₈  ₀.₅₁₉₂ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₈ ₂.₁₀₄₄ 1.7247 ₀.₅₇₉₈  0.2201 ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₉ ₂.₁₉₁₄ 1.6768 ₀.₅₉₆₄  ₀.₃₀₆₉ ₁.₀₀₀₀

₁₉₈₀ ₂.₂₆₇₄ 1.6965 ₀.₅₈₉₅  ₀.₃₃₆₅ ₁.₀₀₀₀

₁₉₈₁ ₂.₂₀₅₄ 1.6291 ₀.₆₁₃₈  ₀.₃₅₃₈ ₁.₀₀₀₀

₁₉₈₂ ₂.₄₉₀₈ 1.6477 ₀.₆₀₆₉  ₀.₅₁₁₇ ₁.₀₀₀₀

₁₉₈₃ ₂.₃₇₅₁ 1.5865 ₀.₆₃₀₃  ₀.₄₉₇₁ ₁.₀₀₀₀

₁₉₈₄ ₂.₃₇₅₂ 1.5259 ₀.₆₅₅₃  ₀.₅₅₆₆ ₁.₀₀₀₀

1985 2.3854 1.5262 0.6552  0.5630 1.0000

1986 ₁.₆₈₅₂ 1.5169 ₀.₆₅₉₃  0.1110 ₁.₀₀₀₀

₁₉₈₇ ₁.₄₄₆₄ 1.4924 ₀.₆₇₀₁ ⊖₀.₀₃₀₈ ₁.₀₀₀₀

₁₉₈₈ ₁.₂₈₁₅ 1.4933 ₀.₆₆₉₆ −0.1419 ₁.₀₀₀₀

₁₉₈₉ ₁.₃₇₉₆ 1.4997 ₀.₆₆₆₈ ⊖₀.₀₈₀₁ ₁.₀₀₀₀

₁₉₉₀ ₁.₄₄₇₉ 1.5414 ₀.₆₄₈₇ ⊖₀.₀₆₀₇ ₁.₀₀₀₀

₁₉₉₁ ₁.₃₄₇₁ 1.6338 ₀.₆₁₂₁ −0.1755 ₁.₀₀₀₀

₁₉₉₂ ₁.₂₆₆₅ 1.6006 ₀.₆₂₄₈ −0.2087 ₁.₀₀₀₀

₁₉₉₃ ₁.₁₁₂₀ 1.5505 ₀.₆₄₅₀ −0.2828 ₁.₀₀₀₀

₁₉₉₄ ₁.₀₂₂₁ 1.4878 ₀.₆₇₂₂ −0.3130 ₁.₀₀₀₀

1995 0.9406 1.4471 0.6911 −0.3500 1.0000

₁₉₉₆ ₁.₀₈₇₈ 1.4181 ₀.₇₀₅₂ −0.2329 ₁.₀₀₀₀

₁₉₉₇ ₁.₂₀₉₉ 1.3751 ₀.₇₂₇₂ −0.1202 ₁.₀₀₀₀

₁₉₉₈ ₁.₃₀₉₁ 1.2779 ₀.₇₈₂₅  ₀.₀₂₄₄ ₁.₀₀₀₀

1999 1.1391 1.1534 0.8670 −0.0124 1.0000

₂₀₀₀ ₁.₀₇₇₇ 1.1513 ₀.₈₆₈₆ ⊖₀.₀₆₃₉ ₁.₀₀₀₀

2001 ₁.₂₁₅₃ 1.1225 ₀.₈₉₀₉  ₀.₀₈₂₇ ₁.₀₀₀₀

2002 ₁.₂₅₃₉ 1.0784 ₀.₉₂₇₃  ₀.₁₆₂₈ ₁.₀₀₀₀

2003 ₁.₁₅₉₃ 1.0032 ₀.₉₉₆₈  ₀.₁₅₅₆ ₁.₀₀₀₀

2004 ₁.₀₈₁₉ 0.9565 ₁.₀₄₅₄  ₀.₁₃₁₁ ₁.₀₀₀₀

2005 ₁.₁₀₂₂ 0.9037 ₁.₁₀₆₆  ₀.₂₁₉₇ ₁.₀₀₀₀

2006 1.1630 0.8656 1.1553  0.3436 1.0000

2007 ₁.₁₇₇₅ 0.8598 ₁.₁₆₃₀  0.3695 ₁.₀₀₀₀

2008 ₁.₀₃₃₆ 0.8202 ₁.₂₁₉₂  ₀.₂₆₀₂ ₁.₀₀₀₀

2009 ₀.₉₃₅₇ 0.7941 ₁.₂₅₉₃  ₀.₁₇₈₃ ₁.₀₀₀₀

2010 0.8778 0.7904 1.2652  0.1106 1.0000

2011 ₀.₇₉₈₁ 0.7512 ₁.₃₃₁₂  ₀.₀₆₂₄ ₁.₀₀₀₀

2012 0.7979 0.7334 1.3634  0.0879 1.0000

2013 ₀.₉₇₆₀ 0.7208 1.3874  0.3541 ₁.₀₀₀₀

注：① GDPppは GDP平価，GDPgapは経済格差，
CRSrは GDP平価のクロスレートを表す。
②GDPppは，対ドル比の平価。GDPpp＞₁ 通貨
安，GDPpp＜₁ は通貨高鵜を表す。
③GDPgapは₁₉₆₆年まで経済格差を表し，CRSrは
₁₉₆₇年以降の GDPpp平価のクロスレートを表
す。
④年平均 fxr/GDPpp乖離率マイナスは GDP平価
による円高デフレまたプラスは円安インフレ現
象を表す。

表Ⅰｰ3．�Fxr並び GDPgap，または67年以降 GDPppおよび GDPppまたは67年
以降 CRSr並びに fxr./GDPppの乖離率の推移
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fxr
前年比
変動率

¥GDPpp
前年比
変動率

$GDPpp₁
fxr/

GDPpp
乖離率

1973 0.8964 1.0829 1.0000  0.7287

₁₉₇₄ ₁.₀₇₅₀ ₁.₁₀₄₆ ₁.₀₀₀₀  ₀.₆₈₂₃

₁₉₇₅ ₁.₀₁₆₁ ₁.₀₁₁₃ ₁.₀₀₀₀  ₀.₆₉₀₃

₁₉₇₆ ₀.₉₉₉₂ ₁.₀₀₆₇ ₁.₀₀₀₀  ₀.₆₇₇₆

₁₉₇₇ ₀.₉₀₅₄ ₀.₉₉₉₉ ₁.₀₀₀₀  ₀.₅₁₉₂

₁₉₇₈ ₀.₇₈₃₇ ₀.₉₇₅₈ ₁.₀₀₀₀  ₀.₂₂₀₁

₁₉₇₉ ₁.₀₄₁₃ ₀.₉₇₂₂ ₁.₀₀₀₀  ₀.₃₀₆₉

₁₉₈₀ ₁.₀₃₄₇ ₁.₀₁₁₈ ₁.₀₀₀₀  ₀.₃₃₆₅

₁₉₈₁ ₀.₉₇₂₇ ₀.₉₆₀₃ ₁.₀₀₀₀  ₀.₃₅₃₈

₁₉₈₂ ₁.₁₂₉₄ ₁.₀₁₁₄ ₁.₀₀₀₀  ₀.₅₁₁₇

₁₉₈₃ ₀.₉₅₃₅ ₀.₉₆₂₉ ₁.₀₀₀₀  ₀.₄₉₇₁

₁₉₈₄ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₆₁₈ ₁.₀₀₀₀  ₀.₅₅₆₆

1985 1.0043 1.0002 1.0000  0.5630

₁₉₈₆ ₀.₇₀₆₅ ₀.₉₉₃₉ ₁.₀₀₀₀  ₀.₁₁₁₀

₁₉₈₇ ₀.₈₅₈₃ ₀.₉₈₃₉ ₁.₀₀₀₀ ⊖₀.₀₃₀₈

₁₉₈₈ ₀.₈₈₆₀ ₁.₀₀₀₆ ₁.₀₀₀₀ ⊖₀.₁₄₁₉

₁₉₈₉ ₁.₀₇₆₆ ₁.₀₀₄₃ ₁.₀₀₀₀ ⊖₀.₀₈₀₁

₁₉₉₀ ₁.₀₄₉₅ ₁.₀₂₇₈ ₁.₀₀₀₀ ⊖₀.₀₆₀₇

₁₉₉₁ ₀.₉₃₀₄ ₁.₀₅₉₉ ₁.₀₀₀₀ ⊖₀.₁₇₅₅

₁₉₉₂ ₀.₉₄₀₂ ₀.₉₇₉₆ ₁.₀₀₀₀ ⊖₀.₂₀₈₇

₁₉₉₃ ₀.₈₇₈₀ ₀.₉₆₈₇ ₁.₀₀₀₀ ⊖₀.₂₈₂₈

₁₉₉₄ ₀.₉₁₉₂ ₀.₉₅₉₆ ₁.₀₀₀₀ ⊖₀.₃₁₃₀

1995 ₀.₉₂₀₃ ₀.₉₇₂₆ ₁.₀₀₀₀ ⊖₀.₃₅₀₀

₁₉₉₆ ₁.₁₅₆₅ ₀.₉₈₀₀ ₁.₀₀₀₀ ⊖₀.₂₃₂₉

₁₉₉₇ ₁.₁₁₂₂ ₀.₉₆₉₇ ₁.₀₀₀₀ ⊖₀.₁₂₀₂

₁₉₉₈ ₁.₀₈₂₀ ₀.₉₂₉₃ ₁.₀₀₀₀  ₀.₀₂₄₄

1999 0.8701 0.9025 1.0000 −0.0124

₂₀₀₀ ₀.₉₄₆₁ ₀.₉₉₈₂ ₁.₀₀₀₀ ⊖₀.₀₆₃₉

₂₀₀₁ ₁.₁₂₇₇ ₀.₉₇₅₀ ₁.₀₀₀₀  ₀.₀₈₂₇

₂₀₀₂ ₁.₀₃₁₈ ₀.₉₆₀₇ ₁.₀₀₀₀  ₀.₁₆₂₈

₂₀₀₃ ₀.₉₂₄₆ ₀.₉₃₀₃ ₁.₀₀₀₀  ₀.₁₅₅₆

₂₀₀₄ ₀.₉₃₃₂ ₀.₉₅₃₅ ₁.₀₀₀₀  ₀.₁₃₁₁

₂₀₀₅ ₁.₀₁₈₈ ₀.₉₄₄₇ ₁.₀₀₀₀  ₀.₂₁₉₇

2006 1.0552 0.9578 1.0000  0.3436

₂₀₀₇ ₁.₀₁₂₅ ₀.₉₉₃₄ ₁.₀₀₀₀  ₀.₃₆₉₅

₂₀₀₈ ₀.₈₇₇₈ ₀.₉₅₃₉ ₁.₀₀₀₀  ₀.₂₆₀₂

₂₀₀₉ ₀.₉₀₅₃ ₀.₉₆₈₂ ₁.₀₀₀₀  ₀.₁₇₈₃

₂₀₁₀ ₀.₉₃₈₁ ₀.₉₉₅₃ ₁.₀₀₀₀  ₀.₁₁₀₆

₂₀₁₁ ₀.₉₀₉₂ ₀.₉₅₀₄ ₁.₀₀₀₀  ₀.₀₆₂₄

2012 0.9998 0.9763 1.0000  0.0879

₂₀₁₃ ₁.₂₂₃₂ ₀.₉₈₂₇ ₁.₀₀₀₀  ₀.₃₅₄₁

₂₀₁₄ ₁.₀₈₅₅ － ₁.₀₀₀₀ －

73‐12
平均
変動率

0.9719 0.9838 1.0000  0.1718

73‐85
平均
変動率

0.9855 1.0048 1.0000  0.5110

86‐98
平均
変動率

0.9627 0.9869 1.0000（ 0.1432）

99‐12
平均
変動率

0.9679 0.9615 1.0000  0.1491

出所：① IFS統計₂₀₁₄yeabookより，₂₀₀₂－
₂₀₁₃までの統計を採用

　　　② IFS統計₂₀₁₆年 ₃月号より，₂₀₁₃年
以降の統計を採用

注：① fxr/GDPppの乖離率は【fxr/GDPpp－
₁】で計算している。

　　② ₈₆－₉₈平均乖離率の（　）はマイナ
ス（円高）を表わす。

表Ⅰｰ4．fxrおよび GDPppの前年比変動率および sxr/GDPppの乖離率の推移
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日本GDP 日本人口 日本GDP 日本人口 日本GDP 日本人口

2011年
統　計

2011年
統　計

2014年
統　計　

2014年
統　計　 11/14誤差 11/14誤差

₁₉₉₉ ₄₉₇₆₂₉₀ ₁.₂₆₅₀ － － － －

₂₀₀₀ ₅₀₂₉₉₀₀ ₁.₂₆₇₁ － － － －

₂₀₀₁ ₄₉₇₇₂₀₀ ₁.₂₆₉₁ － － － －

2002 4913120 1.2710 4991470 1.2625 （0.0157）  0.0067

₂₀₀₃ ₄₉₀₂₉₄₀ ₁.₂₇₂₆ ₄₉₈₈₅₅₀ ₁.₂₆₅₂ （₀.₀₁₇₂）  ₀.₀₀₅₈

₂₀₀₄ ₄₉₈₃₂₈₀ ₁.₂₇₃₈ ₅₀₃₇₂₅₀ ₁.₂₆₇₇ （₀.₀₁₀₇）  ₀.₀₀₄₈

₂₀₀₅ ₅₀₁₇₃₄₀ ₁.₂₇₄₅ ₅₀₃₉₀₃₀ ₁.₂₆₉₈ （₀.₀₀₄₃）  ₀.₀₀₃₇

₂₀₀₆ ₅₀₇₃₆₅₀ ₁.₂₇₄₅ ₅₀₆₆₈₇₀ ₁.₂₇₁₄  ₀.₀₀₁₃  ₀.₀₀₂₄

₂₀₀₇ ₅₁₅₅₂₀₀ ₁.₂₇₄₀ ₅₁₂₉₇₅₀ ₁.₂₇₂₅  ₀.₀₀₅₀  ₀.₀₀₁₂

₂₀₀₈ ₅₀₄₃₇₈₀ ₁.₂₇₂₉ ₅₀₁₂₀₉₀ ₁.₂₇₃₂  ₀.₀₀₆₃ （₀.₀₀₀₂）

₂₀₀₉ ₄₇₀₉₃₇₀ ₁.₂₇₁₆ ₄₈₂₃₈₄₀ ₁.₂₇₃₅ （₀.₀₂₃₇）（₀.₀₀₁₅）

2010 4792150 1.2700 4823840 1.2735 （0.0066）（0.0027）

₂₀₁₁ － － ₄₇₁₃₁₁₀ ₁.₂₇₃₂ － －

2012 － － ₄₇₅₁₁₀₀ ₁.₂₇₂₅ － －

2013 － － ₄₈₀₁₂₈₀ ₁.₂₇₁₄ － －

02―10年
平均誤差 － － － － （0.0073） 0.0022

出所：①IFS統計₂₀₁₁yeabookより，₁₉₉₉－₂₀₁₀までの統計を採用
　　　②IFS統計₂₀₁₅yeabookより，₂₀₀₂－₂₀₁₃までの統計を採用
　　　③IFS統計₂₀₁₆年 ₃ 月号より，₂₀₁₃年以降の統計を採用
注：①（　　）内の数字はマイナスの％を表す。
　　②年平均乖離率は統計の誤差を表す。

表Ⅰｰ6ｰ1．2011年／2014年の統計作成年による日本のGDPと人口おの誤差の推移
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米国GDP 米国人口 米国GDP 米国人口 米国 GDP 米国人口

2011年
統　計

2011年
統　計

2014年
統　計

2014年
統　計 11/14誤差 11/14誤差

₁₉₉₉ ₉₃₅₃₅ ₂.₈₄₅₃ － － － －

₂₀₀₀ ₉₉₅₁₅ ₂.₈₇₈₄ － － － －

₂₀₀₁ ₁₀₂₈₆₂ ₂.₉₁₀₀ － － － －

2002 106423 2.9401 109802 2.9027 （0.0308） 0.0129

₂₀₀₃ ₁₁₁₄₂₂ ₂.₉₆₉₃ ₁₁₅₁₀₇ ₂.₉₂₈₈ （₀.₀₃₂₀） ₀.₀₁₃₈

₂₀₀₄ ₁₁₈₆₇₈ ₂.₉₉₈₂ ₁₂₂₇₄₉ ₂.₉₅₄₉ （₀.₀₃₃₂） ₀.₀₁₄₇

₂₀₀₅ ₁₂₆₃₈₄ ₃.₀₂₇₄ ₁₃₀₉₃₇ ₂.₉₈₁₇ （₀.₀₃₄₈） ₀.₀₁₅₃

₂₀₀₆ ₁₃₃₉₈₉ ₃.₀₅₇₀ ₁₃₈₅₅₉ ₃.₀₀₉₄ （₀.₀₃₃₀） ₀.₀₁₅₈

2007 ₁₄₀₆₁₈ ₃.₀₈₆₇ ₁₄₄₇₇₆ ₃.₀₃₇₉ （₀.₀₂₈₇） ₀.₀₁₆₁

₂₀₀₈ ₁₄₃₆₉₁ ₃.₁₁₆₇ ₁₄₇₁₈₆ ₃.₀₆₆₆ （₀.₀₂₃₇） ₀.₀₁₆₃

2009 ₁₄₁₁₉₁ ₃.₁₄₆₆ ₁₄₄₁₈₇ ₃.₀₉₄₉ （₀.₀₂₀₈） ₀.₀₁₆₇

2010 146604 3.1764 149644 3.1225 （0.0203） 0.0173

₂₀₁₁ － － ₁₅₅₁₇₉ ₃.₁₄₉₁ － －

₂₀₁₂ － － ₁₆₁₆₃₂ ₃.₁₇₅₁ － －

₂₀₁₃ － － ₁₆₇₆₈₁ ₃.₂₀₀₅ － －

₂₀₁₄ － － ₁₇₄₁₈₉ ₃.₂₂₅₈ － －

₀₂⊖₁₀年
平均誤差 － － （₀.₀₂₈₆） ₀.₀₁₅₄

注：①：（　　）内の数字はマイナスの％を表す。
　　②年平均乖離率は統計の誤差を表す。
　　③IFS統計₂₀₁₆年 ₃ 月号より，₂₀₁₃年以降の統計を採用

表Ⅰｰ6ｰ2．2011年／2014年の統計作成年による日本のGDPと人口おの誤差の推移
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英　国
GDP

同前年比 英　国
総人口 同前年比 暦年 英　国

GDPph
前年比 米　国

GDPph
前年比

  ₁₂₉.₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₅₀₆₂ ₁.₀₀₀₀ ₁₉₅₀ ₂₅₅ ₁.₀₀₀₀ 1870 ₁.₀₀₀₀
  ₁₄₄.₇ ₁.₁₁₉₁ ₀.₅₀₅₆ ₀.₉₉₈₈ ₁₉₅₁ ₂₈₆ ₁.₁₂₀₄ 2122 ₁.₁₃₄₇
  156.9 ₁.₀₈₄₃ 0.5072 ₁.₀₀₃₂ 1952 309 1.0809 2194 1.0339
  ₁₆₉　 ₁.₀₇₇₁ ₀.₅₀₈₆ ₁.₀₀₂₈ ₁₉₅₃ ₃₃₂ ₁.₀₇₄₂ 2276 ₁.₀₃₇₄
  ₁₇₈.₂ ₁.₀₅₄₄ ₀.₅₁₉₅ ₁.₀₂₁₄ ₁₉₅₄ ₃₄₃ ₁.₀₃₂₃ 2236 ₀.₉₈₂₂
  ₁₉₁.₈ ₁.₀₇₆₃ ₀.₅₁₂ ₀.₉₈₅₆ ₁₉₅₅ ₃₇₅ ₁.₀₉₂₁ 2394 ₁.₀₇₀₉
  ₂₀₇.₄ ₁.₀₈₁₃ ₀.₅₁₄₁ ₁.₀₀₄₁ ₁₉₅₆ ₄₀₃ ₁.₀₇₆₉ 2478 ₁.₀₃₄₈
  ₂₁₉.₃ ₁.₀₅₇₄ ₀.₅₁₆₃ ₁.₀₀₄₃ ₁₉₅₇ ₄₂₅ ₁.₀₅₂₉ 2561 ₁.₀₃₃₇
  ₂₂₈.₄ ₁.₀₄₁₅ ₀.₅₁₈₄ ₁.₀₀₄₁ ₁₉₅₈ ₄₄₁ ₁.₀₃₇₃ 2554 ₀.₉₉₇₀
  ₂₄₀.₅ ₁.₀₅₃₀ ₀.₅₂₃₁ ₁.₀₀₉₁ ₁₉₅₉ ₄₆₀ ₁.₀₄₃₅ 2722 ₁.₀₆₅₈
  ₂₅₅　 ₁.₀₆₀₃ ₀.₅₂₃₅ ₁.₀₀₀₈ ₁₉₆₀ ₄₈₇ ₁.₀₅₉₅ 2787 ₁.₀₂₃₉
  ₂₇₂.₄ ₁.₀₆₈₂ ₀.₅₂₈₁ ₁.₀₀₈₈ ₁₉₆₁ ₅₁₆ ₁.₀₅₈₉ 2832 ₁.₀₁₆₂
  ₂₈₅.₂ ₁.₀₄₇₀ ₀.₅₃₂₇ ₁.₀₀₈₇ ₁₉₆₂ ₅₃₅ ₁.₀₃₇₉ 3003 ₁.₀₆₀₄
  ₃₀₃.₄ ₁.₀₆₃₈ ₀.₅₃₅₄ ₁.₀₀₅₁ ₁₉₆₃ ₅₆₇ ₁.₀₅₈₅ 3124 ₁.₀₄₀₁
  ₃₃₁.₃ ₁.₀₉₂₀ ₀.₅₃₈₅ ₁.₀₀₅₈ ₁₉₆₄ ₆₁₅ ₁.₀₈₅₇ 3290 ₁.₀₅₃₄
  ₃₅₆.₁ ₁.₀₇₄₉ ₀.₅₄₁₈ ₁.₀₀₆₁ ₁₀₆₅ ₆₅₇ ₁.₀₆₈₃ 3517 ₁.₀₆₈₉
  ₃₇₉.₈ ₁.₀₆₆₆ ₀.₅₄₅ ₁.₀₀₅₉ ₁₉₆₆ ₆₉₇ ₁.₀₆₀₃ 3810 ₁.₀₈₃₁
  ₄₀₁.₂ ₁.₀₅₆₃ ₀.₅₄₈ ₁.₀₀₅₅ ₁₉₆₇ ₇₃₂ ₁.₀₅₀₆ 3985 ₁.₀₄₆₀
  ₄₃₃.₂ ₁.₀₇₉₈ ₀.₅₅₀₅ ₁.₀₀₄₆ ₁₉₆₈ ₇₈₇ ₁.₀₇₄₉ 4303 ₁.₀₇₉₉
  ₄₆₃.₉ ₁.₀₇₀₉ ₀.₅₅₂₇ ₁.₀₀₄₀ ₁₉₆₉ ₈₃₉ ₁.₀₆₆₆ 4594 ₁.₀₆₇₆
  ₅₀₉.₈ ₁.₀₉₈₉ ₀.₅₅₄₂ ₁.₀₀₂₇ ₁₉₇₀ ₉₂₀ ₁.₀₉₆₀ 4773 ₁.₀₃₈₉
  ₅₇₃.₇ ₁.₁₂₅₃ ₀.₅₅₆₁ ₁.₀₀₃₄ ₁₉₇₁ ₁₀₃₂ ₁.₁₂₁₅ 5451 ₁.₁₄₂₁
  ₆₄₂.₆ ₁.₁₂₀₁ ₀.₅₅₇₉ ₁.₀₀₃₂ ₁₉₇₂ ₁₁₅₂ ₁.₁₁₆₅ 5939 ₁.₀₈₉₆
  739.9 1.1514 0.5591 1.0022 1973 1323 1.1489 6585 1.1087
  ₈₃₆.₁ ₁.₁₃₀₀ ₀.₅₅₉₃ ₁.₀₀₀₄ ₁₉₇₄ ₁₄₉₅ ₁.₁₂₉₆ 7019 ₁.₀₆₅₉
 ₁₀₅₅　 ₁.₂₆₁₈ ₀.₅₅₈₉ ₀.₉₉₉₃ ₁₉₇₅ ₁₈₈₈ ₁.₂₆₂₇ 7571 ₁.₀₇₈₇
 ₁₂₄₉.₂ ₁.₁₈₄₁ ₀.₅₅₈₉ ₁.₀₀₀₀ ₁₉₇₆ ₂₂₃₅ ₁.₁₈₄₁ 8365 ₁.₁₀₄₈
 ₁₄₅₄.₈ ₁.₁₆₄₆ ₀.₅₅₈₅ ₀.₉₉₉₃ ₁₉₇₇ ₂₆₀₅ ₁.₁₆₅₄ 9224 ₁.₁₀₂₆
 ₁₆₇₈.₁ ₁.₁₅₃₅ ₀.₅₅₈₄ ₀.₉₉₉₈ ₁₉₇₈ ₃₀₀₅ ₁.₁₅₃₇ 10314 ₁.₁₁₈₃
 ₁₉₇₄.₂ ₁.₁₇₆₄ ₀.₅₅₈₈ ₁.₀₀₀₇ ₁₉₇₉ ₃₅₃₃ ₁.₁₇₅₆ 11403 ₁.₁₀₅₆
 ₂₃₀₅.₃ ₁.₁₆₇₇ ₀.₅₆₃₃ ₁.₀₀₈₁ ₁₉₈₀ ₄₀₉₂ ₁.₁₅₈₄ 12274 ₁.₀₇₆₄
 ₂₅₃₂.₅ ₁.₀₉₈₆ ₀.₅₆₃₅ ₁.₀₀₀₄ ₁₉₈₁ ₄₄₉₄ ₁.₀₉₈₂ 13618 ₁.₁₀₉₅
 ₂₇₆₉.₄ ₁.₀₉₃₅ ₀.₅₆₃₁ ₀.₉₉₉₃ ₁₉₈₂ ₄₉₁₈ ₁.₀₉₄₃ 14038 ₁.₀₃₀₈
 ₃₀₂₆.₂ ₁.₀₉₂₇ ₀.₅₆₃₅ ₁.₀₀₀₇ ₁₉₈₃ ₅₃₇₀ ₁.₀₉₂₀ 15087 ₁.₀₇₄₇
 ₃₂₄₁.₅ ₁.₀₇₁₁ ₀.₅₆₅₁ ₁.₀₀₂₈ ₁₉₈₄ ₅₇₃₆ ₁.₀₆₈₁ 16638 ₁.₁₀₂₈
 3553.5 1.0963 0.5668 1.0030 1985 6269 1.0930 17665 1.0618
 ₃₈₁₈.₂ ₁.₀₇₄₅ ₀.₅₆₈₅ ₁.₀₀₃₀ ₁₉₈₆ ₆₇₁₆ ₁.₀₇₁₃ 18501 ₁.₀₄₇₃
 ₄₁₉₄.₆ ₁.₀₉₈₆ ₀.₅₇₀₁ ₁.₀₀₂₈ ₁₉₈₇ ₇₃₅₈ ₁.₀₉₅₅ 19529 ₁.₀₅₅₆
 ₄₆₇₇.₆ ₁.₁₁₅₁ ₀.₅₇₁₆ ₁.₀₀₂₆ ₁₉₈₈ ₈₁₈₃ ₁.₁₁₂₂ 20845 ₁.₀₆₇₄

表Ⅱｰ1．英国の GDP，人口，GDPphおよびその前年比伸び率の推移
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 ₅₁₃₂.₈ ₁.₀₉₇₃ ₀.₅₇₃₆ ₁.₀₀₃₅ ₁₉₈₉ ₈₉₄₈ ₁.₀₉₃₅ 22193 ₁.₀₆₄₆
 ₅₅₆₂.₂ ₁.₀₈₃₇ ₀.₅₇₅₆ ₁.₀₀₃₅ ₁₉₉₀ ₉₆₆₃ ₁.₀₇₉₉ 23217 ₁.₀₄₆₂
 ₅₈₄₅.₄ ₁.₀₅₀₉ ₀.₅₇₈₁ ₁.₀₀₄₃ ₁₉₉₁ ₁₀₁₁₁ ₁.₀₄₆₄ 23166 ₀.₉₉₇₈
 ₆₀₈₁.₇ ₁.₀₄₀₄ ₀.₅₈₀₁ ₁.₀₀₃₅ ₁₉₉₂ ₁₀₄₈₄ ₁.₀₃₆₈ 24193 ₁.₀₄₄₃
 ₆₃₉₃.₆ ₁.₀₅₁₃ ₀.₅₈₁₉ ₁.₀₀₃₁ ₁₉₉₃ ₁₀₉₈₇ ₁.₀₄₈₀ 25154 ₁.₀₃₉₇
 ₆₇₇₅.₉ ₁.₀₅₉₈ ₀.₅₈₃₉ ₁.₀₀₃₄ ₁₉₉₄ ₁₁₆₀₅ ₁.₀₅₆₂ 26422 ₁.₀₅₀₄
 ₇₁₃₉.₈ ₁.₀₅₃₇ ₀.₅₈₆₁ ₁.₀₀₃₈ 1995 ₁₂₁₈₂ ₁.₀₄₉₇ 27414 ₁.₀₃₇₆
 ₇₅₆₀.₆ ₁.₀₅₈₉ ₀.₅₈₈ ₁.₀₀₃₂ ₁₉₉₆ ₁₂₈₅₈ ₁.₀₅₅₅ 28628 ₁.₀₄₄₃
 ₈₀₅₄ ₁.₀₆₅₃ ₀.₅₉₀₁ ₁.₀₀₃₆ ₁₉₉₇ ₁₃₆₄₉ ₁.₀₆₁₅ 30083 ₁.₀₅₀₈
 8516.5 ₁.₀₅₇₄ 0.5924 1.0039 1998 ₁₄₃₇₆ 1.0533 31285 1.0399
 9287.3 ₁.₀₉₀₅ 0.5870 ₀.₉₉₀₉ 1999 ₁₅₈₂₂ 1.1005 32874 1.0508
 9765.3 ₁.₀₅₁₅ 0.5891 ₁.₀₀₃₆ ₂₀₀₀ ₁₆₅₇₇ ₁.₀₄₇₇ 35227 ₁.₀₇₁₆
10218.3 ₁.₀₄₆₄ 0.5914 ₁.₀₀₃₉ ₂₀₀₁ ₁₇₂₇₈ ₁.₀₄₂₃ 35774 ₁.₀₁₅₆
10755.6 ₁.₀₅₂₆ 0.5939 ₁.₀₀₄₂ ₂₀₀₂ ₁₈₁₁₀ ₁.₀₄₈₂ 36663 ₁.₀₂₄₉
11905.3 ₁.₁₀₆₉ 0.5967 ₁.₀₀₄₇ ₂₀₀₃ ₁₉₉₅₂ ₁.₁₀₁₇ 38044 ₁.₀₃₇₆
12551.9 ₁.₀₅₄₃ 0.5996 ₁.₀₀₄₉ ₁₂₅₅₁.₉ ₂₀₉₃₄ ₁.₀₄₉₂ 40114 ₁.₀₅₄₄
13266.6 ₁.₀₅₆₉ 0.6026 ₁.₀₀₅₀ 2005 ₂₂₀₁₆ ₁.₀₅₁₇ 42335 ₁.₀₅₅₄
14037.3 ₁.₀₅₈₁ 0.6058 ₁.₀₀₅₃ 2006 ₂₃₁₇₂ ₁.₀₅₂₅ 44451 ₁.₀₅₀₀
14809.6 ₁.₀₅₅₀ 0.6090 ₁.₀₀₅₃ 2007 ₂₄₃₁₈ ₁.₀₄₉₅ 45431 ₁.₀₂₂₀
15186.3 ₁.₀₂₅₄ 0.6123 ₁.₀₀₅₄ ₂₀₀₈ ₂₄₈₀₂ ₁.₀₁₉₉ 46604 ₁.₀₂₅₈
14821.4 ₀.₉₇₆₀ 0.6157 ₁.₀₀₅₆ ₂₀₀₉ ₂₄₀₇₂ ₀.₉₇₀₆ 45151 ₀.₉₆₈₈
15583.7 ₁.₀₅₁₄ 0.6207 ₁.₀₀₈₁ 2010 ₂₅₁₀₇ ₁.₀₄₃₀ 47924 ₁.₀₆₁₄
16176.8 ₁.₀₃₈₁ 0.6243 ₁.₀₀₅₈ 2011 ₂₅₉₁₂ ₁.₀₃₂₁ 49277 ₁.₀₂₈₂
16553.8 ₁.₀₂₃₃ 0.6278 ₁.₀₀₅₆ 2012 ₂₆₃₆₈ ₁.₀₁₇₆ 50906 ₁.₀₃₃₁
17131.2 ₁.₀₃₄₉ 0.6314 ₁.₀₀₅₇ 2013 ₂₇₁₃₂ ₁.₀₂₉₀ 52392 ₁.₀₂₉₂
17914.9 ₁.₀₄₅₇ 0.6349 ₁.₀₀₅₅ ₂₀₁₄ ₂₈₂₁₇ ₁.₀₄₀₀ ₅₃,₉₉₉ ₁.₀₃₀₇

₁.₀₈₁₇ ₁.₀₀₃₆ 52―12
平均乖離率

₁.₀₇₈₀ ₁.₀₅₄₀

₁.₀₈₅₉ ₁.₀₀₃₀ 73―12
平均乖離率

₁.₀₈₂₈ ₁.₀₅₅₇

₁.₁₄₁₇ ₁.₀₀₁₂ 73―85
平均乖離率

₁.₁₄₀₃ ₁.₀₈₇₇

₁.₀₆₉₈ ₁.₀₀₃₄ 86―98
平均乖離率

₁.₀₆₆₁ ₁.₀₄₅₁

₁.₀₄₉₀ ₁.₀₀₄₂ 99―12
平均乖離率

₁.₀₄₄₇ ₁.₀₃₅₇

₁.₀₃₂₈ ₁.₀₀₅₉ 06―13
平均乖離率

₁.₀₂₆₈ ₁.₀₂₇₃

出所：① IFS統計 yearbook₁₉₇₉版より₁₉₅₀－₁₉₇₀年までの統計を採用
　　　② IFS統計 yearbook₂₀₀₁版より₁₉₇₁－₁₉₉₈年までの統計を採用
　　　③ IFS統計₂₀₁₁年 yeabookより₁₉₉₉－₂₀₀₉年までの統計を採用
　　　④ IFS統計₂₀₁₄yeabuukより₂₀₁₀ー₂₀₁₃までの統計を採用
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（£/$）
GDPpp

前年比
乖離率 （£/$）fxr

前年比
乖離率

（£/$）
fxr/GDPpp

（$/£）fxr
（$/£）
GDPpp

₁₉₅₀ 0.1366 ₀.₃₅₇₁ 2.6151 ₂.₈₀₀₀ ₇.₃₂₂₃
₁₉₅₁ 0.1349 ₀.₃₅₇₁ 2.6484 ₂.₈₀₀₀ ₇.₄₁₅₅
1952 0.1410 1.0000 0.3571 1.0000 2.5333 2.8000 7.0931
₁₉₅₃ 0.1460 1.0355 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 2.4465 ₂.₈₀₀₀ ₆.₈₅₀₁
₁₉₅₄ 0.1534 1.0510 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 2.3278 ₂.₈₀₀₀ ₆.₅₁₇₉
₁₉₅₅ 0.1565 1.0197 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 2.2827 ₂.₈₀₀₀ ₆.₃₉₁₇
₁₉₅₆ 0.1628 1.0407 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 2.1935 ₂.₈₀₀₀ ₆.₁₄₁₉
₁₉₅₇ 0.1658 1.0185 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 2.1536 ₂.₈₀₀₀ ₆.₀₃₀₂
₁₉₅₈ 0.1725 1.0404 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 2.0701 ₂.₈₀₀₀ ₅.₇₉₆₃
₁₉₅₉ 0.1689 0.9791 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 2.1142 ₂.₈₀₀₀ ₅.₉₁₉₈
₁₉₆₀ 0.1748 1.0348 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 2.0432 ₂.₈₀₀₀ ₅.₇₂₀₉
₁₉₆₁ 0.1821 1.0420 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 1.9608 ₂.₈₀₀₀ ₅.₄₉₀₃
₁₉₆₂ 0.1783 0.9788 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 2.0033 ₂.₈₀₀₀ ₅.₆₀₉₂
₁₉₆₃ 0.1814 1.0176 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 1.9686 ₂.₈₀₀₀ ₅.₅₁₂₀
₁₉₆₄ 0.1870 1.0306 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 1.9101 ₂.₈₀₀₀ ₅.₃₄₈₃
₁₀₆₅ 0.1869 0.9994 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 1.9112 ₂.₈₀₀₀ ₅.₃₅₁₄
₁₉₆₆ 0.1829 0.9789 ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀ 1.9523 ₂.₈₀₀₀ ₅.₄₆₆₅
₁₉₆₇ 0.1837 1.0044 ₀.₃₆₁₄ ₁.₀₁₂₀ 1.9672 ₂.₇₆₆₇ ₅.₄₄₂₇
₁₉₆₈ 0.1829 0.9953 ₀.₄₁₆₇ ₁.₁₅₂₈ 2.2785 ₂.₄₀₀₀ ₅.₄₆₈₄
₁₉₆₉ 0.1827 0.9991 ₀.₄₁₆₇ ₁.₀₀₀₀ 2.2805 ₂.₄₀₀₀ ₅.₄₇₃₃
₁₉₇₀ 0.1927 1.0550 ₀.₄₁₁₉ ₀.₉₈₈₅ 2.1368 ₂.₄₂₈₀ ₅.₁₈₈₂
₁₉₇₁ 0.1893 0.9819 ₀.₄₁₀₈ ₀.₉₉₇₄ 2.1704 ₂.₄₃₄₄ ₅.₂₈₃₆
₁₉₇₂ 0.1939 1.0247 ₀.₃₉₈₇ ₀.₉₇₀₆ 2.0559 ₂.₅₀₈₁ ₅.₁₅₆₄
1973 0.2010 1.0363 0.4078 ₁.₀₂₂₈ 2.0291 2.4522 4.9757
₁₉₇₄ 0.2130 1.0597 ₀.₄₂₇₅ ₁.₀₄₈₄ 2.0074 ₂.₃₃₉₀ ₄.₆₉₅₂
₁₉₇₅ 0.2493 1.1706 ₀.₄₅₀₁ ₁.₀₅₂₈ 1.8053 ₂.₂₂₁₈ ₄.₀₁₁₁
₁₉₇₆ 0.2672 1.0717 ₀.₅₅₃₆ ₁.₂₃₀₁ 2.0721 ₁.₈₀₆₂ ₃.₇₄₂₅
₁₉₇₇ 0.2824 1.0569 ₀.₅₇₂₉ ₁.₀₃₄₈ 2.0286 ₁.₇₄₅₅ ₃.₅₄₀₉
₁₉₇₈ 0.2914 1.0317 ₀.₅₂₁₀ ₀.₉₀₉₄ 1.7881 ₁.₉₁₉₅ ₃.₄₃₂₂
₁₉₇₉ 0.3098 1.0634 ₀.₄₇₁₃ ₀.₉₀₄₇ 1.5213 ₂.₁₂₁₆ ₃.₂₂₇₇
₁₉₈₀ 0.3334 1.0762 ₀.₄₂₉₉ ₀.₉₁₂₀ 1.2893 ₂.₃₂₆₃ ₂.₉₉₉₂
₁₉₈₁ 0.3300 0.9898 ₀.₄₉₃₁ ₁.₁₄₇₁ 1.4942 ₂.₀₂₇₉ ₃.₀₃₀₁
₁₉₈₂ 0.3503 1.0616 ₀.₅₇₁₃ ₁.₁₅₈₅ 1.6306 ₁.₇₅₀₅ ₂.₈₅₄₃
₁₉₈₃ 0.3560 1.0160 ₀.₆₅₉₂ ₁.₁₅₃₉ 1.8519 ₁.₅₁₇₀ ₂.₈₀₉₃
₁₉₈₄ 0.3448 0.9686 ₀.₇₄₈₃ ₁.₁₃₅₂ 2.1706 ₁.₃₃₆₃ ₂.₉₀₀₅
1985 0.3549 1.0294 0.7714 ₁.₀₃₀₉ 2.1736 1.2963 2.8177
₁₉₈₆ 0.3630 1.0229 ₀.₆₈₁₇ ₀.₈₈₃₆ 1.8778 ₁.₄₆₇₀ ₂.₇₅₄₇

表Ⅱｰ2．英国のGDPpp，fxr並びにその前年比および fxr/GDPppの乖離率の推移
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₁₉₈₇ 0.3767 1.0378 ₀.₆₁₀₂ ₀.₈₉₅₁ 1.6196 ₁.₆₃₈₉ ₂.₆₅₄₃
₁₉₈₈ 0.3926 1.0420 ₀.₅₆₁₄ ₀.₉₂₀₀ 1.4299 ₁.₇₈₁₄ ₂.₅₄₇₃
₁₉₈₉ 0.4032 1.0271 ₀.₆₀₉₉ ₁.₀₈₆₄ 1.5125 ₁.₆₃₉₇ ₂.₄₈₀₁
₁₉₉₀ 0.4162 1.0322 ₀.₅₆₀₃ ₀.₉₁₈₈ 1.3462 ₁.₇₈₄₇ ₂.₄₀₂₆
₁₉₉₁ 0.4365 1.0487 ₀.₅₆₅₂ ₁.₀₀₈₆ 1.2949 ₁.₇₆₉₄ ₂.₂₉₁₁
₁₉₉₂ 0.4333 0.9929 ₀.₅₆₆₄ ₁.₀₀₂₂ 1.3071 ₁.₇₆₅₅ ₂.₃₀₇₆
₁₉₉₃ 0.4368 1.0080 ₀.₆₆₅₈ ₁.₁₇₅₄ 1.5242 ₁.₅₀₂₀ ₂.₂₈₉₃
₁₉₉₄ 0.4392 1.0055 ₀.₆₅₂₉ ₀.₉₈₀₇ 1.4866 ₁.₅₃₁₆ ₂.₂₇₆₈
1995 0.4444 1.0117 ₀.₆₃₃₅ ₀.₉₇₀₃ 1.4257 ₁.₅₇₈₅ ₂.₂₅₀₄
₁₉₉₆ 0.4491 1.0108 ₀.₆₄₀₃ ₁.₀₁₀₈ 1.4257 ₁.₅₆₁₇ ₂.₂₂₆₅
₁₉₉₇ 0.4537 1.0101 ₀.₆₁₀₆ ₀.₉₅₃₆ 1.3459 ₁.₆₃₇₇ ₂.₂₀₄₁
1998 0.4595 1.0129 0.6037 ₀.₉₈₈₇ 1.3138 ₁.₆₅₆₄ ₂.₁₇₆₁
1999 0.4813 1.0473 0.6180 ₁.₀₂₃₆ 1.2840 1.6182 2.0778
₂₀₀₀ 0.4706 0.9777 0.6596 ₁.₀₆₇₃ 1.4017 ₁.₅₁₆₁ ₂.₁₂₅₁
₂₀₀₁ 0.4830 1.0264 0.6944 ₁.₀₅₂₈ 1.4377 ₁.₄₄₀₁ ₂.₀₇₀₅
₂₀₀₂ 0.4940 1.0227 0.6661 ₀.₉₅₉₂ 1.3485 ₁.₅₀₁₃ ₂.₀₂₄₅
₂₀₀₃ 0.5244 1.0617 0.6118 ₀.₉₁₈₆ 1.1666 ₁.₆₃₄₄ ₁.₉₀₆₈
₂₀₀₄ 0.5219 0.9951 0.5459 ₀.₈₉₂₂ 1.0461 ₁.₈₃₁₈ ₁.₉₁₆₂
2005 0.5200 0.9965 0.5493 ₁.₀₀₆₃ 1.0563 ₁.₈₂₀₄ ₁.₉₂₃₀
2006 0.5213 1.0024 0.5427 ₀.₉₈₈₀ 1.0411 1.8426 ₁.₉₁₈₄
2007 0.5353 1.0268 0.4996 ₀.₉₂₀₅ 0.9333 2.0017 ₁.₈₆₈₂
₂₀₀₈ 0.5322 0.9942 0.5396 ₁.₀₈₀₁ 1.0139 ₁.₈₅₃₂ ₁.₈₇₉₀
₂₀₀₉ 0.5332 1.0018 0.6392 ₁.₁₈₄₅ 1.1989 ₁.₅₆₄₅ ₁.₈₇₅₆
2010 0.5239 0.9826 0.6468 ₁.₀₁₁₉ 1.2346 1.5461 ₁.₉₀₈₈
2011 0.5258 1.0037 0.6236 ₀.₉₆₄₁ 1.1859 ₁.₆₀₃₆ ₁.₉₀₁₇
2012 0.5180 0.9850 0.6308 ₁.₀₁₁₅ 1.2178 1.5853 ₁.₉₃₀₆
2013 0.5179 0.9998 0.6392 ₁.₀₁₃₃ 1.2343 1.5645 ₁.₉₃₁₀
₂₀₁₄ 0.5225 1.0090 0.6070 ₀.₉₄₉₇ 1.1616 1.6474 ₁.₉₁₃₇

52‐12平均
乖離率

1.0221 － 1.7065

73‐12平均
乖離率

1.0255 1.0154 1.4835

73‐85平均
乖離率

1.0486 1.0570 1.8355

86‐98平均
乖離率

1.0262 0.9842 1.4546

99‐12平均
乖離率

1.0089 1.0058 1.1833

06‐13平均
乖離率

0.9996 1.0218 1.1325
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dm・
€GDP

前年比率 人　口 前年比率
dm・

€GDPph
前年比率

米　国
GDPph

₁₉₅₀ 978 1.0000 0.4999 1.0000 1956 1.0000 1870
₁₉₅₁ 1195 1.2219 0.5053 1.0108 2365 1.2088 2122
1952 1365 1.1423 0.5084 1.0061 2685 1.1353 2194
₁₉₅₃ 1470 1.0769 0.5138 1.0106 2861 1.0656 2276
₁₉₅₄ 1582 1.0762 0.5187 1.0095 3050 1.0660 2236
₁₉₅₅ 1808 1.1429 0.5237 1.0096 3452 1.1319 2394
₁₉₅₆ 1990 1.1007 0.53 1.0120 3755 1.0876 2478
₁₉₅₇ 2164 1.0874 0.5365 1.0123 4034 1.0743 2561
₁₉₅₈ 2312 1.0684 0.5428 1.0117 4259 1.0560 2554
₁₉₅₉ 2504 1.0830 0.5488 1.0111 4563 1.0712 2722
₁₉₆₀ 3028 1.2093 0.5542 1.0098 5464 1.1975 2787
₁₉₆₁ 3318 1.0958 0.5623 1.0146 5901 1.0800 2832
₁₉₆₂ 3609 1.0877 0.5684 1.0108 6349 1.0760 3003
₁₉₆₃ 3825 1.0599 0.5745 1.0107 6658 1.0486 3124
₁₉₆₄ 4203 1.0988 0.58 1.0096 7247 1.0884 3290
₁₉₆₅ 4593 1.0928 0.5863 1.0109 7834 1.0810 3517
₁₉₆₆ 4883 1.0631 0.5915 1.0089 8255 1.0538 3810
₁₉₆₇ 4945 1.0127 0.5928 1.0022 8342 1.0105 3985
₁₉₆₈ 5349 1.0817 0.5945 1.0029 8997 1.0786 4303
₁₉₆₉ 6168 1.1531 0.6001 1.0094 10278 1.1424 4594
₁₉₇₀ 6788 1.1005 0.6071 1.0117 11181 1.0878 4773
₁₉₇₁ 7491 1.1036 0.6129 1.0096 12222 1.0931 5451
₁₉₇₂ 8229 1.0985 0.6167 1.0062 13344 1.0917 5939
1973 9174 1.1148 0.6197 1.0049 14804 1.1094 6585
₁₉₇₄ 9851 1.0738 0.6204 1.0011 15878 1.0726 7019
₁₉₇₅ 10277 1.0432 0.6183 0.9966 16621 1.0468 7571
₁₉₇₆ 11175 1.0874 0.6151 0.9948 18168 1.0930 8365
₁₉₇₇ 11942 1.0686 0.614 0.9982 19450 1.0705 9224
₁₉₇₈ 12830 1.0744 0.6131 0.9985 20926 1.0759 10314
₁₉₇₉ 13884 1.0822 0.6144 1.0021 22598 1.0799 11403
₁₉₈₀ 14710 1.0595 0.6154 1.0016 23903 1.0578 12274
₁₉₈₁ 15355 1.0438 0.6166 1.0019 24903 1.0418 13618
₁₉₈₂ 15869 1.0335 0.616 0.9990 25761 1.0345 14038
₁₉₈₃ 16671 1.0505 0.6138 0.9964 27160 1.0543 15087
₁₉₈₄ 17495 1.0494 0.6113 0.9959 28619 1.0537 16638
1985 18260 1.0437 0.6097 0.9974 29949 1.0465 17665
1986 19279 1.0558 0.6101 1.0007 31600 1.0551 18501
₁₉₈₇ 19912 1.0328 0.6109 1.0013 32595 1.0315 19529

表Ⅲｰ1．�1950－1998ドイツマルク，1999－2013年ユーロの GDP，人口，GDPph
の推移
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₁₉₈₈ 20943 1.0518 0.6142 1.0054 34098 1.0461 20845
₁₉₈₉ 22235 1.0617 0.7868 1.2810 28260 0.8288 22193
₁₉₉₀ 24312 1.0934 0.7936 1.0086 30635 1.0840 23217
₁₉₉₁ 29380 1.2085 0.7998 1.0078 36734 1.1991 23166
₁₉₉₂ 31552 1.0739 0.8057 1.0074 39161 1.0661 24193
₁₉₉₃ 32354 1.0254 0.8119 1.0077 39850 1.0176 25154
₁₉₉₄ 33944 1.0491 0.8142 1.0028 41690 1.0462 26422
1995 35230 1.0379 0.8166 1.0029 43142 1.0348 27414
₁₉₉₆ 35860 1.0179 0.819 1.0029 43785 1.0149 28628
₁₉₉₇ 36666 1.0225 0.8206 1.0020 44682 ₁.₀₂₀₅ 30083
₁₉₉₈ 37842 1.0321 0.8202 0.9995 46138 1.0326 31285
1999 62606 1.0000 2.9136 1.0000 21488 1.0000 32874
₂₀₀₀ 65890 ₁.₀₅₂₅ 2.9235 1.0034 22538 ₁.₀₄₈₉ 35227
₂₀₀₁ 70195 ₁.₀₆₅₃ ₃.₀₆₃ 1.0477 22917 ₁.₀₁₆₈ 35774
₂₀₀₂ ₇₂₆₀₄ ₁.₀₃₄₃ ₃.₀₈₀₇ 1.0058 23567 ₁.₀₂₈₄ 36663
₂₀₀₃ ₇₄₇₁₂ ₁.₀₂₉₀ ₃.₁ 1.0063 24101 ₁.₀₂₂₆ 38044
₂₀₀₄ ₇₇₆₀₀ ₁.₀₃₈₇ ₃.₁₁₉₇ 1.0064 24874 ₁.₀₃₂₁ 40114
2005 ₈₀₄₃₃ ₁.₀₃₆₅ ₃.₁₃₈₉ 1.0062 25625 ₁.₀₃₀₂ 42335
2006 ₈₄₅₉₇ ₁.₀₅₁₈ ₃.₀₇₂₄ 0.9788 27535 ₁.₀₇₄₅ 44451
₂₀₀₇ ₈₉₄₂₅ ₁.₀₅₇₁ ₃.₁₉₀₇ 1.0385 28027 ₁.₀₁₇₉ 45431
2008 91560 1.0239 3.2199 1.0092 28436 1.0146 46604
₂₀₀₉ ₈₉₀₄₉ ₀.₉₇₂₆ ₃.₃₄₇₄ 1.0396 26602 ₀.₉₃₅₅ 45151
2010 ₉₁₄₅₂ ₁.₀₂₇₀ ₃.₂₉₀₉ 0.9831 27789 ₁.₀₄₄₆ 47924
2011 ₉₄₁₉₇ ₁.₀₃₀₀ ₃.₃₂₃₁ 1.0098 28346 ₁.₀₂₀₀ 49277
2012 94841 1.0068 3.3319 1.0026 28465 1.0042 50906
2013 95801 ₁.₀₁₀₁ 3.3464 1.0044 28628 1.0057 52392
2014 － � － － － － －
52‐12年
均乖離率

1.0664 1.0108 1.0561

73‐12
平均乖離率

1.0503 1.0114 1.0401

73‐85
平均乖離率

1.0635 0.9991 1.0644

86‐98
平均乖離率

1.0587 1.0254 1.0367

99‐12
平均乖離率

1.0304 1.0098 1.0207

06‐13
平均乖離率

1.0182 1.0088 1.0146

出所：①IFS統計 yearbook₁₉₇₉版より₁₉₅₀－₁₉₇₀年までの統計を採用
　　　②IFS統計 yearbook₂₀₀₁版より₁₉₇₁－₁₉₉₈年までの統計を採用
　　　③IFS統計₂₀₁₁年 yeabookより₁₉₉₉－₂₀₁₁年までの統計を採用
　　　④IFS統計₂₀₁₅yeabuukより₂₀₀₂－₂₀₁₄までの統計を採用
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（mr・€/$）
GDPpp

（$/mr・€）
GDPpp

（mr・€/$）
fxr

（$/mr・€）
fxr

（mr・€/$）
fxr/GDPpp

₁₉₅₀ 1.0460 ₀.₉₅₆₀ 4.1950 ₀.₂₃₈₄ 4.0105
₁₉₅₁ 1.1143 ₀.₈₉₇₄ 4.1950 ₀.₂₃₈₄ 3.7646
1952 1.2236 ₀.₈₁₇₂ 4.2000 ₀.₂₃₈₁ 3.4324
₁₉₅₃ 1.2569 ₀.₇₉₅₆ 4.2000 ₀.₂₃₈₁ 3.3414
₁₉₅₄ 1.3641 ₀.₇₃₃₁ 4.2000 ₀.₂₃₈₁ 3.0789
₁₉₅₅ 1.4419 ₀.₆₉₃₆ 4.2000 ₀.₂₃₈₁ 2.9129
₁₉₅₆ 1.5153 ₀.₆₅₉₉ 4.2000 ₀.₂₃₈₁ 2.7716
₁₉₅₇ 1.5748 ₀.₆₃₅₀ 4.2000 ₀.₂₃₈₁ 2.6670
₁₉₅₈ 1.6679 ₀.₅₉₉₆ 4.2000 ₀.₂₃₈₁ 2.5181
₁₉₅₉ 1.6764 ₀.₅₉₆₅ 4.2000 ₀.₂₃₈₁ 2.5054
₁₉₆₀ 1.9606 ₀.₅₁₀₀ 4.2000 ₀.₂₃₈₁ 2.1421
₁₉₆₁ 2.0836 ₀.₄₇₉₉ 4.0333 ₀.₂₄₇₉ 1.9357
₁₉₆₂ 2.1143 ₀.₄₇₃₀ 4.0000 ₀.₂₅₀₀ 1.8919
₁₉₆₃ 2.1315 ₀.₄₆₉₁ 4.0000 ₀.₂₅₀₀ 1.8766
₁₉₆₄ 2.2023 ₀.₄₅₄₁ 4.0000 ₀.₂₅₀₀ 1.8163
₁₉₆₅ 2.2273 ₀.₄₄₉₀ 4.0000 ₀.₂₅₀₀ 1.7959
₁₉₆₆ 2.1670 ₀.₄₆₁₅ 4.0000 ₀.₂₅₀₀ 1.8459
1967 2.0934 ₀.₄₇₇₇ 4.0000 ₀.₂₅₀₀ 1.9107
₁₉₆₈ 2.0909 ₀.₄₇₈₃ 4.0000 ₀.₂₅₀₀ 1.9131
₁₉₆₉ 2.2374 ₀.₄₄₇₀ 3.9433 ₀.₂₅₃₆ 1.7625
₁₉₇₀ 2.3428 ₀.₄₂₆₈ 3.6600 ₀.₂₇₃₂ 1.5622
₁₉₇₁ 2.2423 ₀.₄₄₆₀ 3.5074 ₀.₂₈₅₁ 1.5642
₁₉₇₂ 2.2467 ₀.₄₄₅₁ 3.1886 ₀.₃₁₃₆ 1.4192
1973 2.2482 0.4448 2.6726 ₀.₃₇₄₂ 1.1888
₁₉₇₄ 2.2622 ₀.₄₄₂₀ 2.5878 ₀.₃₈₆₄ 1.1439
₁₉₇₅ 2.1953 ₀.₄₅₅₅ 2.4603 ₀.₄₀₆₅ 1.1207
₁₉₇₆ 2.1719 ₀.₄₆₀₄ 2.5180 ₀.₃₉₇₁ 1.1594
₁₉₇₇ 2.1087 ₀.₄₇₄₂ 2.3222 ₀.₄₃₀₆ 1.1013
₁₉₇₈ 2.0288 ₀.₄₉₂₉ 2.0086 ₀.₄₉₇₉ 0.9900
₁₉₇₉ 1.9817 ₀.₅₀₄₆ 1.8329 ₀.₅₄₅₆ 0.9249
₁₉₈₀ 1.9474 ₀.₅₁₃₅ 1.8177 ₀.₅₅₀₁ 0.9334
₁₉₈₁ 1.8287 ₀.₅₄₆₈ 2.2600 ₀.₄₄₂₅ 1.2359
₁₉₈₂ 1.8351 ₀.₅₄₄₉ 2.4266 ₀.₄₁₂₁ 1.3223
₁₉₈₃ 1.8002 ₀.₅₅₅₅ 2.5533 ₀.₃₉₁₇ 1.4183
₁₉₈₄ 1.7201 ₀.₅₈₁₄ 2.8459 ₀.₃₅₁₄ 1.6545
1985 1.6954 0.5898 2.9440 ₀.₃₃₉₇ 1.7365
1986 1.7080 ₀.₅₈₅₅ 2.1715 ₀.₄₆₀₅ 1.2714

表Ⅲｰ2．�1950－1998ドイツマルク，1999－2013年ユーロの fxr，GDPppおよびそ
の CRSrの推移
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₁₉₈₇ 1.6690 ₀.₅₉₉₂ 1.7974 ₀.₅₅₆₄ 1.0769
₁₉₈₈ 1.6358 ₀.₆₁₁₃ 1.7562 ₀.₅₆₉₄ 1.0736
₁₉₈₉ 1.2734 ₀.₇₈₅₃ 1.8800 ₀.₅₃₁₉ 1.4764
₁₉₉₀ 1.3195 ₀.₇₅₇₉ 1.6157 ₀.₆₁₈₉ 1.2245
₁₉₉₁ 1.5857 ₀.₆₃₀₆ 1.6595 ₀.₆₀₂₆ 1.0466
₁₉₉₂ 1.6187 ₀.₆₁₇₈ 1.5617 ₀.₆₄₀₃ 0.9648
₁₉₉₃ 1.5843 ₀.₆₃₁₂ 1.6533 ₀.₆₀₄₉ 1.0436
₁₉₉₄ 1.5779 ₀.₆₃₃₈ 1.6228 ₀.₆₁₆₂ 1.0285
1995 1.5737 ₀.₆₃₅₄ 1.4331 ₀.₆₉₇₈ 0.9106
₁₉₉₆ 1.5294 ₀.₆₅₃₈ 1.5048 ₀.₆₆₄₅ 0.9839
₁₉₉₇ 1.4853 ₀.₆₇₃₃ 1.7341 ₀.₅₇₆₇ 1.1675
₁₉₉₈ 1.4748 ₀.₆₇₈₁ 1.7597 ₀.₅₆₈₃ 1.1932
1999 0.6536 1.5299 0.9386 ₁.₀₆₅₄ 1.4360
₂₀₀₀ 0.6398 ₁.₅₆₃₀ 1.0854 ₀.₉₂₁₃ 1.6965
₂₀₀₁ 0.6406 ₁.₅₇₁₈ 1.1175 ₀.₈₉₄₉ 1.7445
₂₀₀₂ 0.6428 ₁.₆₁₅₁ 1.0626 ₀.₉₄₁₁ 1.6531
₂₀₀₃ 0.6335 ₁.₆₃₉₉ 0.8860 ₁.₁₂₈₇ 1.3986
₂₀₀₄ 0.6201 ₁.₆₇₈₄ 0.8054 ₁.₂₄₁₆ 1.2989
2005 0.6053 ₁.₆₈₈₁ 0.8041 ₁.₂₄₃₆ 1.3285
2006 0.6194 ₁.₆₄₆₄ 0.7971 ₁.₂₅₄₅ 1.2868
₂₀₀₇ 0.6169 ₁.₆₇₃₈ 0.7306 ₁.₃₆₈₇ 1.1843
2008 0.6102 1.6609 0.6827 ₁.₄₆₄₈ 1.1189
₂₀₀₉ 0.5892 ₁.₇₅₁₂ 0.7198 ₁.₃₈₉₃ 1.2217
2010 0.5799 ₁.₇₂₃₉ 0.7550 ₁.₃₂₄₅ 1.3020
2011 0.5752 ₁.₇₄₀₂ 0.7194 ₁.₃₉₀₀ 1.2506
2012 0.5592 1.7974 0.7783 1.2849 1.3919
2013 0.5464 1.7974 0.7532 ₁.₃₂₇₇ 1.3784
2014 － － 0.7537 ₁.₃₂₆₈ －
52‐12年
均乖離率

1.5460 － 1.5798

73‐12
平均乖離率

1.3611 1.6321 1.1689

73‐85
平均乖離率

1.9864 2.4038 1.2254

86‐98
平均乖離率

1.5412 1.7038 1.1124

99‐12
平均乖離率

0.6133 0.8488 1.3794

06‐13
平均乖離率

0.5870 0.7420 1.2509



修道商学　第 57 巻　第 1号

─　　─202

前年比 fxr
前年比
GDPpp

fxr/GDPpp

₁₉₅₀ 1.0000 1.0000 1.0000
₁₉₅₁ 1.0000 1.0653 0.9387
1952 1.0012 1.0981 0.9118
₁₉₅₃ 1.0000 1.0272 0.9735
₁₉₅₄ 1.0000 1.0853 0.9214
₁₉₅₅ 1.0000 1.0570 0.9461
₁₉₅₆ 1.0000 1.0510 0.9515
₁₉₅₇ 1.0000 1.0392 0.9623
₁₉₅₈ 1.0000 1.0591 0.9442
₁₉₅₉ 1.0000 1.0051 0.9949
₁₉₆₀ 1.0000 1.1696 0.8550
₁₉₆₁ 0.9603 1.0627 0.9036
₁₉₆₂ 0.9917 1.0147 0.9774
₁₉₆₃ 1.0000 1.0082 0.9919
₁₉₆₄ 1.0000 1.0332 0.9679
₁₉₆₅ 1.0000 1.0113 0.9888
₁₉₆₆ 1.0000 0.9729 1.0278
1967 1.0000 0.9661 1.0351
₁₉₆₈ 1.0000 0.9988 1.0012
₁₉₆₉ 0.9858 1.0701 0.9213
₁₉₇₀ 0.9282 1.0471 0.8864
₁₉₇₁ 0.9583 0.9571 1.0013
₁₉₇₂ 0.9091 1.0020 0.9073
1973 0.8382 1.0007 0.8376
₁₉₇₄ 0.9683 1.0062 0.9623
₁₉₇₅ 0.9507 0.9704 0.9797
₁₉₇₆ 1.0235 0.9893 1.0345
₁₉₇₇ 0.9222 0.9709 0.9499
₁₉₇₈ 0.8650 0.9621 0.8990
₁₉₇₉ 0.9125 0.9768 0.9342
₁₉₈₀ 0.9917 0.9827 1.0092
₁₉₈₀ 0.9917 0.9827 1.0092
₁₉₈₁ 1.2433 0.9390 1.3241
₁₉₈₂ 1.0737 1.0035 1.0699
₁₉₈₃ 1.0522 0.9810 1.0726
₁₉₈₄ 1.1146 0.9555 1.1665
1985 1.0345 0.9856 1.0496
1986 0.7376 1.0074 0.7322

表Ⅲｰ3．�1950－1998ドイツ，1999－2013年ユーロ経済圏の fxr，GDPppおよび
fxr/GDPppの推移

₁₉₈₇ 0.8277 0.9772 0.8470
₁₉₈₈ 0.9771 0.9801 0.9969
1989 1.0705 0.7785 1.3751
₁₉₉₀ 0.8594 1.0362 0.8294
₁₉₉₁ 1.0271 1.2017 0.8547
₁₉₉₂ 0.9411 1.0208 0.9219
₁₉₉₃ 1.0587 0.9787 1.0817
₁₉₉₄ 0.9816 0.9960 0.9855
1995 0.8831 0.9974 0.8854
₁₉₉₆ 1.0500 0.9719 1.0804
₁₉₉₇ 1.1524 0.9711 1.1866
₁₉₉₈ 1.0148 0.9929 1.0220
1999 0.5334 0.4432 1.2034
₂₀₀₀ 1.1564 0.9788 1.1814
₂₀₀₁ 1.0296 1.0012 1.0283
₂₀₀₂ 0.9509 1.0034 0.9476
₂₀₀₃ 0.8338 0.9855 0.8460
₂₀₀₄ 0.9090 0.9788 0.9287
2005 0.9984 0.9761 1.0228
2006 0.9913 1.0234 0.9687
₂₀₀₇ 0.9166 0.9959 0.9203
2008 0.9344 0.9891 0.9448
₂₀₀₉ 1.0543 0.9656 1.0919
2010 1.0489 0.9842 1.0658
2011 0.9528 0.9920 0.9605
2012 1.0819 0.9720 1.1130
2013 0.9678 0.9772 0.9678
2014 － － －
52‐12年
均乖離率

0.9793 0.99562 0.9892

73‐12
平均乖離率

0.9741 0.9731 1.0078

73‐85
平均乖離率

0.9993 0.9788 1.0222

86‐98
平均乖離率

0.9678 0.9931 0.9845

99‐12
平均乖離率

0.9566 0.9492 1.0159

06‐13
平均乖離率

0.9972 0.9889 1.0093
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$GDPpp （¥/$）
GDPpp

（£/$）
GDPpp

（mr・€/$）
GDPpp

₁₉₅₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₃₆₆ ₁.₀₄₆₀

₁₉₅₁ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₃₄₉ ₁.₁₁₄₃

₁₉₅₂ ₁.₀₀₀₀ ₃.₀₄₄₁ ₀.₁₄₁₀ ₁.₂₂₃₆

₁₉₅₃ ₁.₀₀₀₀ ₂.₈₃₇₁ ₀.₁₄₆₀ ₁.₂₅₆₉

₁₉₅₄ ₁.₀₀₀₀ ₂.₅₄₅₂ ₀.₁₅₃₄ ₁.₃₆₄₁

₁₉₅₅ ₁.₀₀₀₀ ₂.₅₀₁₉ ₀.₁₅₆₅ ₁.₄₄₁₉

₁₉₅₆ ₁.₀₀₀₀ ₂.₅₈₃₁ ₀.₁₆₂₈ ₁.₅₁₅₃

₁₉₅₇ ₁.₀₀₀₀ ₂.₁₁₇₇ ₀.₁₆₅₈ ₁.₅₇₄₈

₁₉₅₈ ₁.₀₀₀₀ ₂.₀₃₆₇ ₀.₁₇₂₅ ₁.₆₆₇₉

₁₉₅₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₉₆₃₃ ₀.₁₆₈₉ ₁.₆₇₆₄

₁₉₆₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₉₁₄ ₀.₁₇₄₈ ₁.₉₆₀₆

₁₉₆₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₀₃₃ ₀.₁₈₂₁ ₂.₀₈₃₆

₁₉₆₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₃₅₄₂ ₀.₁₇₈₃ ₂.₁₁₄₃

₁₉₆₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₃₂₂ ₀.₁₈₁₄ ₂.₁₃₁₅

₁₉₆₄ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₀₉₅ ₀.₁₈₇₀ ₂.₂₀₂₃

₁₉₆₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₈₁₃ ₀.₁₈₆₉ ₂.₂₂₇₃

₁₉₆₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₁₄₇ ₀.₁₈₂₉ ₂.₁₆₇₀

₁₉₆₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₂₃₇ ₀.₁₈₃₇ ₂.₀₉₃₄

₁₉₆₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₀₂₃ ₀.₁₈₂₉ ₂.₀₉₀₉

₁₉₆₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₃₀₃₅ ₀.₁₈₂₇ ₂.₂₃₇₄

₁₉₇₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₇₉₂ ₀.₁₉₂₇ ₂.₃₄₂₈

₁₉₇₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₀₆₄ ₀.₁₈₉₃ ₂.₂₄₂₃

₁₉₇₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₅₁₅ ₀.₁₉₃₉ ₂.₂₄₆₇

₁₉₇₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₇₁₇ ₀.₂₀₁₀ ₂.₂₄₈₂

₁₉₇₄ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₃₆₂ ₀.₂₁₃₀ ₂.₂₆₂₂

₁₉₇₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₅₅₉ ₀.₂₄₉₃ ₂.₁₉₅₃

₁₉₇₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₆₇₇ ₀.₂₆₇₂ ₂.₁₇₁₉

₁₉₇₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₆₇₅ ₀.₂₈₂₄ ₂.₁₀₈₇

₁₉₇₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₂₄₇ ₀.₂₉₁₄ ₂.₀₂₈₈

₁₉₇₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₇₆₈ ₀.₃₀₉₈ ₁.₉₈₁₇

₁₉₈₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₉₆₅ ₀.₃₃₃₄ ₁.₉₄₇₄

₁₉₈₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₂₉₁ ₀.₃₃₀₀ ₁.₈₂₈₇

₁₉₈₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₄₇₇ ₀.₃₅₀₃ ₁.₈₃₅₁

₁₉₈₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₈₆₅ ₀.₃₅₆₀ ₁.₈₀₀₂

₁₉₈₄ ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₂₅₉ ₀.₃₄₄₈ ₁.₇₂₀₁

₁₉₈₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₂₆₂ ₀.₃₅₄₉ ₁.₆₉₅₄

₁₉₈₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₁₆₉ ₀.₃₆₃₀ ₁.₇₀₈₀

₁₉₈₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₉₂₄ ₀.₃₇₆₇ ₁.₆₆₉₀

₁₉₈₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₉₃₃ ₀.₃₉₂₆ ₁.₆₃₅₈

₁₉₈₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₉₉₇ ₀.₄₀₃₂ ₁.₂₇₃₄

₁₉₉₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₄₁₄ ₀.₄₁₆₂ ₁.₃₁₉₅

₁₉₉₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₃₃₈ ₀.₄₃₆₅ ₁.₅₈₅₇

₁₉₉₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₀₀₆ ₀.₄₃₃₃ ₁.₆₁₈₇

₁₉₉₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₅₀₅ ₀.₄₃₆₈ ₁.₅₈₄₃

₁₉₉₄ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₈₇₈ ₀.₄₃₉₂ ₁.₅₇₇₉

₁₉₉₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₄₇₁ ₀.₄₄₄₄ ₁.₅₇₃₇

₁₉₉₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₁₈₁ ₀.₄₄₉₁ ₁.₅₂₉₄

₁₉₉₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₃₇₅₁ ₀.₄₅₃₇ ₁.₄₈₅₃

₁₉₉₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₇₇₉ ₀.₄₅₉₅ ₁.₄₇₄₈

₁₉₉₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₅₃₄ ₀.₄₈₁₃ ₀.₆₅₃₆

₂₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₅₁₃ ₀.₄₇₀₆ ₀.₆₃₉₈

₂₀₀₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₂₂₅ ₀.₄₈₃₀ ₀.₆₄₀₆

₂₀₀₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₇₈₄ ₀.₄₉₄₀ ₀.₆₄₂₈

₂₀₀₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₃₂ ₀.₅₂₄₄ ₀.₆₃₃₅

₂₀₀₄ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₅₆₅ ₀.₅₂₁₉ ₀.₆₂₀₁

₂₀₀₅ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₀₃₇ ₀.₅₂₀₀ ₀.₆₀₅₃

₂₀₀₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₆₅₆ ₀.₅₂₁₃ ₀.₆₁₉₄

₂₀₀₇ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₅₉₈ ₀.₅₃₅₃ ₀.₆₁₆₉

₂₀₀₈ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₂₀₂ ₀.₅₃₂₂ ₀.₆₁₀₂

₂₀₀₉ ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₉₄₁ ₀.₅₃₃₂ ₀.₅₈₉₂

₂₀₁₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₉₀₄ ₀.₅₂₃₉ ₀.₅₇₉₉

₂₀₁₁ ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₅₁₂ ₀.₅₂₅₈ ₀.₅₇₅₂

₂₀₁₂ ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₃₃₄ ₀.₅₁₈₀ ₀.₅₅₉₂

₂₀₁₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₂₀₈ ₀.₅₁₇₉ ₀.₅₄₆₄

表Ⅳｰ1．US$を基準とする 3通貨 ¥・€・￡�の GDPppの推移
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（£/$）fxr/
GDPpp

（¥/$）fxr/
GDPpp

（€/$）fx/
GDPpp

$GDPpp
₁₉₈₈ ₁.₄₂₉₉ ₀.₈₅₈₁ ₁.₀₇₃₆ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₉ ₁.₅₁₂₅ ₀.₉₁₉₉ ₁.₄₇₆₄ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₀ ₂.₆₁₅₁ ₄.₀₁₀₅ ₁.₀₀₀₀ ₁₉₉₀ ₁.₃₄₆₂ ₀.₉₃₉₃ ₁.₂₂₄₅ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₁ ₂.₆₄₈₄ ₃.₇₆₄₆ ₁.₀₀₀₀ ₁₉₉₁ ₁.₂₉₄₉ ₀.₈₂₄₅ ₁.₀₄₆₆ ₁.₀₀₀₀
1952 2.5333 1.1862 3.4324 1.0000 ₁₉₉₂ ₁.₃₀₇₁ ₀.₇₉₁₃ ₀.₉₆₄₈ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₃ ₂.₄₄₆₅ ₁.₂₆₈₉ ₃.₃₄₁₄ ₁.₀₀₀₀ ₁₉₉₃ ₁.₅₂₄₂ ₀.₇₁₇₂ ₁.₀₄₃₆ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₄ ₂.₃₂₇₈ ₁.₄₁₄₄ ₃.₀₇₈₉ ₁.₀₀₀₀ ₁₉₉₄ ₁.₄₈₆₆ ₀.₆₈₇₀ ₁.₀₂₈₅ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₅ ₂.₂₈₂₇ ₁.₄₃₈₉ ₂.₉₁₂₉ ₁.₀₀₀₀ 1995 ₁.₄₂₅₇ ₀.₆₅₀₀ ₀.₉₁₀₆ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₆ ₂.₁₉₃₅ ₁.₃₉₃₇ ₂.₇₇₁₆ ₁.₀₀₀₀ ₁₉₉₆ ₁.₄₂₅₇ ₀.₇₆₇₁ ₀.₉₈₃₉ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₇ ₂.₁₅₃₆ ₁.₆₉₉₉ ₂.₆₆₇₀ ₁.₀₀₀₀ ₁₉₉₇ ₁.₃₄₅₉ 0.8798 ₁.₁₆₇₅ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₈ ₂.₀₇₀₁ ₁.₇₆₇₆ ₂.₅₁₈₁ ₁.₀₀₀₀ 1998 1.3138 1.0244 ₁.₁₉₃₂ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₉ ₂.₁₁₄₂ ₁.₈₃₃₇ ₂.₅₀₅₄ ₁.₀₀₀₀ 1999 1.3336 0.9876 1.4360 1.0000
₁₉₆₀ ₂.₀₄₃₂ ₂.₁₂₈₅ ₂.₁₄₂₁ ₁.₀₀₀₀ ₂₀₀₀ ₁.₄₀₁₁ ₀.₉₃₆₁ ₁.₆₉₆₅ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₁ ₁.₉₆₀₈ ₂.₅₆₅₃ ₁.₉₃₅₇ ₁.₀₀₀₀ ₂₀₀₁ ₁.₄₃₇₁ ₁.₀₈₂₇ ₁.₇₄₄₅ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₂ ₂.₀₀₃₃ ₂.₆₅₈₅ ₁.₈₉₁₉ ₁.₀₀₀₀ ₂₀₀₂ ₁.₃₄₂₀ ₁.₁₆₀₉ ₁.₆₅₃₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₃ ₁.₉₆₈₆ ₂.₉₂₁₆ ₁.₈₇₆₆ ₁.₀₀₀₀ ₂₀₀₃ ₁.₂₀₉₃ ₁.₁₁₅₆ ₁.₃₉₈₆ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₄ ₁.₉₁₀₁ ₃.₂₄₄₈ ₁.₈₁₆₃ ₁.₀₀₀₀ ₂₀₀₄ ₁.₀₈₂₉ ₁.₀₈₈₂ ₁.₂₉₈₉ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₅ ₁.₉₁₁₂ ₃.₃₂₉₃ ₁.₇₉₅₉ ₁.₀₀₀₀ 2005 ₁.₀₉₈₂ ₁.₁₈₀₇ ₁.₃₂₈₅ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₆ ₁.₉₅₂₃ ₃.₅₄₇₇ ₁.₈₄₅₉ ₁.₀₀₀₀ 2006 1.0837 1.3004 1.2868 1.0000
₁₉₆₇ ₁.₉₆₇₂ ₃.₅₁₆₅ ₁.₉₁₀₇ ₁.₀₀₀₀ 2007 0.9691 1.3286 ₁.₁₈₄₃ 1.0000
₁₉₆₈ ₂.₂₇₈₅ ₂.₉₉₄₂ ₁.₉₁₃₁ ₁.₀₀₀₀ ₂₀₀₈ ₁.₀₅₁₉ ₁.₂₂₃₄ ₁.₁₁₈₉ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₉ ₂.₂₈₀₅ ₂.₇₆₁₉ ₁.₇₆₂₅ ₁.₀₀₀₀ ₂₀₀₉ ₁.₂₅₆₃ ₁.₁₄₂₀ ₁.₂₂₁₇ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₀ ₂.₁₃₆₈ ₂.₄₃₃₈ ₁.₅₆₂₂ ₁.₀₀₀₀ 2010 1.2346 1.1106 1.3020 1.0000
₁₉₇₁ ₂.₁₇₀₄ ₂.₄₈₇₄ ₁.₅₆₄₂ ₁.₀₀₀₀ 2011 ₁.₁₈₅₉ 1.0624 ₁.₂₅₀₆ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₂ ₂.₀₅₅₉ 2.0883 ₁.₄₁₉₂ ₁.₀₀₀₀ 2012 1.2178 1.0909 1.3919 1.0000
1973 2.0291 1.7287 1.1888 1.0000 2013 1.2341 ₁.₃₅₉₁ 1.3919 ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₄ ₂.₀₀₇₄ ₁.₆₈₂₃ ₁.₁₄₃₉ ₁.₀₀₀₀ 52―72

平均乖離率
2.1315 2.3181 2.2221 1/0000

₁₉₇₅ ₁.₈₀₅₃ ₁.₆₉₀₃ ₁.₁₂₀₇ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₆ ₂.₀₇₂₁ ₁.₆₇₇₆ ₁.₁₅₉₄ ₁.₀₀₀₀ 73―12

平均乖離率
1.4919 1.1648 1.2426 1.0000

₁₉₇₇ ₂.₀₂₈₆ ₁.₅₁₉₂ ₁.₁₀₁₃ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₈ ₁.₇₈₈₁ ₁.₂₂₀₁ ₀.₉₉₀₀ ₁.₀₀₀₀ 73―85

平均乖離率
1.8355 1.5110 1.2254 1.0000

₁₉₇₉ ₁.₅₂₁₃ ₁.₃₀₆₉ ₀.₉₂₄₉ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₀ ₁.₂₈₉₃ ₁.₃₃₆₅ ₀.₉₃₃₄ ₁.₀₀₀₀ 86―98

平均乖離率
1.4546 0.8568 1.1124 1.0000

₁₉₈₁ ₁.₄₉₄₂ ₁.₃₅₃₈ ₁.₂₃₅₉ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₂ ₁.₆₃₀₆ ₁.₅₁₁₇ ₁.₃₂₂₃ ₁.₀₀₀₀ 99―12

平均乖離率
1.2074 1.1293 1.3794 1.0000

₁₉₈₃ ₁.₈₅₁₉ ₁.₄₉₇₁ ₁.₄₁₈₃ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₄ ₂.₁₇₀₆ 1.5566 ₁.₆₅₄₅ ₁.₀₀₀₀ 06―13

平均乖離率
1.1428 1.1797 1.2509 1.0000

1985 2.1736 1.5630 1.7365 1.0000
₁₉₈₆ ₁.₈₇₇₈ ₁.₁₁₁₀ ₁.₂₇₁₄ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₇ ₁.₆₁₉₆ ₀.₉₆₉₂ ₁.₀₇₆₉ ₁.₀₀₀₀

表Ⅳｰ2．ドルを基準値 1としたポンド，ユーロ，円の fxr/GDPpp乖離率の推移
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cpi ppp wpi ppp expi ppp impi.ppp ¥/$fxr GDPpp
1973� 271.70� 271.70� 271.70� 271.70� 271.70� 157.17�
₁₉₇₄ ₃₀₁.₅₁ ₂₉₁.₆₄ ₂₈₄.₈₉ ₃₀₇.₃₆ ₂₉₂.₀₈ ₁₇₃.₆₂
₁₉₇₅ ₃₀₉.₇₃ ₂₇₄.₉₃ ₂₄₄.₁₇ ₃₀₃.₀₇ ₂₉₆.₇₉ ₁₇₅.₅₉
₁₉₇₆ ₃₁₉.₇₈ ₂₇₆.₇₇ ₂₃₄.₇₃ ₃₀₉.₃₄ ₂₉₆.₅₅ ₁₇₆.₇₇
₁₉₇₇ ₃₂₄.₇₉ ₂₆₉.₇₂ ₂₁₅.₉₂ ₂₇₂.₅₉ ₂₆₈.₅₁ ₁₇₆.₇₅
₁₉₇₈ ₃₁₄.₉₄ ₂₄₉.₀₇ ₁₈₈.₅₂ ₂₀₈.₄₀ ₂₁₀.₄₄ ₁₇₂.₄₇
₁₉₇₉ ₂₉₃.₅₄ ₂₃₂.₀₆ ₁₈₃.₉₆ ₂₂₄.₈₁ ₂₁₉.₁₄ ₁₆₇.₆₈
₁₉₈₀ ₂₇₈.₃₄ ₂₃₃.₈₄ ₁₇₅.₇₈ ₂₅₉.₄₇ ₂₂₆.₇₄ ₁₆₉.₆₅
₁₉₈₁ ₂₆₄.₇₉ ₂₁₇.₁₅ ₁₆₂.₈₉ ₂₅₀.₀₁ ₂₂₀.₅₄ ₁₆₂.₉₁
₁₉₈₂ ₂₅₆.₂₈ ₂₁₄.₀₅ ₁₆₇.₃₁ ₂₇₄.₁₀ ₂₄₉.₀₈ ₁₆₄.₇₇
₁₉₈₃ ₂₅₂.₈₈ ₂₁₀.₀₈ ₁₅₅.₈₁ ₂₆₃.₆₀ ₂₃₇.₅₁ ₁₅₈.₆₅
₁₉₈₄ ₂₄₇.₉₉ ₂₀₅.₂₁ ₁₅₄.₆₂ ₂₅₀.₃₈ ₂₃₇.₅₂ ₁₅₂.₅₉
1985 244.32 204.70 153.50 250.21 238.54 152.62
₁₉₈₆ ₂₄₁.₅₅ ₂₀₀.₈₂ ₁₂₉.₀₇ ₁₆₆.₂₈ ₁₆₈.₅₂ ₁₅₁.₆₉
₁₉₈₇ ₂₃₃.₀₇ ₁₈₉.₇₀ ₁₂₀.₄₈ ₁₄₂.₃₇ ₁₄₄.₆₄ ₁₄₉.₂₄
₁₉₈₈ ₂₂₅.₅₈ ₁₈₁.₃₂ ₁₁₀.₀₇ ₁₂₉.₅₅ ₁₂₈.₁₅ ₁₄₉.₃₃
₁₉₈₉ ₂₁₉.₉₀ ₁₇₅.₉₂ ₁₁₁.₈₁ ₁₃₅.₁₆ ₁₃₇.₉₆ ₁₄₉.₉₇
₁₉₉₀ ₂₁₅.₃₂ ₁₇₂.₅₃ ₁₁₃.₁₉ ₁₄₂.₂₄ ₁₄₄.₇₉ ₁₅₄.₁₄
₁₉₉₁ ₂₁₃.₀₃ ₁₇₃.₈₁ ₁₀₆.₂₁ ₁₃₀.₆₂ ₁₃₄.₇₁ ₁₆₃.₃₈
₁₉₉₂ ₂₁₀.₄₃ ₁₇₁.₄₁ ₁₀₂.₂₅ ₁₂₁.₇₂ ₁₂₆.₆₅ ₁₆₀.₀₆
₁₉₉₃ ₂₀₆.₉₃ ₁₆₆.₂₉  ₉₃.₆₀ ₁₀₉.₂₉ ₁₁₁.₂₀ ₁₅₅.₀₅
₁₉₉₄ ₂₀₃.₀₃ ₁₆₁.₃₅  ₈₉.₀₂ ₁₀₁.₅₇ ₁₀₂.₂₁ ₁₄₈.₇₈
1995 197.35 154.46  82.92  97.11 � 94.06 144.71
₁₉₉₆ ₁₉₁.₉₈ ₁₄₈.₅₇  ₈₆.₄₇ ₁₀₅.₄₇ ₁₀₈.₇₈ ₁₄₁.₈₁
₁₉₉₇ ₁₉₀.₉₈ ₁₄₉.₄₈  ₈₉.₁₉ ₁₁₆.₂₄ ₁₂₀.₉₉ ₁₃₇.₅₁
1998 189.05 151.05  93.56 117.56 130.91 127.79
₁₉₉₉ ₁₈₄.₅₃ ₁₄₇.₄₀  ₈₅.₁₁ ₁₀₅.₇₄ ₁₁₃.₉₁ ₁₁₅.₃₄
₂₀₀₀ ₁₇₇.₂₇ ₁₃₉.₅₁  ₇₉.₉₁ ₁₀₃.₉₅ ₁₀₇.₇₇ ₁₁₄.₈₂
₂₀₀₁ ₁₇₁.₂₀ ₁₃₆.₈₁  ₈₇.₁₉ ₁₁₄.₃₂ ₁₂₁.₅₃ ₁₁₀.₉₅
₂₀₀₂ ₁₆₇.₁₂ ₁₃₆.₉₁  ₈₇.₁₂ ₁₁₅.₅₂ ₁₂₅.₃₉ ₁₀₆.₇₉
₂₀₀₃ ₁₆₃.₀₆ ₁₃₆.₈₇  ₈₂.₂₆ ₁₁₁.₁₈ ₁₁₅.₉₃ ₁₀₂.₆₇
₂₀₀₄ ₁₅₈.₈₄ ₁₃₆.₈₉  ₇₈.₁₆ ₁₀₉.₆₇ ₁₀₈.₁₉  ₉₈.₈₃
₂₀₀₅ ₁₅₃.₁₃ ₁₃₆.₈₅  ₇₇.₂₁ ₁₁₅.₃₈ ₁₁₀.₂₂  ₉₃.₃₆
₂₀₀₆ ₁₄₈.₆₉ ₁₃₆.₈₇  ₇₆.₈₃ ₁₂₅.₂₇ ₁₁₆.₃₀  ₈₉.₄₄
₂₀₀₇ ₁₄₄.₆₃ ₁₃₆.₈₈  ₇₄.₉₃ ₁₂₉.₃₁ ₁₁₇.₇₅  ₈₈.₆₃
₂₀₀₈ ₁₄₁.₃₂ ₁₃₆.₈₁  ₆₆.₃₅ ₁₂₅.₈₈ ₁₀₃.₃₆  ₈₄.₄₉
₂₀₀₉ ₁₃₉.₇₆ ₁₃₆.₈₃  ₆₂.₃₀ ₁₀₆.₁₈  ₉₃.₅₇  ₇₉.₄₁
2010 136.55 136.89  57.91 106.37 � 87.78 � 79.04
2011  ₇₉.₈₁  ₇₅.₁₂
2012  ₇₉.₇₉  ₇₃.₃₄

出所： 神田善弘著『平価理論による通貨の対外価値尺度 GDPpp，pppと SDRレート』修道商
学第₅₃巻第 ₂号，₂₀₁₃年 ₂ 月発行の表Ⅰ－ ₁参照および表 ₁－ ₂を転載。

表Ⅳｰ3．�日米の各種の価指数による購買力平価 pppと fxrおよび GDPppの推移


